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■■提提言言ににああたたっってて

昨今、成年後見制度や地域福祉権利擁護事業（国名称：日常生活自立支援事業）
の改正、東京都の単身高齢者総合相談支援事業の拡充等をふまえ、地域の実状に
応じて、身寄りのない高齢者の支援や、権利擁護支援体制の再構築が求められる
状況にあります。また、福祉人材の確保・育成・定着といった課題が顕在化する
一方、発災を見据えた、平時から行政や多様な団体とのネットワークづくりが求
められています。
「地域福祉推進委員会」では、そうした視点を踏まえて検討を行い、このたび、

地域福祉推進のために重点的に取り組むべき事項を「提言２０２６」としてまと
め、事業者が取り組むべき事項や施策提言として、「委員会からの提言」と「部
会・連絡会からの提言」として整理を行っています。
なお、委員会では、地域福祉の推進を図るべく、関係者の皆さまのご意見をい

ただきながら、提言活動の充実を図っていきたいと考えておりますので、今後と
も、ご理解とご支援をいただきますようお願いいたします。

「地域福祉推進委員会」では、地域福祉に関わる課題を広くご理解いただく
ことを期待するとともに、本提言を次のように活用していただきたいと考えて
います。
１ 福祉サービス事業者や地域福祉推進に関わる関係者が、福祉サービスの
向上を目的とした積極的な取り組みをすすめること

２ 東京都、区市町村行政における制度やしくみの拡充を図ること

令和８年６月

社会福祉法人

東京都社会福祉協議会

地域福祉推進委員会

＜地域福祉推進委員会とは＞
東京都社会福祉協議会では、地域福祉の推進を図る立場から、社会福祉施策

を発展させ、福祉サービスの質の向上を図るための福祉サービス提供事業者の
取組みや行政の支援方策を提言するため、平成 14 年度より地域福祉推進委員
会を設置しています。
委員会は、学識経験者、当事者団体、福祉サービス事業者、相談機関・団体、

区市町村社会福祉協議会、民生委員・児童委員により構成しています。
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（背景） 

一人ぐらし世帯の増加が見込まれている。東京都内の 65 歳以上の単身世帯は、2020 年

の 89 万世帯から 2050 年には 124 万世帯に増加する見込みで、とりわけ 75 歳以上の単身

世帯の増加が顕著である。こうした中、身寄りのない高齢者等を巡る支援のあり方に注目

が集まっている。 

身寄りという言葉には、幅広い意味が含まれるが、身寄りがあっても、たとえば遠方に

居住する場合や、身寄りとの関係が希薄な場合には、社会での支援が必要とされる。一方、

日本では、住居の賃貸契約や病院・施設の申し込みに「身元引受人」や「連帯保証人」の

選任を求められることが依然として多いため、身寄りのない高齢者等の中には、必要なサ

ービスを利用できない場合がある。身寄りの有無という、本人にはどうすることもできな

い境遇によって、自らが希望する選択ができない事態があることは理不尽である。このた

め「身寄りのあることを前提としない社会」への転換をめざすべきである。このためには、

自らの意思が尊重されるよう、意思決定支援にもとづく支援とそのための地域における

仕組みづくりが必要である。 

こうした中、社会保障審議会福祉部会では、判断能力が不十分な人を対象とする日常生

活自立支援事業（東京の名称は「地域福祉権利擁護事業」）について、頼れる身寄りのい

ない高齢者等への支援にも拡充する「新たな事業」として実施するとともに、第二種社会

福祉事業として多様な事業主体の参入を広げるなどの考えをまとめた。これに応じた社

会福祉法の改正が見込まれている。 

そもそも日常生活自立支援事業は、福祉サービスの自己選択という潮流の中で、判断能

力が不十分な人に対する福祉サービス利用援助を目的に開始された制度である。このた

め身寄りのない高齢者等を支援する事業としては、対象や、求められる専門性が異なるも

のである。 

一方、身寄りを巡る問題への関心の高まりを踏まえると、地域における総合的な相談支

援体制の構築については急がれるところであり、福祉のみならず多様な分野の協働によ

る支援体制の構築が求められている。 

こうした中、成年後見制度については、現行の後見及び保佐の類型を廃止して補助に一

元化することや、相続や不動産売却等一定の目的が終了後には制度利用を終結できるよ

うにするなどの民法改正案が見込まれている。こうした動きを踏まえ、総合的な権利擁護

支援制度の整備に向けて、意思決定支援を支える新たな地域福祉の仕組みが必要とされ

るところである。 

東京では、判断能力が不十分な人への権利擁護支援として、日常生活自立支援事業と成

年後見制度の連携による意思決定支援のための支援体制の構築をすすめてきた。こうし

た実績を土台としつつ、一連の法改正を踏まえ、区市町村における包括的な支援体制整備

の一環として、身寄りのない高齢者等への支援体制の構築を図ることが必要である。 

提言Ⅰ：地域における身寄りのない 

高齢者等への対応について 
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（背景） 
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身寄りという言葉には、幅広い意味が含まれるが、身寄りがあっても、たとえば遠方に
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日本では、住居の賃貸契約や病院・施設の申し込みに「身元引受人」や「連帯保証人」の

選任を求められることが依然として多いため、身寄りのない高齢者等の中には、必要なサ

ービスを利用できない場合がある。身寄りの有無という、本人にはどうすることもできな

い境遇によって、自らが希望する選択ができない事態があることは理不尽である。このた

め「身寄りのあることを前提としない社会」への転換をめざすべきである。このためには、

自らの意思が尊重されるよう、意思決定支援にもとづく支援とそのための地域における

仕組みづくりが必要である。 

こうした中、社会保障審議会福祉部会では、判断能力が不十分な人を対象とする日常生

活自立支援事業（東京の名称は「地域福祉権利擁護事業」）について、頼れる身寄りのい

ない高齢者等への支援にも拡充する「新たな事業」として実施するとともに、第二種社会

福祉事業として多様な事業主体の参入を広げるなどの考えをまとめた。これに応じた社

会福祉法の改正が見込まれている。 

そもそも日常生活自立支援事業は、福祉サービスの自己選択という潮流の中で、判断能

力が不十分な人に対する福祉サービス利用援助を目的に開始された制度である。このた

め身寄りのない高齢者等を支援する事業としては、対象や、求められる専門性が異なるも

のである。 

一方、身寄りを巡る問題への関心の高まりを踏まえると、地域における総合的な相談支

援体制の構築については急がれるところであり、福祉のみならず多様な分野の協働によ

る支援体制の構築が求められている。 

こうした中、成年後見制度については、現行の後見及び保佐の類型を廃止して補助に一

元化することや、相続や不動産売却等一定の目的が終了後には制度利用を終結できるよ

うにするなどの民法改正案が見込まれている。こうした動きを踏まえ、総合的な権利擁護

支援制度の整備に向けて、意思決定支援を支える新たな地域福祉の仕組みが必要とされ

るところである。 

東京では、判断能力が不十分な人への権利擁護支援として、日常生活自立支援事業と成

年後見制度の連携による意思決定支援のための支援体制の構築をすすめてきた。こうし

た実績を土台としつつ、一連の法改正を踏まえ、区市町村における包括的な支援体制整備

の一環として、身寄りのない高齢者等への支援体制の構築を図ることが必要である。 

提言Ⅰ：地域における身寄りのない 

高齢者等への対応について 

提提言言  

ⅠⅠ--１１  

身寄りのない高齢者等への支援体制の整備は、包

括的な支援体制の一環として、区市町村が主体的

な役割を果たすことが必要 

提提言言先先  

東京都 

区市町村 

（理由）社会福祉法第 106 条の３にもとづく包括的な支援体制の整備については、区市町

村が法にもとづく努力義務として取り組まれているところである。一方、社会保障審議会

福祉部会では、頼れる身寄りがいない高齢者等への支援も同条の地域生活課題に含めて解

決に資する方向性が示されていることに加えて、都内では先駆的に身寄りのない高齢者等

への支援に取り組む区市町村や社会福祉協議会が多数あることを踏まえ、地域の実状に応

じた支援体制の整備に向けて、区市町村が主体的な役割を果たすことが求められる。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--２２  

新たな事業の実施には、判断能力が不十分な人に

対する権利擁護支援に支障がないようにするこ

とが必要 

提提言言先先  

国 

東京都 

（理由）新たな事業では、判断能力が不十分な人と、頼れる身寄りがいない人を対象にし

ているが、実際の支援を想定すると、対象者が異なる上、それぞれの課題にもとづく支援

内容や、それを支える専門性は異なる場合も想定される。判断能力が不十分な人には、適

切な支援先が少ない現状も踏まえ、事業の構築にあたり、実施要綱を分けるなどして、従

来の契約者をはじめ、従来の福祉サービス利用援助事業が対象としていた人々の権利擁護

支援に支障を来すことがないようにすることが求められる。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--３３  

地域における権利擁護支援の充実に向けて、新た

な事業の実施には十分な予算の確保を図ること

が必要 

提提言言先先  

国 

東京都 

（理由）日常生活自立支援事業等の予算は、契約件数に応じて配分される不安定な仕組み

であるのみならず、都市部の地域性も十分考慮されていない。複雑な困難事例を受け止め

る場合も多いため、専門知識を有する職員を安定的に確保することが緊要だが、予算が少

ないために委託先団体が自己財源で補填している現状がある。 

こうした状況を踏まえ、東京都では、令和７年度より統括的業務への人件費上乗せが図

られたが、成年後見制度の見直しを巡る議論でも地域における権利擁護支援の充実が求め

られていることや身寄りのない高齢者等の支援が追加されることを踏まえ、新たな事業の

実施では、専門性を有した人材確保のために、人件費の上乗せや、契約件数に左右されな

い基礎的人件費の導入等によって、十分な予算を確保することが求められる。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--４４  

身寄りのない高齢者等に対する区市町村におけ

る相談支援体制の整備と充実を図ることが必要 

提提言言先先  

区市町村 

（理由）身寄りのない高齢者等の支援を巡っては、幅広い対象によるさまざまな生活課題

が想定されることから、相談支援体制の整備が肝要である。すでに自治体や社会福祉協議
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会では、独自に相談支援に関する事業を実施している例もみられるが、今後、区市町村に

は、東京都が区市町村に補助する「単身高齢者等総合相談支援事業」等を活用しながら、

相談支援体制の整備や充実を図ることや区市町村の実状に応じた支援メニューの実施、そ

の他、必要な取組みをすすめることが求められる。その際、新たな成年後見制度における

中核機関のあり方も考慮しながら検討をすすめる必要がある。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--５５  

「新たな事業」に参入する多様な実施主体へのチ

ェック機能について、東京都や区市町村が積極的

な役割を果たすことが必要 

提提言言先先  

国 

東京都 

区市町村 

（理由）新たな事業については、第二種社会福祉事業として位置づけられるとともに、多

様な主体の参入が想定されている。一方、高額の預託金の扱いや、特に死後事務では契約

から履行までの期間が長い場合もあり得ることから、社会福祉と消費者保護の両面より適

正な運用が求められる。民間企業による高齢者終身サポート事業については、事業者団体

による自主的なチェックが予定されているが、全ての事業者を対象としたチェック機能の

あり方を巡り、東京都や区市町村が積極的な役割を果たすことが求められる。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--６６  

身寄りのない高齢者等を支援するための地域に

おけるガイドライン作成やネットワーク構築に

向けて、専門職や事業者が積極的な役割をはたす

ことが必要 

提提言言先先  

社会福祉法人 

社会福祉協議会 

区市町村 

（理由）身寄りのない高齢者等がかかえるさまざまな生活課題への支援には、福祉の分野

のみならず地域の幅広い相談機関や団体との連携と協働が必要である。支援方針の土台と

なるガイドラインやネットワークの構築に向けて、地域の専門職や事業者は、これらの内

容を協働して検討するとともに、こうした協議の場づくりにおいて区市町村が役割を果た

すことが求められる。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--７７  

身寄りのあることを前提としない社会づくりに

向けて、市民の理解を広げる、地域における協働

や、つながりづくり、社会参加支援を積極的にす

すめることが必要 

提提言言先先  

社会福祉法人 

社会福祉協議会 

区市町村 

（理由）身寄りを巡る問題は、高齢者のみならず、障害や社会的養護など幅広い分野にお

いて関心の高まりを見せている。これらに共通するのは、身寄りの有無によって、自らが

望む将来の実現が阻害される点である。身寄りの存在を前提としない社会の実現をめざし、

市民の理解を広げるためには、地域における協働をすすめるとともに、孤立・孤独を背景

とした課題に向き合う必要がある。そのうえで、身近な地域におけるつながりづくりや社

会参加支援の取組みを、社会福祉法人の地域公益活動や社会福祉協議会の活動を通じて、

積極的に推進していくことが求められる。 
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会では、独自に相談支援に関する事業を実施している例もみられるが、今後、区市町村に

は、東京都が区市町村に補助する「単身高齢者等総合相談支援事業」等を活用しながら、

相談支援体制の整備や充実を図ることや区市町村の実状に応じた支援メニューの実施、そ

の他、必要な取組みをすすめることが求められる。その際、新たな成年後見制度における

中核機関のあり方も考慮しながら検討をすすめる必要がある。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--５５  

「新たな事業」に参入する多様な実施主体へのチ

ェック機能について、東京都や区市町村が積極的

な役割を果たすことが必要 

提提言言先先  

国 

東京都 

区市町村 

（理由）新たな事業については、第二種社会福祉事業として位置づけられるとともに、多

様な主体の参入が想定されている。一方、高額の預託金の扱いや、特に死後事務では契約

から履行までの期間が長い場合もあり得ることから、社会福祉と消費者保護の両面より適

正な運用が求められる。民間企業による高齢者終身サポート事業については、事業者団体

による自主的なチェックが予定されているが、全ての事業者を対象としたチェック機能の

あり方を巡り、東京都や区市町村が積極的な役割を果たすことが求められる。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--６６  

身寄りのない高齢者等を支援するための地域に

おけるガイドライン作成やネットワーク構築に

向けて、専門職や事業者が積極的な役割をはたす

ことが必要 

提提言言先先  

社会福祉法人 

社会福祉協議会 

区市町村 

（理由）身寄りのない高齢者等がかかえるさまざまな生活課題への支援には、福祉の分野

のみならず地域の幅広い相談機関や団体との連携と協働が必要である。支援方針の土台と

なるガイドラインやネットワークの構築に向けて、地域の専門職や事業者は、これらの内

容を協働して検討するとともに、こうした協議の場づくりにおいて区市町村が役割を果た

すことが求められる。 

 

提提言言  

ⅠⅠ--７７  

身寄りのあることを前提としない社会づくりに

向けて、市民の理解を広げる、地域における協働

や、つながりづくり、社会参加支援を積極的にす

すめることが必要 

提提言言先先  

社会福祉法人 

社会福祉協議会 

区市町村 

（理由）身寄りを巡る問題は、高齢者のみならず、障害や社会的養護など幅広い分野にお

いて関心の高まりを見せている。これらに共通するのは、身寄りの有無によって、自らが

望む将来の実現が阻害される点である。身寄りの存在を前提としない社会の実現をめざし、

市民の理解を広げるためには、地域における協働をすすめるとともに、孤立・孤独を背景

とした課題に向き合う必要がある。そのうえで、身近な地域におけるつながりづくりや社

会参加支援の取組みを、社会福祉法人の地域公益活動や社会福祉協議会の活動を通じて、

積極的に推進していくことが求められる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

提言Ⅱ  

 

地域におけるネットワークを活用した 

福祉人材の確保・育成・定着の推進 
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（背景） 

令和７年度は、厚生労働省の社会保障審議会福祉部会において約７年ぶりに福祉人材確

保専門委員会が動き出すなど、少子化による生産年齢人口の減少を背景に、持続可能な福

祉社会の実現に向けた人材確保等の議論は活発な様相を見せている。同委員会の冒頭では、

令和６年度に福祉人材が継続的な増加状態から減少に転じたことに触れ、賃上げに資する

財源確保やサービスの質の向上と効率化、および「福祉の力」の世の中への発信の重要性

が語られた。部会では、「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方検討会」中間まと

めをふまえた論点などから議論をすすめ、地域の状況をふまえた人材確保対策などを念頭

にしたプラットフォーム機能の充実や、養成施設卒業者を対象とした介護福祉士資格のあ

りよう、外国籍人材の確保や定着などが議論されている。 

 一方、東京都社会福祉協議会では、平成 25 年に社会福祉法人協議会内に社会貢献推進委

員会を設置し、社会福祉法人の地域公益活動を推進している。以降、法人・施設だけでは

なく、社協、民生児童委員、ボランティア関係者、東京都職員も参画した。平成 27 年には

区市の行政関係者も委員会に参画し、委員会での検討を通じて、「各法人」「区市町村にお

ける連携」「広域（東京都域）における連携」の三層の地域公益活動の取組みをまとめて報

告した。この実現を掲げ、平成 28 年９月に東社協内に東京都地域公益活動推進協議会を発

足している。 

 また、平成 30 年には、東京都社会福祉協議会の地域福祉推進委員会が「東京らしい地域

共生社会づくり」をとりまとめ、ひきこもりや不登校児、生活困窮者、8050 問題、ひとり

親家庭等の諸課題に対応するため、民生児童委員、社会福祉法人、地域福祉コーディネー

ターが連携した「チーム方式」の地域福祉推進体制（東京モデル）等を提言した。 

 三層の取組みのひとつである、区市町村域での連携においては、各区市町村ごとに社会

福祉法人の地域ネットワークを組織化して地域公益活動を推進するとともに、同じ地域で

事業経営する施設としての共通課題である、人材確保・育成・定着に関する取組みや災害

時の対応等にも取り組んできた側面がある。 

 地域ネットワークによっては、東京都福祉人材センターと連携した地域密着型の面接会

の実施や、ネットワーク会員施設職員を対象とした研修実施、地域の施設職員間の交流を

図る企画の実施等により、人材の確保・育成・定着に取り組んでいる。 

社会福祉施設は、早番・遅番などのシフトが存在し、短時間労働等の多様な働き方が可

能な職場であることから、職住近接をめざした施策は人材確保等に対して一定の効果を有

すると考えられる。 

これまで培ってきたさまざまなネットワークを活かして、福祉人材の確保・育成・定着

をすすめていくために、次のとおり提言する。 

  

提言Ⅱ：地域におけるネットワークを活用した 

福祉人材の確保・育成・定着の推進 
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（背景） 

令和７年度は、厚生労働省の社会保障審議会福祉部会において約７年ぶりに福祉人材確

保専門委員会が動き出すなど、少子化による生産年齢人口の減少を背景に、持続可能な福

祉社会の実現に向けた人材確保等の議論は活発な様相を見せている。同委員会の冒頭では、

令和６年度に福祉人材が継続的な増加状態から減少に転じたことに触れ、賃上げに資する

財源確保やサービスの質の向上と効率化、および「福祉の力」の世の中への発信の重要性

が語られた。部会では、「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方検討会」中間まと

めをふまえた論点などから議論をすすめ、地域の状況をふまえた人材確保対策などを念頭

にしたプラットフォーム機能の充実や、養成施設卒業者を対象とした介護福祉士資格のあ

りよう、外国籍人材の確保や定着などが議論されている。 

 一方、東京都社会福祉協議会では、平成 25 年に社会福祉法人協議会内に社会貢献推進委

員会を設置し、社会福祉法人の地域公益活動を推進している。以降、法人・施設だけでは

なく、社協、民生児童委員、ボランティア関係者、東京都職員も参画した。平成 27 年には

区市の行政関係者も委員会に参画し、委員会での検討を通じて、「各法人」「区市町村にお

ける連携」「広域（東京都域）における連携」の三層の地域公益活動の取組みをまとめて報

告した。この実現を掲げ、平成 28 年９月に東社協内に東京都地域公益活動推進協議会を発

足している。 

 また、平成 30 年には、東京都社会福祉協議会の地域福祉推進委員会が「東京らしい地域

共生社会づくり」をとりまとめ、ひきこもりや不登校児、生活困窮者、8050 問題、ひとり

親家庭等の諸課題に対応するため、民生児童委員、社会福祉法人、地域福祉コーディネー

ターが連携した「チーム方式」の地域福祉推進体制（東京モデル）等を提言した。 

 三層の取組みのひとつである、区市町村域での連携においては、各区市町村ごとに社会

福祉法人の地域ネットワークを組織化して地域公益活動を推進するとともに、同じ地域で

事業経営する施設としての共通課題である、人材確保・育成・定着に関する取組みや災害

時の対応等にも取り組んできた側面がある。 

 地域ネットワークによっては、東京都福祉人材センターと連携した地域密着型の面接会

の実施や、ネットワーク会員施設職員を対象とした研修実施、地域の施設職員間の交流を

図る企画の実施等により、人材の確保・育成・定着に取り組んでいる。 

社会福祉施設は、早番・遅番などのシフトが存在し、短時間労働等の多様な働き方が可

能な職場であることから、職住近接をめざした施策は人材確保等に対して一定の効果を有

すると考えられる。 

これまで培ってきたさまざまなネットワークを活かして、福祉人材の確保・育成・定着

をすすめていくために、次のとおり提言する。 

  

提言Ⅱ：地域におけるネットワークを活用した 

福祉人材の確保・育成・定着の推進 

提言 

Ⅱ-１ 

地域における法人間の交流機会の拡充・支援が必

要 

提言先 

区市町村 

（理由）社会福祉法人経営者協議会が実施した調査では、他法人との交流機会の少なさを

職員育成における問題だと考える法人が回答者の 33％を占めた（図１）。部会において種

別が同じ施設同士の交流が図られているが、区市町村においても、他法人との交流や研修

の機会の確保により、法人の枠や種別を超えて外国籍人材の確保・定着も含めた人材育成

につながる交流ができる仕組みが必要である。 

  

提言 

Ⅱ-２ 
法人内事業所間における交流機会の創出が必要 

提言先 

福祉施設 

（理由）社会福祉法人経営者協議会が実施した調査では、法人内事業所間の交流が職員育

成に効果的であると回答した法人が 25.5％を占めた（図２）。また、同協議会によるヒア

リング調査から、職員定着率が高い法人は法人内での相互支援や交換研修等の取組みを実

施する傾向が見られた。したがって、社会福祉施設においては、法人内の他事業所との交

流機会の確保により人材育成につながる交流ができる仕組みが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

56.6%
46.1%

38.2%
33.0%

27.3%
22.1%
21.7%

18.0%
9.0%

7.5%
5.6%

4.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

指導する職員の力量不足
人材育成に人手を割けない

目指すべき職員像が浸透していない
他法人との交流機会が少ない

人事評価制度が確立されていない
自法人内の他事業所との交流機会が少ない

他業種との交流機会が少ない
階層別研修がない

資格取得期間が長期的で人員が不足する
特にない

OJTを導入していない
その他

17 貴法人における〈人材育成〉の問題はなんですか（複数回答可） N=267

図１  

41.2%
33.3%

30.7%
25.5%
25.5%

24.3%
19.1%

13.5%
13.1%

9.7%
4.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

OJTの導入
階層別研修の実施

人事評価制度の確立
自法人内の他事業所との交流

目指すべき職員像の浸透
十分な人数の職員採用

地域における公益的な取組みを通じた地域とのかかわり
他法人が運営する事業所との交流

特にない
他業種との交流

その他

18 貴法人において、〈人材育成〉に関して効果のあった取組みはなんですか（複数回答可） N=267

東京社会福祉協議会 社会法人経営者協議会 調査研究委員会『福祉人材の確保・育成・定着に関する調査 報告書』（2024.9）p31 

東京社会福祉協議会 社会法人経営者協議会 調査研究委員会『福祉人材の確保・育成・定着に関する調査 報告書』（2024.9）p30 

図２  
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提言 

Ⅱ-3 

社会福祉施設と大学等が継続的に関わり合える

ような有機的なネットワークの構築への支援が

必要 

提言先 

区市町村 

（理由）東京都福祉人材対策推進機構が実施したヒアリング調査では、大学側の意見とし

て、「過去のボランティアや職場体験等での経験を通じて福祉業界を志望する人が多い」、

「福祉の体験機会が多いほど、福祉の入職機会につながっている印象」等の回答があった。

また、社会福祉法人経営者協議会が実施したヒアリング調査からは、新卒採用職員による

母校訪問など継続的な大学とのつながりが職員採用につながっている事例も見受けられた。

したがって、区市町村においては、社会福祉施設と大学、学生や地域住民も含むボランテ

ィア等が継続的に関わり合えるような有機的なネットワークの構築および持続に対する働

きかけが求められる。 

 

提言 

Ⅱ-4 

人材確保等に資する事業に対する助成制度の拡

充が必要 

提言先 

区市町村 

（理由）東京都においては、「人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業」を実施してお

り、介護事業者のネットワークが行う「人材確保・定着・育成のための共同取組の実施」

（必須メニュー）により、介護人材等に関する共同でのＰＲ、普及・啓発、採用活動など

への補助（10/10）がある。条件の違いはあるものの、同様の取組みは一部の区市町村でも

行われている。しかし、補助対象が介護事業と限定的になっている現状がある。区市町村

においては、今後は種別を超えて対象を拡充するとともに、区市町村内の法人によるネッ

トワークや人材募集に関するプラットフォームが助成を活用し機能を十分に発揮できるよ

う、予算措置や社会福祉施設への普及を併せて行うことが必要である。 

 

提言 

Ⅱ-5 

地域ネットワークにおける人材確保・育成・定着

の取組みの推進が必要 

提言先 

福祉施設 

社協 

（理由）社会福祉施設・法人からは、社会福祉法人等の地域ネットワークが人材確保・育

成・定着にも活かされるよう、各法人のノウハウや人材を共有することが期待されている。

ネットワークを推進する区市町村社会福祉協議会においては、地域ネットワークにおいて、

地域公益活動の推進とともに、法人の人材確保・育成・定着の機会にもつながる、情報提

供や取組み促進、および東京都への発信などを行うことが期待される。 
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提言 

Ⅱ-3 

社会福祉施設と大学等が継続的に関わり合える

ような有機的なネットワークの構築への支援が

必要 

提言先 

区市町村 

（理由）東京都福祉人材対策推進機構が実施したヒアリング調査では、大学側の意見とし

て、「過去のボランティアや職場体験等での経験を通じて福祉業界を志望する人が多い」、

「福祉の体験機会が多いほど、福祉の入職機会につながっている印象」等の回答があった。

また、社会福祉法人経営者協議会が実施したヒアリング調査からは、新卒採用職員による

母校訪問など継続的な大学とのつながりが職員採用につながっている事例も見受けられた。

したがって、区市町村においては、社会福祉施設と大学、学生や地域住民も含むボランテ

ィア等が継続的に関わり合えるような有機的なネットワークの構築および持続に対する働

きかけが求められる。 

 

提言 

Ⅱ-4 

人材確保等に資する事業に対する助成制度の拡

充が必要 

提言先 

区市町村 

（理由）東京都においては、「人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業」を実施してお

り、介護事業者のネットワークが行う「人材確保・定着・育成のための共同取組の実施」

（必須メニュー）により、介護人材等に関する共同でのＰＲ、普及・啓発、採用活動など

への補助（10/10）がある。条件の違いはあるものの、同様の取組みは一部の区市町村でも

行われている。しかし、補助対象が介護事業と限定的になっている現状がある。区市町村

においては、今後は種別を超えて対象を拡充するとともに、区市町村内の法人によるネッ

トワークや人材募集に関するプラットフォームが助成を活用し機能を十分に発揮できるよ

う、予算措置や社会福祉施設への普及を併せて行うことが必要である。 

 

提言 

Ⅱ-5 

地域ネットワークにおける人材確保・育成・定着

の取組みの推進が必要 

提言先 

福祉施設 

社協 

（理由）社会福祉施設・法人からは、社会福祉法人等の地域ネットワークが人材確保・育

成・定着にも活かされるよう、各法人のノウハウや人材を共有することが期待されている。

ネットワークを推進する区市町村社会福祉協議会においては、地域ネットワークにおいて、

地域公益活動の推進とともに、法人の人材確保・育成・定着の機会にもつながる、情報提

供や取組み促進、および東京都への発信などを行うことが期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

提言Ⅲ 

 

災害を見据えたボランティア・市民活動と 

福祉専門職による支援活動、自治体の協働 
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（背景） 

(１)令和７年９月豪雨の経験をふまえて 

～被害状況が見えにくい中での災害ボランティアセンターの立ち上げ 

 令和７年９月 11 日の記録的短期大雨に伴い、河川は溢れなかったものの排水が追い付

かないことによって、世田谷区、大田区、品川区、目黒区などの市街地で家屋や商店に浸

水被害が発生した。こうした内水氾濫による都市型の災害では、被害状況の把握が難しく、

そのため、自治体で集約した情報と地域の民生児童委員などを通じて把握した情報に差が

生まれ、支援活動の開始の判断が難しくなった。そうした中でも大田区社協では災害ボラ

ンティアセンターを立ち上げることなく、手助けを必要とする人向けにチラシを作成し、

ボランティア活動による支援に結び付ける取組みが行われた。また、災害ボランティアセ

ンターを常設していた世田谷ボランティア協会でも被災エリアに

ローラー作戦でチラシを配ることで、被害状況

を把握した。 

 こうしたことから、身近な地域でフォーマ

ル、インフォーマルな複数のルートを通じて把

握した状況を関係機関が的確に共有したり、

できるだけ現場に近いところで情報を発信し

ていく必要性がうかがえた。また、災害ボラ

ンティアセンターを自治体が設置して社協

が運営する協定となっている場合、自治体に

情報が十分に集約されていないと設置の判

断が難しくなることも危惧される。 

 

(２)令和７年台風 22,23 号による八丈島の被災経験をふまえて 

～限られた福祉サービス提供体制の中、生活支援や精神的な支え合いを大切に支援活動 

 令和７年 10 月９日の台風 22 号、同 13 日の台風 23 号により、八丈島では家屋の損壊、

断水、そして、避難所を襲った土石流災害が発生した。八丈町社協では同 15 日に災害ボラ

ンティアセンターの機能をもつ八丈島ささえあいセンター「あすなろ」を立ち上げ、島内

を中心としたボランティアによる支援活動を開始した。その「あすなろ」では家屋の清掃

や片付けに限らず、水を取りに行くことのできない方への給水ボランティアやサロン活動

に取り組むとともに、福祉サービス事業者間で気になる方への支援を共有する取組みが行

われた。また、11 月 17 日から 29 日までは「東京ＤＷＡＴ」（災害派遣福祉チーム）が八

丈島へ派遣され、専門職チームが在宅訪問を実施し、「あすなろ」と連携した活動に取り組

んだ。 

 生活支援の機能をもつ災害ボランティアセンターが福祉専門職による支援活動とも連携

提言Ⅲ：災害を見据えたボランティア・市民活動と 

福祉専門職による支援活動、自治体の協働 
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や片付けに限らず、水を取りに行くことのできない方への給水ボランティアやサロン活動

に取り組むとともに、福祉サービス事業者間で気になる方への支援を共有する取組みが行

われた。また、11 月 17 日から 29 日までは「東京ＤＷＡＴ」（災害派遣福祉チーム）が八

丈島へ派遣され、専門職チームが在宅訪問を実施し、「あすなろ」と連携した活動に取り組

んだ。 

 生活支援の機能をもつ災害ボランティアセンターが福祉専門職による支援活動とも連携

提言Ⅲ：災害を見据えたボランティア・市民活動と 

福祉専門職による支援活動、自治体の協働 

しながら埋もれがちな生活ニーズを支援に結び付けたり、被災者一人ひとりに寄り添い、

その後の生活を見据えた支援につなげることができたと考えられる。 

令和６年能登半島地震では亡くなった方の６割が災害関連死となっている。このことか

らも発災後の避難生活における福祉的な支援は重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)区市町村自治体及び区市町村ボランティアセンターを対象とした「災害ボランティア・

ＮＰＯに関するアンケート調査」結果から～令和８年２月実施～ 

令和８年２月に実施した調査結果から、地域防災計画や協定などしくみづくりにおける

区市町村行政との連携はすすんできているものの、平時に災害ボランティア・ＮＰＯ活動

の取組みをすすめるための財源や災害ボランティア・ＮＰＯに関する知識・ノウハウやネ

ットワークなどの面では、十分取組みがすすんでいるとは言えないことがわかった。 

東京都域における支援として、これまでは社協・ＶＣへの支援を中心に研修や訓練、ネ

ットワークづくりを実施してきたが、社協・ＶＣへの支援を継続しつつ、今後は、区市町

村行政と連携した取組みもすすめていくべきである。また、ＤＷＡＴ や被災者・見守り相

談支援事業など災害時の福祉的な制度について、災害関連死や被災者の孤立・孤独を防ぐ

取組みとして連携・協働をすすめていく必要がある。 

 

 

 

災害ボランティア・ＮＰＯ活動は家屋清掃や災害廃棄物処理、炊き出し、避難所運営、

要配慮者支援、復興支援等多岐にわたる。前述の都内八丈島でも台風災害でも、八丈町社

協が八丈町役場やＮＰＯ等と連携し、災害ボランティアセンターを設置・運営したが、町

役場では対応できない倒木処理やサロン活動等に取り組むなど、都内でも災害ボランティ

ア・ＮＰＯ等との連携が被災者支援の重要な要素であることを再認識させられた。一方で、

調査結果からはＮＰＯ等と連携した被災者支援活動に取り組むことを想定している自治体

が２割にとどまっている現状がある。 

区市町村行政とボランティア・ＮＰＯとの連携に対する法制度の改正が目まぐるしく動

八丈島ささえあい

センター「あすな

ろ」の活動の特徴 

災害 VC ありきではなく、 
自分たちにできることは何かから始めた １ 

家屋被害だけでなく精神的な被災も含め 
島内全体が被災している、という意識で活動 

２ 

当事者意識を共有し、昨日助けてもらった
方が、今日はボランティアとして活動 

 

３ 

2025 年度 

都内区市町村行政／ボランティア・市民活動セン

ター向け災害ボランティア・調査結果報告書 
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いている。東日本大震災後の平成 25 年の災害対策基本法改正においてボランティアとの

連携が義務付けられたほか、平成 30 年には内閣府より「防災における行政のＮＰＯ・ボラ

ンティア等との連携・協働ガイドブック～三者連携を目指して～」が公表され、行政・災

害ボランティアセンター・ＮＰＯの３者連携について提案がなされた。さらに、令和５年

の防災基本計画改定では、地方公共団体と災害中間支援組織との連携体制の構築が明記さ

れた。令和 7 年７月の災害関連法の改正では、災害時に内閣府から各自治体へ情報提供を

行うことを目的の１つとして「被災者援護協力団体」が創設された。令和８年４月３日に

国会へ上程された「改正社会福祉法案」では、全ての区市町村が 2040 年までに構築をめざ

すとされる「包括的な支援体制」において「防災」との連携・協働を位置づけるとともに、

ＤＷＡＴを法制化すること、市町村地域福祉計画に災害ボランティア活動を位置づけるこ

となどが盛り込まれている。 

しかし、区市町村行政においては、災害発生時に区市町村とボランティア・ＮＰＯ等と

が具体的にどのような連携・協働の取り組みを行っていくべきか、また、平時にどのよう

な連携・協働の関係を構築しておくべきか検討できる機会がほとんどないのが現状である。

災害ボランティア・ＮＰＯに対する社会的な役割や期待が増大している中で、区市町村行

政においては災害ボランティア・ＮＰＯ活動支援に関する取組みをより強化していくこと

が求められる。 
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提言 

Ⅲ-１ 

ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）や被災者見守り・

相談支援事業（＝地域支え合いセンター）につい

て、区市町村の理解を高めることが必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）は、今後の法制化後、国が登録名簿の管理や研修を実

施し、都道府県でも研修や訓練の機会に努めることが想定されているが、区市町村の関与

が位置づけられていない。八丈島の支援活動では災害ボランティアセンターが発災後すぐ

に立ち上げられた一方、ＤＷＡＴは発災から１か月を経てからの派遣となっている。ＤＷ

ＡＴがどのような機能を持ち、区市町村がどのようにその機能を活用できるかの理解はま

だ十分には浸透していないように思われる。 

今後、災害ボランティアセンターによる生活支援活動とＤＷＡＴによる在宅支援活動が

有効に連携・協働できるよう、ＤＷＡＴのしくみや活動事例を具体的に区市町村へ普及し

ていくことが東京都には期待される。合わせて、ＤＷＡＴのガイドラインに「同チームの

後継事業への引継ぎ」が重要とされており、後継事業である「被災者見守り・相談支援事

業（＝地域支え合いセンター）」についても同様に理解を広げていく必要がある。 

 

提言 

Ⅲ-２ 

災害ＶＣとＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）の連

携推進に加えて福祉施設・事業所との訓練等を通

じた連携による福祉避難所や福祉サービスのＢ

ＣＰ・事業再開支援、被災施設の利用者の移動へ

の支援の強化が必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

事業者 

（理由） 

八丈島では災害発生前から人口の減少に伴い福祉サービスの提供体制が厳しい状況に

あった。都市部でも、発災時には多くの福祉サービスの提供が休止し、提供体制が厳しく

なることが予測される。そうした事態が予測されることから、八丈島であすなろと福祉サ

ービス事業者がお互いに情報交換する場を設けたように、限りあるフォーマルな福祉サー

ビスにつなげていくケース、インフォーマルなサロン活動でも対応できるケースを双方で

共有していくことが重要となる。さらに、ＤＷＡＴが在宅を訪問し把握した要配慮者を必

要な支援につなぐためには、外部支援を得ながらも福祉避難所を開設できる体制を整える

とともに、休止した事業所の利用者を別の事業所につなぐしくみや事業所を早期に再開で

きるための支援体制を各区市町村で整えていくことが重要となる。 

また、被災状況によっては、福祉施設・事業所の利用者が当該の被災区域にとどまれな

いことも想定される。そうした場合の利用者の受け入れ先施設等への避難の必要性につい

ても、訓練を通じて多様な主体が共通意識をもつことも必要である。 
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提言 

Ⅲ-３ 

必要な支援を早期に判断するため、多様なルート

を通じた被災情報の多面的な分析評価と現地で

の具体的な活動を通じた情報把握が必要 

提言先 

区市町村 

区市町村ＶＣ 

（理由） 

令和７年９月豪雨のような被害状況が見えにくい場合、被害状況が明らかになってから

支援を始めるのではなく、多様なルートから把握された情報を的確に評価分析することが

重要となる。そして、対象となりそうな地域で具体的な活動を始めながら情報を把握して

いくことが必要となる。 

 

提言 

Ⅲ-４ 

災害ボランティアセンターの立ち上げありきで

はない、通常のボランティア活動の延長としての

活動が大切 

提言先 

区市町村 

区市町村ＶＣ 

（理由） 

災害ボランティアセンターを立ち上げることは被災者や活動希望者をはじめとした

人々への発信を行っていくうえで重要となるが、実際には令和元年の八王子市社協でも災

害ボランティアセンターを立ち上げる前から目の前にあるニーズに対して集まってきた

人々がボランティアによる活動を始めていた。具体的な活動に取り組み始めることは提言

１―３での現地に出向いての活動を通じた情報把握にもつながる。自治体と区市町村ボラ

ンティアセンターの間でこうした立ち上げ時期に至るまでの取組みのあり方について、あ

らかじめ十分に協議しておくことが大切となる。 

 

提言 

Ⅲ-５ 

生活支援の視点で運営する寄り添い型の災害ボ

ランティアセンターが必要 

提言先 

区市町村ＶＣ 

（理由） 

災害ボランティアセンターは、作業系のニーズだけに対応している訳ではない。災害に

伴う困りごとに応じて、被災した自宅を訪問する活動という点では、生活を取り戻す場で

の関わりといえる。災害ボランティアセンターを生活支援の視点で運営し、活動を通じて

得た関わりを活かし、被災者一人ひとりにとっての今後の生活を見据えた長い道のりを寄

り添いながら、必要に応じた支援や支え合いにつなげていく寄り添い型の運営が災害ボラ

ンティアセンターには求められる。 

 

提言 

Ⅲ-６ 

都道府県、区市町村の『地域福祉（支援）計画』

に災害福祉やボランティア活動に関する記載事

項の強化が必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

区市町村地域福祉計画の多くは、防災に関する事項が要配慮者等の個別避難計画の作成

などの限られた事項にとどまっている。国は『地域福祉（支援）計画策定のガイドライ』
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提言 

Ⅲ-３ 

必要な支援を早期に判断するため、多様なルート

を通じた被災情報の多面的な分析評価と現地で

の具体的な活動を通じた情報把握が必要 

提言先 

区市町村 

区市町村ＶＣ 

（理由） 

令和７年９月豪雨のような被害状況が見えにくい場合、被害状況が明らかになってから

支援を始めるのではなく、多様なルートから把握された情報を的確に評価分析することが

重要となる。そして、対象となりそうな地域で具体的な活動を始めながら情報を把握して

いくことが必要となる。 

 

提言 

Ⅲ-４ 

災害ボランティアセンターの立ち上げありきで

はない、通常のボランティア活動の延長としての

活動が大切 

提言先 

区市町村 

区市町村ＶＣ 

（理由） 

災害ボランティアセンターを立ち上げることは被災者や活動希望者をはじめとした

人々への発信を行っていくうえで重要となるが、実際には令和元年の八王子市社協でも災

害ボランティアセンターを立ち上げる前から目の前にあるニーズに対して集まってきた

人々がボランティアによる活動を始めていた。具体的な活動に取り組み始めることは提言

１―３での現地に出向いての活動を通じた情報把握にもつながる。自治体と区市町村ボラ

ンティアセンターの間でこうした立ち上げ時期に至るまでの取組みのあり方について、あ

らかじめ十分に協議しておくことが大切となる。 

 

提言 

Ⅲ-５ 

生活支援の視点で運営する寄り添い型の災害ボ

ランティアセンターが必要 

提言先 

区市町村ＶＣ 

（理由） 

災害ボランティアセンターは、作業系のニーズだけに対応している訳ではない。災害に

伴う困りごとに応じて、被災した自宅を訪問する活動という点では、生活を取り戻す場で

の関わりといえる。災害ボランティアセンターを生活支援の視点で運営し、活動を通じて

得た関わりを活かし、被災者一人ひとりにとっての今後の生活を見据えた長い道のりを寄

り添いながら、必要に応じた支援や支え合いにつなげていく寄り添い型の運営が災害ボラ

ンティアセンターには求められる。 

 

提言 

Ⅲ-６ 

都道府県、区市町村の『地域福祉（支援）計画』

に災害福祉やボランティア活動に関する記載事

項の強化が必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

区市町村地域福祉計画の多くは、防災に関する事項が要配慮者等の個別避難計画の作成

などの限られた事項にとどまっている。国は『地域福祉（支援）計画策定のガイドライ』

の改定が予定している。今後、区市町村は計画の策定・推進にあたっては、災害ボランテ

ィア活動について計画に位置づけるとともに、福祉サービスの提供体制が途絶えた場合の

代替サービスの確保方策など、災害福祉に関わる事項を着実に盛り込み、災害関連死を生

まない地域づくりをすすめていくことが必要である。 

東京都でも、次期の東京都地域福祉支援計画において、災害時要配慮者支援対策の推進

や災害ボランティア活動に関する記載を強化し、区市町村の地域福祉計画における取組み

を支援することが必要である。 

 

提言 

Ⅲ-７ 

平時からの災害ＶＣとＮＰＯ・ＮＧＯ等の多様な

団体との連携 

提言先 

区市町村 
区市町村ＶＣ 
福祉事業者 
ＮＰＯ等 

（理由） 

被災者支援の取組みをすすめていくうえで欠かせないのが行政、社会福祉協議会（災害

VC）、ＮＰＯ・ＮＧＯ等多様な団体との連携である。ＮＰＯ・ＮＧＯの中にも保健福祉を専

門にしている団体や障害者支援を専門にしている団体も複数ある。また、物資支援や炊き

出し支援、避難所運営支援を行う団体にも、要配慮者支援について課題を感じ、取組みを

強化している団体も出てきている。 

被災した地域の自治体、社協、民生委員、福祉施設・事業者と外部の支援団体であるＮ

ＰＯ・ＮＧＯ等多様な団体との連携が実現しなければ、支援の抜けや漏れなどが発生し、

結果として効果的な被災者支援にはつながらない。石川県穴水町でのヒアリングでは社協

職員から「ＮＰＯ（ＲＳＹ：ＮＰＯ法人レスキューストックヤード）が穴水町に支援に入

っていなかったら災害関連死はもっと増えていたでしょう」との発言もあった。 

 穴水町では 2007 年の能登半島地震がきっかけで穴水町社協とＲＳＹとの関係性が構築

されていたため、2024 年能登半島地震でもすぐに連携した活動がスタートできた。都内で

も、こうした連携や協働を災害時にスムーズに行うために、平時から区市町村行政、社協、

福祉関係者に加え、ＮＰＯ・ＮＧＯ等の多様な団体がつながる場をつくり、情報交換や互

いに相談ができる関係性を構築しておくことが望まれる。 
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提言１ 福祉業界への就労促進が必要 

提言先 

国 

東京都 

（理由）安定的に福祉人材を確保するためには、社会福祉法人の工夫と国や東京都による

継続的な後押しが必須である。内閣府の「社会意識に関する世論調査」（令和７年実施）か

らは職業を通じた社会貢献への需要も見られ、福祉サービスの持続的な提供により都民の

基本的な生活を支えていく観点から、福祉分野への就労を働きかけるメッセージを強く発

信していただきたい。また、国立青少年教育振興機構調査（令和５年６月）では、高校生

の進路選択における保護者や学校教員の影響力が見られ、学生のみならず保護者や学校教

員にも強い発信をお願いしたい。福祉人材の裾野を拡げる観点からは、高齢者や外国籍人

材等の活用推進も必要となる。 

 

 

提言２ 福祉教育の推進が必要 

提言先 

東京都 

（理由）地域共生社会をつくるには、住民が市民社会の担い手として、地域との関わりを

通して、地域に存在する福祉課題について学び、課題を解決する方法を考え、解決のため

に行動することが必要となる。小学校・中学校・高等学校など早期に福祉教育をすすめ、

社会福祉に関する知識や体験を涵養することで、社会全体で地域共生社会づくりに関わる

人材育成を強化していくことが求められる。 

 

 

提言３ 
他産業と遜色ない賃金水準に向けた 

公的価格の向上が必要 

提言先 

国 

（理由）東京の職業別有効求人倍率（2025 年 12 月分）を比較すると、都内全職種が 1.56

倍に対し、社会福祉専門職業従事者が 4.38 倍、介護サービス職業従事者が 9.22 倍となっ

ている。この状況下で、社会福祉法人が他産業と伍して職員を確保するためには、他産業

と遜色ない賃金水準に向けた公的価格の向上が求められる。令和８年度には介護報酬・障

害福祉サービス等報酬において臨時改定が実施される見通しだが、依然として他産業との

賃金格差は存在しており、福祉サービスへの価格転嫁ができない福祉業界においては、公

的価格の向上により職員が不安なく福祉現場で働ける支援が求められる。 

 

 

社会福祉法人経営者協議会 
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提言４ 
社会福祉法人に対する寄附金制度の普及による 

支え合いの醸成が必要 

提言先 

東京都 

（理由）地域共生社会の実現に向けては、「支え手」「受け手」という従来の関係を超えて、

相互につながり・支え合う地域での助け合いを生み出すことが重要であるとされている。

近年は寄附型クラウドファンディング等が社会福祉施設でも導入されてきており、地域住

民や企業からの寄附による社会福祉法人の活動促進、および地域社会への活動の還元とい

う地域循環的な関係性の構築・継続は地域共生社会の観点から重要である。東京都には、

寄附による税額控除や損金算入について都民の認知を広げていくなど、社会福祉法人に対

する寄附金制度が活用されるように普及をお願いしたい。 

 

提言５ 分野横断的で包括的な支援体制の構築が必要 

提言先 

東京都 

福祉施設 

（理由）国がすすめる重層的支援体制の整備にあたり、東京都においても部署を超え、教

育・雇用・住宅等の関連部署を交えて分野横断的で包括的な支援体制を構築できるように

推進していただきたい。孤独や社会的孤立が 8050 問題やひきこもり、高齢者の孤独死等の

社会課題を引き起こす中で、国においても身寄りのない高齢者等への対応が議論されてい

るが、区市町村や区市町村社協、社会福祉法人、地域住民がこれまで以上に連携して取り

組むことで、家族による支援を必ずしも前提としない地域共生社会の実現がめざされたい。 

 

提言６ 福祉避難所運営に対する支援が必要 

提言先 

東京都 

（理由）社会福祉施設に設置される福祉避難所は、地域で暮らす要配慮者の避難先となり、

発災時には円滑な運営が求められている。また、福祉避難所の運営には、食料や生活用品

のほか、ポータブルトイレや簡易ベッド等の備蓄が必要となる。東京都には、福祉避難所

に指定されている施設が発災時に円滑な避難所運営をできるよう区市町村行政に日頃から

の福祉避難所の運営訓練を促すとともに、発災時に災害備蓄品が間違いなく福祉避難所に

届くよう区市町村行政を支援していただきたい。 

 

提言７ 地域における継続的な災害訓練の実施が必要 

提言先 

福祉施設 

（理由）令和６年能登半島地震で東京ＤＷＡＴが初めて派遣され、令和７年度には災害救

助法等の災害関連法制改正後、全国２例目となるＤＷＡＴ派遣を経験した。首都直下型地

震等の激甚災害が予測され、洪水等の局地的な災害が発生する中で、社会福祉法人は自施

設ＢＣＰの策定のみならず、平時から東京都災害福祉広域支援ネットワークの構成団体を

はじめ、地域の多様な団体と連携・協力して地域における訓練を継続的に実施することで、

福祉避難所や一般避難所運営の要となる福祉従事者を増やすことも必要となる。 
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提言４ 
社会福祉法人に対する寄附金制度の普及による 

支え合いの醸成が必要 

提言先 

東京都 

（理由）地域共生社会の実現に向けては、「支え手」「受け手」という従来の関係を超えて、

相互につながり・支え合う地域での助け合いを生み出すことが重要であるとされている。

近年は寄附型クラウドファンディング等が社会福祉施設でも導入されてきており、地域住

民や企業からの寄附による社会福祉法人の活動促進、および地域社会への活動の還元とい

う地域循環的な関係性の構築・継続は地域共生社会の観点から重要である。東京都には、

寄附による税額控除や損金算入について都民の認知を広げていくなど、社会福祉法人に対

する寄附金制度が活用されるように普及をお願いしたい。 

 

提言５ 分野横断的で包括的な支援体制の構築が必要 

提言先 

東京都 

福祉施設 

（理由）国がすすめる重層的支援体制の整備にあたり、東京都においても部署を超え、教

育・雇用・住宅等の関連部署を交えて分野横断的で包括的な支援体制を構築できるように

推進していただきたい。孤独や社会的孤立が 8050 問題やひきこもり、高齢者の孤独死等の

社会課題を引き起こす中で、国においても身寄りのない高齢者等への対応が議論されてい

るが、区市町村や区市町村社協、社会福祉法人、地域住民がこれまで以上に連携して取り

組むことで、家族による支援を必ずしも前提としない地域共生社会の実現がめざされたい。 

 

提言６ 福祉避難所運営に対する支援が必要 

提言先 

東京都 

（理由）社会福祉施設に設置される福祉避難所は、地域で暮らす要配慮者の避難先となり、

発災時には円滑な運営が求められている。また、福祉避難所の運営には、食料や生活用品

のほか、ポータブルトイレや簡易ベッド等の備蓄が必要となる。東京都には、福祉避難所

に指定されている施設が発災時に円滑な避難所運営をできるよう区市町村行政に日頃から

の福祉避難所の運営訓練を促すとともに、発災時に災害備蓄品が間違いなく福祉避難所に

届くよう区市町村行政を支援していただきたい。 

 

提言７ 地域における継続的な災害訓練の実施が必要 

提言先 

福祉施設 

（理由）令和６年能登半島地震で東京ＤＷＡＴが初めて派遣され、令和７年度には災害救

助法等の災害関連法制改正後、全国２例目となるＤＷＡＴ派遣を経験した。首都直下型地

震等の激甚災害が予測され、洪水等の局地的な災害が発生する中で、社会福祉法人は自施

設ＢＣＰの策定のみならず、平時から東京都災害福祉広域支援ネットワークの構成団体を

はじめ、地域の多様な団体と連携・協力して地域における訓練を継続的に実施することで、

福祉避難所や一般避難所運営の要となる福祉従事者を増やすことも必要となる。 

提言８ 本部経費等の繰入に関する制限緩和が必要 

提言先 

国 

（理由）大規模化・多機能化や社会福祉連携推進法人に関する国の議論が活発になる中で

は、その核となる法人本部機能が重要な役割を果たす。しかし、保育所運営費や措置費に

ついては資金使途制限が設けられており、本部経費等への繰入は弾力運用通知に沿った運

用が求められている。本部経費等の繰入に係る制限を残した状態で大規模化・多機能化を

すすめれば、却って経営面での混乱や不自由さを招く恐れや可能性があり、大規模化・多

機能化の抑制要因になり得る。社会福祉法人の経営基盤を強化する観点からは、本部経費

等への繰入制限の緩和が必要である。 

 

提言９ 
本部経費等の繰入に関する会計上の取扱い変更

が必要 

提言先 

東京都 

（理由）本部経費等の繰入をした施設が経営実態調査等において収支報告する際、本部経

費等への繰入は除かれて示される。その結果、圧縮された費用でも運営できている、余剰

金があると誤解されてしまうことが懸念される。本部経費等の繰入に係る支出は、サービ

ス活動増減の部、またはサービス活動外増減の部に入れる等、施設の経費として扱われる

ような会計上の仕組みが必要である。 

 

提言 10 施設整備費補助への物価スライド制導入が必要 

提言先 

東京都 

（理由）資材や人件費の高騰により、社会福祉施設を建替えする際に入札が不調に終わり、

建替えはもとより大規模改修すら難しい状況が散見される。設立から築年数が経過して老

朽化が進んでいる入所施設の利用者は、リスクが多い環境での生活を余儀なくされている。

そのような状況を脱するには資金面での支援が必要であり、高齢者施設では既に導入され

ている施設整備費補助への物価スライド制を、高齢以外の種別にも拡大してほしい。 

  

提言 11 
広い種別を対象とした区市独自の建替用代替 

施設の確保が必要 

提言先 

東京都 

（理由）特別養護老人ホームや障害者支援施設等では、清瀬市梅園・板橋区栄町にある社

会福祉施設建替促進施設の活用により、仮設工事等が不要となり、建替コストの低減につ

ながっている。しかし、通勤時間の増加による非常勤職員の離職等もあり、促進施設から

遠方に所在する事業所からは利用を敬遠される傾向にある。そのため、近隣の複数自治体

の費用按分により現在より狭い圏域での代替施設確保をお願いしたい。その際、高齢者事

業や障害者事業のみならず、保育所や児童養護施設、救護施設等の他種別でも同様に建替

えニーズがあることから、対象種別の拡大も併せて考慮いただきたい。 
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提言 12 
指定管理者制度の「官民パートナーシップ」の再

構築に向けて、市区町村への指導が必要 

提言先 

東京都 

（理由）本会が実施した「指定管理者制度に関するアンケート分析報告」（令和８年２月）

により、指定管理料の固定化と指定管理料精算のデメリットなどの課題が明らかになった。

以下２点を市区町村へ指導するよう要望する。 

（1）スライド条項の導入：指定期間中であっても、物価、最低賃金、自治体独自の労働報

酬下限額が変動した際には、速やかに指定管理料を増額改定できる仕組みを協定書に明記

すること。 

（2）精算制度の見なおし：経営努力によって生じた剰余金を、経済状況の変化への備え、

新規事業のために積み立て・留保できる制度へ改善すること。 

 

 

【社会福祉法人経営者協議会とは】 

所属する施設種別 介護保険法、老人福祉法、障害者総合支援法、身体障害者福祉法、

知的障害者福祉法、児童福祉法、生活保護法、女性自立支援法等に

規定される各種施設（株式会社や有限会社、医療法人は除く） 

会員数 1,141（内訳：社会福祉法人 1,005／その他 136） 

活動の詳細 1,100 を超える法人を会員とし、質の高い福祉サービスの拡充、地

域福祉の推進や自らの経営基盤の確立を図るため、会員法人を対象

とした研修の実施、社会福祉法人等に関わる調査研究や広報啓発等

の活動を行っている。 
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の活動を行っている。 

 

 

 

 

 

 

提言１ 

地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ

社会福祉の総合力を活用できるよう支援するこ

とが必要 

提言先 

区市町村・

東京都・国 

（理由） 

高齢者福祉施設は、専門職が多種おり、介護サービスに加えて相談援助、虐待対応、防

災、人材育成など多面的な機能を備え、地域住民の多様で複雑なニーズに応えうる重要な

社会資源である。しかし、その役割が十分に認知されず、潜在的な力が十分に活用されて

いない。地域包括ケアシステムを実現するためには、施設の機能を明確に位置付け、行政・

社協・民間施設等と連携し、制度外の課題にも柔軟に対応できる体制を整えることが不可

欠である。老人福祉法等の制度を適切に運用し、介護保険外の支援も可能とすることで、

高齢者福祉施設が果たす機能と役割について、今後の施策で明確に位置付けること。 

 

提言２ 
自治体独自の「地域加算への上乗せ加算」を可能

とする柔軟な制度の導入が必要 

提言先 

東京都・国 

（理由） 

 制度創設以来 25 年間が経過する中で、地域区分および地域加算制度は東京都 23 区およ

び隣接市等における労働市場の実態、賃金水準、物価高騰から著しく乖離している。国に

よる今回の見直し案である「23 区一律 20％の据え置き」および「市部の一律 16％への集

約」は、実情を無視した「粗い補正」であり、介護現場のサービス供給能力を著しく削ぐ

ことが危惧される。 

 区市町村が労働市場や物価の実情に応じ、地域加算を独自に上乗せできるよう、国は制

度上の柔軟性を確保し、都はそれを財政的に支援すること。 

 

提言３ 
地域加算の期中改定（物価・賃金スライド制）の

仕組み導入が必要 

提言先 

東京都・国 

（理由） 

 最低賃金の大幅な引き上げや急激なインフレに対し、３年ごとの改定を待たずに期中で

加算率を調整できる機動的な仕組みを導入すること。国に要望するとともに、都はそれを

財政的に支援すること。 

 

 

 

 

東京都高齢者福祉施設協議会 
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提言４ 

被災時に助けてもらう高齢者福祉事業所から、

人を助けられる高齢者福祉事業所としての役割

を担えることが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 自然災害組に格差が生じている。東京の高齢者福祉事業所が、国内福祉施設の災害対策

をけん引し国土強靭化の一端を担える存在となるため、体制整備の推進を支援していただ

きたい。 

  

提言５ 

介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態

調査結果に基づく人件費率に見直すとともに、

その対象を実態に応じて拡大することが必要 

提提言言先先  

東京都・国 

（理由） 

 人件費の地域差を調整する名目上の加算率「20％」は、特別養護老人ホームを例にとる

と人件費割合 45％を乗じる現行ルール（特別集計）の下では、実質的に単価を 9％底上げ

する効果しか持たない。この「実効加算率」の著しい目減りが、他産業との賃金競合にお

いて決定的に差がつく要因となっている。 

介護報酬に関わる人件費率の「特別集計」による計算方法を見直し、介護事業経営実態

調査に基づく人件費率を用いること、現行のサービスごとに定められた 70％、55％、45％

の３類型のみの人件費率を５％ごとの類型に見直すことを国へ要請すること。 

 

提言６ 
公契約条例格差是正へ介護報酬地域加算の連動

制度の創設が必要 

提言先 

区市町村・

東京都・国 

（理由） 

 公契約条例に基づく労働報酬下限額は都内自治体間で最大 300 円超の差がある。大規模

施設では、同一労働にもかかわらず年間数千万円規模の人件費格差を生むことになる。一

方で介護報酬は３年固定であり、支出増に収入が追いつかない構造的不均衡が生じている。

経営努力では限界があり、サービス提供体制の維持にも影響する。よって東京都は、下限

額引上げに連動した介護報酬地域加算上乗せを制度化するよう自治体に指導するとともに、

実現までの間は独自の財政支援により格差是正を図る必要がある。 
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提言７ 
養護老人ホームにおける機能の強化及び、措置費

の改定、人員配置基準の見直しが必要 

提言先 

区市町村 

（理由） 

平成 18 年以降、財源移譲された東京都内各市区町村においては措置費の改定が行われ

てきていない。他の福祉分野では処遇改善や消費税増税への対応が行われているものの、

養護老人ホームの分野ではこうした対応が行われてこなかったために、物価上昇や増税に

よる負担増は、施設の自助努力で対応せざるを得ないのが現状である。 

また高齢化が進み、入所利用者が重度化するなかで、高齢者福祉施設は厳しい職員体制

のなかでの運営を強いられている。それにもかかわらず、平成 18 年以降人員配置基準の見

直しも行われていない。そのため、下記の通り対応が必要である。 

（１）物価変動や人事院勧告に照らし定期的に措置費を改定すること    

（２）介護保険施設に準じた職員の処遇改善加算を行うこと 

（３）要介護・要支援の利用者を措置費における障害者加算の対象者に加えること 

（４）養護老人ホームにおける人員配置基準を現状に合わせて定期的に見直すこと 

 

提言８ 
軽費老人ホームの実情に応じた人員配置が可能

な運営費補助が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 軽費老人ホームは、低所得高齢者や民間賃貸住宅への入居が困難な高齢者が安心して生

活できる住まいとして、地域福祉の重要なセーフティネット機能を担っている。都市部で

は生活保護受給者や身寄りのない高齢者、地域生活に課題を抱える高齢者の受け皿となる

ケースも多く、見守りや生活支援を通じて単身高齢者の孤立防止や介護予防にも寄与して

いる。一方で、入居者の生活課題の複雑化により職員の負担は増加しているが、現行の運

営費補助では必要な人員体制の確保が難しく、施設運営を圧迫している。こうした地域福

祉基盤としての機能を維持するため、軽費老人ホームの実情に応じた人員配置が可能とな

るよう運営費補助の充実を求める。 

 

提言９ 
身寄りのない高齢者の受け入れ体制整備（成年後

見の活用・行政の関与等）が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

都内では、入退所の円滑化や介護保険施設の選択肢の拡大により、特別養護老人ホーム

の待機者数は減少している。一方、本会の特養入所待機者調査では、身寄りのない高齢者

の受入れについて、回答施設の約９割が成年後見人の申立て完了を期待する条件としてお

り、入所が困難で待機者名簿に残り続ける要因となっている。こうした状況を改善するた

め、成年後見制度の利用支援を強化し、申立て調整・医療同意・死後事務を担う体制を整

備するとともに、行政と施設の連携を体系化し、地域で支える仕組みを構築することが求

められる。 
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提言 10 

地域包括支援センターの業務実態に合わせた

運営体制が確保できるよう、区市区町村に、体

制整備のための支援が必要 

提言先 

国 

（理由） 

地域包括支援センターは、高齢者の総合的な支援拠点として介護予防の推進、権利擁護、

包括的・継続的ケアマネジメント支援など、多岐にわたる重要な役割を担っている。 

地域の高齢化の進展や相談内容の複雑化に伴い、センターが求められる業務量および専

門性は一層増大している。こうした状況に対応するために業務実態に見合った運営体制の

確保が不可欠であり、区市区町村が主体となり、センターの機能が十分に発揮されるよう、

ＩＣＴ化による業務負担軽減、適正な人員配置、専門職の確保、育成のための財政的支援

をすること。 

 

提言 11 

要介護１・２の方への通所介護を介護予防・日

常生活支援総合事業（以下、「総合事業」とい

う）に移行させないことが必要 

提言先 

国 

（理由） 

認定者の認知症生活自立度Ⅱ以上の割合は、要支援１・２が 9％前後に対し、要介護１・

２になると 70％に跳ね上がっている。その大半は、身体的な機能はある程度自立している

認知症の方が大勢いることからも、重度化防止の取組みは、専門的な知識やスキルを持っ

た介護専門職による関りが不可欠である。また、総合事業のサービス提供単価が安価に抑

えられることによって、介護職や専門職の継続的な処遇改善を困難にするばかりか、人材

不足にも拍車がかかり、更に事業者にとっては、収入減から採算が取れず経営不振で撤退

する事業者の増加を招き、在宅生活を支えるサービスの担い手がなくなる可能性もある。 

 

【東京都高齢者福祉施設協議会とは】 

所属する施設種別 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、地域包括・

在宅介護支援センター、デイサービスセンター 

会員数 1,177 内訳：特別養護老人ホーム 522、養護老人ホーム 31、軽費老

人ホーム 46、地域包括・在宅介護支援センター248、デイサービス

センター330 

活動の詳細 会員が相互に研さんを重ねながらサービスの質を高め、利用者主体

に高齢者福祉の発展を目的として、施設で働く職員を対象とした研

修会や実践研究発表会（アクティブ福祉 in 東京）、調査研究活動、

制度の拡充をめざした提言活動（ソーシャルアクション）などを行

っている。 
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運営体制が確保できるよう、区市区町村に、体

制整備のための支援が必要 

提言先 

国 

（理由） 

地域包括支援センターは、高齢者の総合的な支援拠点として介護予防の推進、権利擁護、

包括的・継続的ケアマネジメント支援など、多岐にわたる重要な役割を担っている。 

地域の高齢化の進展や相談内容の複雑化に伴い、センターが求められる業務量および専

門性は一層増大している。こうした状況に対応するために業務実態に見合った運営体制の

確保が不可欠であり、区市区町村が主体となり、センターの機能が十分に発揮されるよう、

ＩＣＴ化による業務負担軽減、適正な人員配置、専門職の確保、育成のための財政的支援

をすること。 

 

提言 11 

要介護１・２の方への通所介護を介護予防・日

常生活支援総合事業（以下、「総合事業」とい

う）に移行させないことが必要 

提言先 

国 

（理由） 

認定者の認知症生活自立度Ⅱ以上の割合は、要支援１・２が 9％前後に対し、要介護１・

２になると 70％に跳ね上がっている。その大半は、身体的な機能はある程度自立している

認知症の方が大勢いることからも、重度化防止の取組みは、専門的な知識やスキルを持っ

た介護専門職による関りが不可欠である。また、総合事業のサービス提供単価が安価に抑

えられることによって、介護職や専門職の継続的な処遇改善を困難にするばかりか、人材

不足にも拍車がかかり、更に事業者にとっては、収入減から採算が取れず経営不振で撤退

する事業者の増加を招き、在宅生活を支えるサービスの担い手がなくなる可能性もある。 

 

【東京都高齢者福祉施設協議会とは】 

所属する施設種別 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、地域包括・

在宅介護支援センター、デイサービスセンター 

会員数 1,177 内訳：特別養護老人ホーム 522、養護老人ホーム 31、軽費老

人ホーム 46、地域包括・在宅介護支援センター248、デイサービス

センター330 

活動の詳細 会員が相互に研さんを重ねながらサービスの質を高め、利用者主体

に高齢者福祉の発展を目的として、施設で働く職員を対象とした研

修会や実践研究発表会（アクティブ福祉 in 東京）、調査研究活動、

制度の拡充をめざした提言活動（ソーシャルアクション）などを行

っている。 

 

 

 

 

 

提言１ 
柔軟な職員配置を可能とする人員基準の規制緩

和が必要 

提言先 

国・ 

東京都 

（理由） 

 都が令和７年 11 月に提出された「介護保険制度改正等に関する緊急提言」の提言２にも

記載のとおり、現役世代の減少に伴う介護人材不足をふまえ、柔軟な職員配置を可能とす

るなどの規制緩和を求める。特に、訪問介護における常勤換算 2.5 以上の人員基準につい

ては、勤務予定で体制が確保されている場合や利用者数・提供時間が少ない場合には、実

績に応じた配置へ見直し、他事業所との兼務も認めることで、事業継続と安定的なサービ

ス提供を可能とすべきである。 

 

提言２ 

介護予防における口腔ケア・栄養ケアの重要性を

ふまえたケアプランへの適切な反映と多職種連

携の推進が必要 

提言先 

国・ 

東京都 

（理由） 

高齢者の健康寿命延伸および要介護状態の重度化防止において、口腔機能の維持・向上

および適切な栄養管理は極めて重要な要素である。口腔機能の低下（いわゆるオーラルフ

レイル）や低栄養は、フレイルの進行、誤嚥性肺炎、要介護状態の悪化などにつながるこ

とが指摘されている。しかしながら、現行の居宅介護支援および介護予防ケアマネジメン

トの現場では、口腔ケアや栄養ケアの重要性が認識されているにも関わらず、①ケアプラ

ンへの具体的な反映が十分でない場合がある、②歯科医療職・管理栄養士等との連携体制

が地域によって差がある、③口腔・栄養アセスメントの活用が十分にすすんでいない 

などの課題がある。 

そのため、介護予防ケアマネジメントおよび居宅サービス計画において口腔ケア・栄養

ケアを適切に位置づけるために歯科医師、歯科衛生士、管理栄養士等との多職種連携を促

進する仕組みの整備をすすめる必要がある。これにより、高齢者のフレイル予防および重

度化防止を推進し、医療・介護費の抑制および健康寿命の延伸につながることが期待され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

東京都介護保険居宅事業者連絡会 
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提言３ 
東京都在宅介護事業所支援策の周知と有効活用

の促進が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 東京都が施行している在宅介護事業所への支援策が十分周知されていない実態がある。

さまざまな支援事業が施行されたが、支援制度の案内が分かりづらいという声も上がって

いる。 

 申請書式などが取得しやすいホームページの改善や申請手続きの簡略化などの改善が望

まれる。また暑さ対策助成などは、時期に間に合うよう早期に申請手続きを開始するなど

事業所が利用しやすい制度としていただきたい。 

重ねて制度の周知を徹底し、特に小規模な事業所でも活用しやすい助成制度とするこ

と。 

 

提言４ 
ケアプランデータ連携の普及と在宅介護の DX 化

推進支援が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

事業所運営にかかわる基準が、市区町村間で統一されていないことや、行政への提

出書類や様式が統一されていないことで、事業所運営及び管理の効率化、及び DX 化が

妨げられている。地域密着型サービス、日常生活支援総合事業では市区町村別の指定

申請様式や請求様式が異なり、生産性向上の妨げになっている事例がある。 

国保連ケアプランデータ連携システムで要求される条件、1 事業所につき、１台の PC

での運用という制限の緩和や、利用促進のためには、ユーザーが直感的に分かり易い

ナビゲーションや、データ入力のプロセスを最適化することが必要である。 

加えて、導入ガイドラインの整備も含め、ユーザーにとって負担にならない作業を増

やす等の改善も必要である。また、地域の在宅介護事業者が効率化やサービスの質の

向上に取り組むための支援が必要である。例えば、ＩＣＴ技術の導入や研修プログラ

ムの拡充など、業務の効率化や介護サービスの向上に向けた施策を推進することが重

要である。行政毎に異なる各種基準や申請様式については、都道府県及び市区町村間

での統一化を図り、事務的な作業工数を削減する仕組みづくりを要請したい。 

 

提言５ 
東京都福祉サービス第三者評価の認知度の向上

が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

東京都では福祉サービスを選択する際に、それぞれの事業所の特徴を把握し、比較・検

討することで、より良い選択につなげることを目的とした「東京都福祉サービス第三者評

価」を公表しており、利用者本位の福祉の実現を目指している。一方、「高齢居宅サービス」

の受審事業所数は決して多くなく、比較検討が十分に行えていないのが現状である。加え

て本評価自体の認知度が決して高くないため、利用者（及び介護支援専門員等）の事業所
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提言３ 
東京都在宅介護事業所支援策の周知と有効活用

の促進が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 東京都が施行している在宅介護事業所への支援策が十分周知されていない実態がある。
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まれる。また暑さ対策助成などは、時期に間に合うよう早期に申請手続きを開始するなど

事業所が利用しやすい制度としていただきたい。 

重ねて制度の周知を徹底し、特に小規模な事業所でも活用しやすい助成制度とするこ

と。 

 

提言４ 
ケアプランデータ連携の普及と在宅介護の DX 化

推進支援が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

事業所運営にかかわる基準が、市区町村間で統一されていないことや、行政への提

出書類や様式が統一されていないことで、事業所運営及び管理の効率化、及び DX 化が

妨げられている。地域密着型サービス、日常生活支援総合事業では市区町村別の指定

申請様式や請求様式が異なり、生産性向上の妨げになっている事例がある。 

国保連ケアプランデータ連携システムで要求される条件、1 事業所につき、１台の PC

での運用という制限の緩和や、利用促進のためには、ユーザーが直感的に分かり易い

ナビゲーションや、データ入力のプロセスを最適化することが必要である。 

加えて、導入ガイドラインの整備も含め、ユーザーにとって負担にならない作業を増

やす等の改善も必要である。また、地域の在宅介護事業者が効率化やサービスの質の

向上に取り組むための支援が必要である。例えば、ＩＣＴ技術の導入や研修プログラ

ムの拡充など、業務の効率化や介護サービスの向上に向けた施策を推進することが重

要である。行政毎に異なる各種基準や申請様式については、都道府県及び市区町村間

での統一化を図り、事務的な作業工数を削減する仕組みづくりを要請したい。 

 

提言５ 
東京都福祉サービス第三者評価の認知度の向上

が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

東京都では福祉サービスを選択する際に、それぞれの事業所の特徴を把握し、比較・検

討することで、より良い選択につなげることを目的とした「東京都福祉サービス第三者評

価」を公表しており、利用者本位の福祉の実現を目指している。一方、「高齢居宅サービス」

の受審事業所数は決して多くなく、比較検討が十分に行えていないのが現状である。加え

て本評価自体の認知度が決して高くないため、利用者（及び介護支援専門員等）の事業所

選定時に本評価が活用されているケースは極めて稀である。 

受審事業所数の増加に向けた働きかけの強化等、支援拡充による都内サービス事業所全

体の質向上に向けた取組みを要請したい。また、介護事業所や居宅サービス利用（検討）

者に対する「東京福祉サービス第三者評価」の周知強化よる認知度向上のための仕組みづ

くりを要請したい。 

 

 

【東京都介護保険居宅事業者連絡会とは】 

所属する事業種別 介護保険法に基づき東京都が指定する居宅介護支援事業者、居宅サ

ービス事業者、介護予防サービス事業者等 

会員数 323 事業所（令和８年２月） 

活動の詳細 相互に連絡調整し、介護保険居宅サービス事業及び介護予防サー

ビス事業、居宅介護支援事業等に係るサービス内容の向上及び介護

保険事業の健全な発展を図ることを目的に、平成 12 年 11 月に設

立。 

「一人で抱え込まない」「一事業所で抱え込まない」をキーワー

ドに、利用者を支える地域ケアのネットワークづくりをめざし、多

職種・多機関参加による情報交換会や研修の開催を実施している。

また、会員事業所の経営状況及び利用者の声をもとに介護保険制度

を検証し提言活動を行っている。 
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提言１ 

重度障害のある人が引き続き安心して東京で暮

らせる制度を構築するため検討委員会の設置が

必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

都内外を含め、入所施設だけではなく、グループホームなどで暮らす障害のある都民

の状況を把握し、希望する都内での生活の場を計画的に確保できるように事業所、利用

者、家族、区市町村担当者などをメンバーとする「検討委員会」を、東京都が先導して設

置する必要がある。 

 

提言２ 
重度身体障害者をグループホームで支える仕組

みがさらに充実することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

日中支援型グループホームについては、障害の重い方を想定してトータルで生活を支

える仕組みになっているが、現在の報酬の内容を考えると例えばＡＤＬ全介助の方を 24

時間トータルで支える状況になっていない。また、平成 29 年度からはじまった「医療連

携型グループホーム事業」については、都の包括補助で区市町村の負担分があるため、区

市町村に申請しても認められない実情もあり、せっかくの制度が生かされていない。身体

障害のある方がグループホームを利用する場合、設備面でも介護面でも大きな負担がかか

っている。日中支援型グループホームに対して、重度障害者を対象とした場合に夜間体制

を評価する仕組みの創設を望む。さらに、「医療連携型グループホーム事業」についても

10 分の 10 による補助とし区市町村が取り組みやすい体制を整える必要がある。 

 

提言３ 

重度化および重複化する障害者の地域での生活

が継続されるように、重度化に対応した送迎の仕

組みが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

東京都では、重症心身障害者へ対応した生活介護(東京都重症心身障害児（者）通所事

業）には、送迎に対する評価も独自に行っている。一方、地域の中には中途障害や加齢に

より、医療的ケアが必要になっている方もおり、こうした方は重症心身障害児(者)通所事

業の対象外となることが多い。生活介護を行う事業所の中には、医療的ケアのある方を受

け入れるためさらなる看護師の配置や支援員に喀痰吸引等研修を受けさせる努力をしてい

る事業者もあるが、送迎に関しては利用者の家族による自主送迎となっている場合が多

い。送迎に看護師や研修を受けた支援員を添乗させることは、現在の生活介護の仕組みや

各事業所の努力だけでは難しい。医療的ケアのあるような利用者の送迎に対する評価を東

京都に望む。 

身体障害者福祉部会 
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提言１ 

重度障害のある人が引き続き安心して東京で暮
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える仕組みになっているが、現在の報酬の内容を考えると例えばＡＤＬ全介助の方を 24

時間トータルで支える状況になっていない。また、平成 29 年度からはじまった「医療連
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市町村に申請しても認められない実情もあり、せっかくの制度が生かされていない。身体

障害のある方がグループホームを利用する場合、設備面でも介護面でも大きな負担がかか

っている。日中支援型グループホームに対して、重度障害者を対象とした場合に夜間体制

を評価する仕組みの創設を望む。さらに、「医療連携型グループホーム事業」についても

10 分の 10 による補助とし区市町村が取り組みやすい体制を整える必要がある。 

 

提言３ 

重度化および重複化する障害者の地域での生活

が継続されるように、重度化に対応した送迎の仕

組みが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

東京都では、重症心身障害者へ対応した生活介護(東京都重症心身障害児（者）通所事

業）には、送迎に対する評価も独自に行っている。一方、地域の中には中途障害や加齢に

より、医療的ケアが必要になっている方もおり、こうした方は重症心身障害児(者)通所事

業の対象外となることが多い。生活介護を行う事業所の中には、医療的ケアのある方を受

け入れるためさらなる看護師の配置や支援員に喀痰吸引等研修を受けさせる努力をしてい

る事業者もあるが、送迎に関しては利用者の家族による自主送迎となっている場合が多

い。送迎に看護師や研修を受けた支援員を添乗させることは、現在の生活介護の仕組みや

各事業所の努力だけでは難しい。医療的ケアのあるような利用者の送迎に対する評価を東

京都に望む。 

身体障害者福祉部会 提言４ 短期入所事業へ開設しやすい仕組みが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

都内では土地や建物を確保することが難しく、利用者の身近な場所での既存物件の確

保や賃貸物件の家賃補助の仕組みを望む。また、第三評価実施が東京都の補助に含まれる

という考え方について、見合う積算での支援が必要である。 

 

提言５ 
施設から地域の事業所での日中活動のサービス

の利用を促進できる制度設計が必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

 入所施設においては、地域移行等意向確認指針の作成が義務となるが、地域の受け皿と

なる日中活動の事業所に対して、サービスの利用を促進できる体制や加算が必要である。 

 

提言６ 
物価高騰、特に光熱費の高騰への継続した支援が

必要 

提言先 

事業者 

（理由） 

 物価高騰等については令和 4 年度からつづき、インフレへ傾向する施策の中で今後も続

くことが予想される。食品をはじめ電気代まで、物価高騰は近年では経験したことがない

ようなペースで進んでいる。会員施設では事業ごとでの節約の工夫をしているが、事業の

規模に応じて多額の出費増となっている。令和７年度についても、必要な対応を講じるこ

とが必要である。 

 

提言７ 就労支援事業所に対する支援の強化が必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

社会全体の経済状況は複数年にわたり低成長で、一般企業における経営状況も業種に

よっては明暗が分かれている。こうした社会状況を受け、就労支援事業の中には以前のよ

うに仕事の確保が難しくなっている事業所も存在する。東京都の優先調達制度である「政

策目的随意契約」での仕事の発注と、官公需の拡大を図っていただきたい。現在の日中活

動系サービス推進費については、令和５年３月で激減緩和に関する措置が終了し、各事業

所の運営への影響にも差があった。メニュー選択式加算の運用において東京都の具体的方

針に対し区市町村で該当範囲を狭めることも見受けられ統一的な運用を要請する。 
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提言８ 
人材の確保・定着をすすめるため、居住支援特別

手当の見直し必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 依然として、民間企業の賃上げの動きが続く中、福祉業界全体で厳しい採用活動が強い

られている。本年度より東京都独自の処遇改善施策である居住支援特別手当が開始された

が、あくまで一時的な措置と取れる内容であるため、この措置の恒久化をするとともに、

職種の限定をせずに障害者支援にかかわる職員へ公平に配分する必要がある。 

 

提言９ 

人材確保および人件費高騰への対応するため、３

年ごとの報酬改定を待たずに直ちに改定される

ように国への働きかけが必要 

提言先 

東京都 

国 

（理由） 

障害福祉サービスの各事業所において、人材確保が継続した課題である。新規採用は

もとより、既存の職員の賃金等の条件を他産業と比べ遜色ないものとする必要があり、人

件費高騰は、各施設の運営を圧迫している。通例となっている３年に１回の報酬改定を待

たずに、直ちに報酬改定が行われるよう国に要請願いたい。 

 

提言１０ 
国の報酬制度である食事提供加算や送迎加算は

継続かつ、引き上げが必要 

提言先 

国 

（理由） 

令和６年度の報酬改定で、食事提供加算の継続が令和９年３月まで延長されたが、通

所サービスにおいて利用者の食事提供は、利用者個々の状況や事業所の規模などにより、

体制維持や食材料費にコストがかかるものである。利用者負担に関しても適正な内容にな

るように事業所ごとに努力しているが厳しい状況である。同じく通所サービスにおいて

は、送迎が必須条件となっている場合がほとんどであり、こちらも事業所の負担が大き

い。国の報酬制度である食事提供加算と送迎加算については、恒久化するとともに、実態

に合わせて加算額の引き上げを国への要望を求める。 

 

【身体障害者福祉部会とは】 

所属する施設種別 身体障害者福祉法及び障害者総合支援法に基づく身体障害者を主

とした施設等 

会員数 99 

活動の詳細 施設長及び従事者によって運営され、障害者福祉の増進と資質向上

を期するため、施設及び関係諸機関との連携調整を図り、委員会中

心に専門委員会等を開催して必要な情報交換や課題の整理・共有、

調査・研修、会員向けへの部会通信などを発行し相互に活動を行っ

ている。 
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提言 1 
重度・強度行動障害のある人を受け止める住まい

の場と専門支援体制を確立することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

東京都ではグループホーム整備がすすむ一方、重度障害者や強度行動障害のある人を受

け入れられる住まいは依然として不足している。外部専門人材による助言、集中的支援、

人材派遣など、都全体で支える仕組みも十分ではなく、事業所が困難ケースを抱え込み、

受入抑制や支援疲弊、不適切支援のリスクが高まっている。 

重度・強度行動障害のある人が地域で安定した生活を続けられるよう、東京都として広

域的な専門支援体制を制度的に整備することが不可欠である。 

 

提言２ 
都外施設利用を含む広域的な住まいの選択肢を

保障し、財政的支援を強化することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

高齢化や支援ニーズの高度化、23 区内の地価高騰により、都内で住まいを確保できず、

都外施設や短期入所を選ばざるを得ないケースが増えている。これは本人の意思に反した

生活の場の選択につながり、地域生活の権利を実質的に制限している。 

住み慣れた地域で暮らし続けるためには、既存グループホームの改修支援や物価高騰へ

の対応など財政的支援が不可欠である。また、都外施設を含む広域的な支援体制を制度的

に位置づけ、生活の質と支援の継続性が確保される仕組みを東京都として整備する必要が

ある。 

 

提言３ 
障害者の権利擁護および差別解消施策の実効性

を向上させることが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

東京都障害者差別解消条例は全国的にも先進的な内容を有しているが、合理的配慮の考

え方や具体的内容は十分に浸透しているとは言い難い。特に知的障害者は、不利益を言語

化し制度的な相談につなげることが難しく、差別や不適切な対応が表面化しにくい構造的

課題を抱えている。 

国連障害者権利委員会の勧告等をふまえ、条例の理念を実効性あるものとするためには、

条例周知にとどまらず、意思確認が不十分なまま支援が決定されることや合理的配慮が後

回しにされる不利益に対応できるよう、区市町村レベルで相談・調整・解決につなげる体

制を整備し、専門機関と連携する仕組みを構築することが不可欠である。 

 

知的発達障害部会 
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提言４ 
障害福祉分野における人材確保・育成・定着施策

を抜本的に強化することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

障害福祉分野では人材不足が深刻化しており、処遇改善施策が一定の効果を上げてきた

ものの、一般産業との賃金格差は依然として大きい。東京都独自の人材施策も拡充されて

きたが、規模や対象範囲は十分とは言えない。 

人材不足は支援の質の低下や事業継続の困難につながる重大な課題であり、直接支援職

員に限らず、事務職や相談支援専門員等を含めた体制全体での処遇改善が必要である。特

に強度行動障害支援においては、中核的人材の育成や外部スーパーバイズを受けられる体

制整備を東京都として支援することが求められる。 

 

提言５ 

医療的ケアを要する障害当事者が地域で暮らし

続けられる支援体制と医療連携を強化すること

が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

医療的ケアを要する障害当事者は増加しているが、成人期以降の生活介護、短期入所、

グループホーム等の受入体制は不足している。看護職員等の確保も困難であり、現場では

支援員の負担やリスクが大きい。 

医療的ケアは生涯にわたる支援ニーズであり、医療と福祉の連携が不十分な場合、地域

生活の継続が困難となる。東京都として、地域差や事業所差を是正し、医療と福祉が実効

的に連携する支援基盤を整備することが不可欠である。 

 

提言６ 

相談支援事業の機能を強化し、知的障害者が地域

で暮らし続けるための支援体制を確立すること

が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

相談支援事業は、知的障害者が地域で生活するための入口であり、権利擁護や意思決定

支援を含む重要な役割を担っている。しかし、相談支援専門員の人材不足や業務過多によ

り、十分なアセスメントや伴走支援が困難となっている。 

相談支援が機能しなければ、施設や家族への依存が固定化されるおそれがある。東京都

として、相談支援専門員の確保・育成、業務負担の軽減、広域的支援体制との接続を通じ

て、相談支援事業が本来の役割を果たせる環境を整備することが求められる。 
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提言７ 
こども施策の中に障害児支援を位置づけ、一体的

支援体制を構築することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

障害児支援の所管整理がすすむ一方、現場では一般のこども施策と障害児支援が分断さ

れてすすめられている実態がある。家庭養育が困難となるケースが増加する中、一時保護

や短期入所等の受入体制は十分とは言えない。 

障害児支援を特別な支援として切り離すのではなく、すべてのこどもの育ちを支える施

策の一部として位置づけ直す必要がある。東京都として、教育・保育を含め、こども期か

ら成人期を見据えた切れ目のない支援体制を構築することが不可欠である。 

 

提言８ 
感染症発生時における障害福祉サービスの事業

継続体制を強化することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

新型コロナウイルス感染症の流行により、障害福祉サービス事業所は大きな影響を受け、

単独法人・事業所での対応には限界があることが明らかとなった。 

今後の感染症発生に備え、職員派遣や利用者受入調整、物資共有等を行う法人間連携体

制を平時から構築し、それを支える補助制度を整備することが不可欠である。重度障害者

や医療的ケアを要する人を多く支える分野の特性をふまえ、東京都が広域自治体として事

業継続を支える役割を果たす必要がある。 

 

提言９ 
知的・発達障害者を含む災害時要配慮者支援体制

を強化することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

大規模災害を通じ、災害時要配慮者支援体制の脆弱さが明らかとなった。特に知的・発

達障害者は避難所で適切な配慮を得にくく、二次的被害につながる事例も少なくない。 

災害時支援は平時からの準備が不可欠であり、障害特性に配慮した福祉避難所整備や地

域啓発が求められる。あわせて、都内対応が困難な場合を想定し、都外施設を含めた広域

的受入体制や施設間連携を制度的に整備することが、東京都の責務である。 

 

 

【知的発達障害部会とは】 

所属する施設種別 障害者支援施設、福祉型障害児施設、障害福祉サービス事業 

会員数 500 事業所（内訳：都内 450 事業所、都外 50 事業所） 

活動の詳細 部会活動は、施設長を中心とした経営研究会と従事者を中心と

した利用者支援研究会がある。経営研究会は、施設種別によっ

て、児童施設分科会、入所施設分科会、通所施設分科会、地域支
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援分科会及び生活寮・グループホーム等ネットワーク委員会の各

分科会活動が行われている。利用者支援研究会は、事務スタッフ

会、支援スタッフ会、保健医療スタッフ会、栄養調理スタッフ会

の各従事者によるスタッフ会活動が行われている。また、種別横

断的な専門委員会としては、広報委員会、研修委員会、人権擁護

委員会、本人部会支援委員会、及び災害対策委員会がある。各分

科会の代表幹事と委員会の長は、部会役員となり、毎月開催され

る役員会にすべての活動が集約できるしくみとなっている。 

特別委員会としては、福祉マラソン大会企画実行特別委員会、

都外施設特別委員会、本人部会、強度行動障害支援指導者養成特

別委員会、共生社会研究特別委員会、文化・芸術活動支援特別委

員会、人材確保定着特別委員会があり、役員会の直属委員会とし

ては、施策検討・調査研究合同委員会、不祥事予防・対応委員会

がある。 

さらに、東社協の他の障害関係部会との連携による東社協障害

者福祉連絡会、東京の知的発達障害関連当事者団体と連携した障

害関係団体連絡協議会、東社協地域福祉推進委員会などへの参画

により、広く政策提言など行っている。 

また、規模に応じた社会的責任を果たすため、東京都の障害者

虐待防止・権利擁護研修や強度行動障害支援者養成研修、東京都

災害福祉広域支援ネットワークなどにも人材を派遣している。 
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提言１ 
精神疾患・障害への早期対応（発見・治療・福祉

支援）の強化が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

精神疾患患者の急増を受け、地域の早期対応力を強化するため、ＡＣＴ等のアウトリー

チ事業をすべての区市町村で実施すること。また、重篤化・急性期による非自発的入院を

可能な限り回避し、患者の人権と地域生活を擁護しながら、医療に繋ぐ必要がある。未成

年期については、学校の早期対応力を強化（教職員研修・保護者啓発、スクール・カウン

セラーやスクール・ソーシャルワーカーの常勤化等）。成人期については、保健所の早期対

応力を強化（提言参照）。早期発見後は治療と福祉支援に円滑に繋ぐ諸機関の連携を強化す

ることが必要である。 

 

提言２ 

障害者雇用をすすめるために高齢障害者にも対

応した雇用の仕組みや障害者がやりがいを持っ

て働けるような企業開拓、障害者雇用を支援する

障害者就労センター機能の強化が必要 

提言先 

東京都・

区市町村 

（理由） 

加齢や障害により職場への適応が難しくなった障害者に対し超短時間でも働くことが

できるよう雇用を調整するコーディネーター事業の創設や、障害者雇用をする会社の代行

をし障害者雇用をしているような業態を実施する「障害者代行ビジネス」のあり方の見直

しや障害者の就職支援、職場定着の支援を行う障害者就労支援センターの機能強化、支援

員を増やすための予算拡大等が必要である。 

 

提言３ 

東京都の精神障害者グループホームの正確な運

営実態把握と、利用者支援の質の向上のための実

効性のある研修や勉強会の実施が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

  東京都のグループホームの問題として、自死、孤独死（居室での発見の遅れ）、負傷、

誤薬、行方不明などが増えているという現状がある。また利用者や家族、関係者から「支

援が行われていない」「障害特性に合わない支援が行われている」などの声が多く聞かれ

る。リスクマネジメントに対するクオリティーインプルーブメントの考え方に立ち、精

神障害者グループホームの利用者支援の質の向上をめざす必要がある。精神障害者支援

における専門技術は本人のリカバリー（自分らしい人生の再構築）を支えるための高度

な対人技術である。精神障害に特化した「人材育成」のための研修や勉強会の実施が必

要である。 

東京都精神保健福祉連絡会 
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提言４ 

精神科医療の適切な提供（慢性期身体合併症への

対応力強化、休日夜間救急と移送の抜本的改善、

心理社会療法の励行）が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

① 患者の高齢化に備え、精神科身体合併症医療機関を抜本的に整備拡充（特に維持透析

等の慢性期対応の民間病院が限られるため、都立病院が公的機関として慢性期医療

にも柔軟に対応すべき）。 

② 精神科休日夜間救急診療事業の現状は、当事者と家族に過重な負担と苦痛を強いる

ため、「常時対応型医療機関」を抜本的に増設、患者移送を家族任せにしないシステ

ムの構築に向け抜本的な改善が必要。 

③ 長期服薬による副作用と短命化を軽減できるよう、医療機関が心理社会療法も併用・

励行できる診療報酬体系の改訂を求める。 

 

（理由） 

令和６年度に障害者の地域移行を促進するため、特定相談支援事業者及び一般相談支援

事業者が関係機関等と連携して活動するための経費を補助する区市町村の取り組みを支援

する「特定相談・一般相談連携機能強化支援事業」という事業が新設された。この事業は

相談支援事業者が「地域移行支援」というサービスを行う際、報酬算定外の業務、例えば

サービス利用に関する本人意向の把握やサービスの利用に関する施設や親族の調整、施設

の退所や精神科病院の退院に伴うサービス利用に関する事前調整などに、利用者一人あた

り月 12,000 円を都と市区町村が補助するという事業であるが、事業について区市町村、特

定相談支援事業者、一般相談支援事業者への周知が不足している。東京都が区市町村、相

談支援事業を行う事業者に対しこの事業の周知徹底をすることを求める 

ただし、地域移行支援は施設や病院に代わる社会ケアの資源が並行して十分に整備され

ることが前提となるべきで、地域移行が単なる「脱施設化」のみに帰して、結局、家族依

存型ケアの強化や「回転ドア現象」を招くことがあってはならない。 

 

提言６ 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの

構築推進・支援事業について全区市町村が受けら

れる仕組みが必要 

提言先 

東京都・

区市町村 

（理由） 

精神障害の有無にかかわらず誰もが暮らしやすい地域社会を実現する「精神障害にも対

応した地域包括システムの構築」については特別区・保健所設置市に対しては財政的な補

助やアドバイザー派遣など技術的な支援（構築推進・支援事業）が行われるが、それ以外

の市町村は事業の対象外となっている。そのことがシステム構築の後退につながっている

提言５ 
福祉施設や精神科病院からの地域移行の推進が

必要 

提言先 

東京都・

区市町村 
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提言４ 
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ただし、地域移行支援は施設や病院に代わる社会ケアの資源が並行して十分に整備され

ることが前提となるべきで、地域移行が単なる「脱施設化」のみに帰して、結局、家族依

存型ケアの強化や「回転ドア現象」を招くことがあってはならない。 

 

提言６ 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの

構築推進・支援事業について全区市町村が受けら

れる仕組みが必要 

提言先 

東京都・

区市町村 

（理由） 

精神障害の有無にかかわらず誰もが暮らしやすい地域社会を実現する「精神障害にも対

応した地域包括システムの構築」については特別区・保健所設置市に対しては財政的な補

助やアドバイザー派遣など技術的な支援（構築推進・支援事業）が行われるが、それ以外

の市町村は事業の対象外となっている。そのことがシステム構築の後退につながっている

提言５ 
福祉施設や精神科病院からの地域移行の推進が

必要 

提言先 

東京都・

区市町村 

といっても過言ではない。都内の全区市町村が事業の対象となる、もしくは事業と同等の

補助や支援が行われることを求める。 

  

提言７ 保健所の対応力の抜本的な強化が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 地域精神保健の第一線機関たる保健所の対応力を強化するため、①保健師の人事の改善

（精神保健に熟練した保健師の配置、伴走型支援を可能にする配置の定着）、②「23 条通

報」を受けた臨場の励行、③ＡＣＴ等の多職種アウトリーチの積極実施（訪問は、「当事者

本人の同意」が得られない場合であっても、「家族の要請」があれば積極的に支援に向かい、

家族療法等を駆使して当事者の重篤化・急性期による非自発的入院の未然回避を図る）。 

 

提言８ 

地域で暮らすすべての精神障害者に質のよい支

援を提供するため、相談支援の高度化や保健所の

増設による地域生活の基盤強化が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

地域には、支援を受けていない精神障害者及び精神状態に課題を抱える人が数多くい

る。未治療、治療中断、通院ニート（通院以外何もしていない）などの方々である。現

在、地域での相談支援員の業務は「支給決定のための書類作成」やブローカーモデル的

な支援（支援先を探してあてがう）となっており、本来の「本人がどう生きたいか」と

いうことに関わる深い相談支援が出来ていない。精神障害者相談支援は、エンパワメン

トやオープンダイアローグなどの「共感」、「対話」を大切にして支援する専門員を育成

することが急務である。また、保健所を増設し、保健所をハブとして、医療、福祉、行

政が連携して孤立した利用者や困難事例にアウトリーチを行うよう要望する。 
 

提言９ 

精神障害者の地域生活を支える家族等のケアラ

ーに対する支援の提供が必要であるため、ケアラ

ー支援条例の制定が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 わが国の障害福祉制度は当事者支援が中心であり、精神障害当事者の地域生活を支えて

いるケアラー（日常的に無償で介護・看護・世話をする人で家族・ヤングケアラー・友人

等を含む）に対する支援はほとんどない。ケアラーの心身の負担は重く、介護離職等から

生活が困窮する場合もあり、ケアラーが倒れれば、当事者も倒れてしまう。ケアラーが個

人として尊重され、孤立することなく、健康で文化的な生活を営めるよう、支援を受けら

れる制度的な枠組みとして、ケアラー支援条例の制定が強く望まれる。 
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【精神保健福祉連絡会とは】 

所属する施設種別 東京つくし会、精神障害者地域生活支援とうきょう会議、事業所の

会、ホーム連、じゅさんれん、てんかん協会 

会員数 （内訳：６団体で構成） 

活動の詳細 東京都における精神障碍者の保健福祉の向上を図るとともに広く

都民の心の健康増進に寄与するため、全都的な組織を持つ民間の精

神保健関係団体との連絡提携を図り、必要に応じた実践活動を行う

ことを目的として 2001 年６月に「東京都精神保健福祉連絡会」を

設立した。連絡会では都の精神保健福祉分野への政策提言を行って

いる。その他にも団体間の連絡調整や広報活動、研修事業を行って

いる。 
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都民の心の健康増進に寄与するため、全都的な組織を持つ民間の精

神保健関係団体との連絡提携を図り、必要に応じた実践活動を行う

ことを目的として 2001 年６月に「東京都精神保健福祉連絡会」を

設立した。連絡会では都の精神保健福祉分野への政策提言を行って

いる。その他にも団体間の連絡調整や広報活動、研修事業を行って

いる。 

 

 

 

 

 

提言１ 
利用者の重度化や高齢化に対応した人材確保と、

人員配置基準の見直しが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

高度な医療ケアを必要とする利用者の増加や高齢化が進行し、従来の人員配置基準では

安全で安定した支援の提供が困難となっている。人手不足の中、利用者個々の病状に対応

するため、基準を超える人員配置が求められる。医療と福祉サービス維持のため、医療職

の採用支援や人員配置加算の設定、外国人採用に関わる補助金の継続、東京都独自の処遇

改善補助を拡充し、実態に即した人材確保策を講じる必要がある。 

 

提言２ 
人手不足解消と業務効率化のため、ＤＸ推進に向

けた環境整備が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

深刻な人手不足が続く中、ＩＣＴやＡＩを活用したＤＸ推進は業務効率化と支援の質向

上に不可欠である。情報共有の迅速化や記録業務の削減により、直接支援に充てる時間の

確保や業務改善、人手不足の対策につなげることができる。一方、重症児（者）施設は老

朽化した建物が多く、導入に伴う初期投資や運用費用が大きな負担となっているため、施

設改修や機器整備への継続的な公的支援が必要である。 

 

提言３ 
短期入所事業を維持するため、報酬体系と補助金

制度の強化が必要 

提言先 

国 

東京都 

（理由） 

重症児（者）の短期入所ニーズは高いが、現行の報酬体系では人員配置や受入準備に

要する費用が十分に補填されていない。利用者の特性に合わせて人員配置をするが、感染

症や急な体調変化によるキャンセルが多く、経営への影響が大きい。地域で生活する重症

児にとって短期入所はセーフティネットであり、継続的な事業運営を行うためにも、新規

受入れ加算や重症度に応じた報酬設定、空床期間を支える補助制度の拡充が必要である。 

 

提言４ 
物価高騰に対応するため、実情に応じた補助金と

福祉サービス加算が必要 

提言先 

国 

東京都 

（理由） 

物価高騰の影響により、食材費や光熱費、消耗品費など利用者サービスに直結するコス

トが大幅に増加している。各施設で経費削減に努めているが、努力のみでは吸収しきれな
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い状況である。今後も物価上昇が見込まれる中、サービスの質を維持し安定的に提供する

ため、施設規模や受入人数に応じた補助金の継続と加算制度の見直しが必要である。 

 

提言５ 
医療ケア児（者）支援のため、施設環境と医療設

備の充実が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

国の地域移行推進により、地域で生活する医療ケア児（者）が増加している。重症児（者）

施設は、医療を必要とする地域支援の中核を担っており、安全な支援のためには、酸素供

給設備や医療機器、感染症対応室の整備、電源容量の増強、災害や停電時に備えた非常用

電源の確保が不可欠である。これらをすすめるため、施設環境・医療設備整備への補助拡

充が必要である。 

 

提言６ 
空床期間への対応として、行政連携の強化と補助

制度の整備が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

近年、感染症や利用者の重症化・高齢化の影響により死亡退所が増加している。一方で、

退所後の新規入所手続きが追い付かず、空床期間の長期化が課題となっている。施設は病

床数に応じた人員配置を求められる中、受入れまで数か月を要する状況が経営に影響を与

えている。入所を強く希望する重症児（者）のニーズに確実に応えるため、行政との連携

強化と空床期間を対象とした補助制度の整備が必要である。 

 

 

【障害児福祉部会とは】 

所属する施設種別 東京都内にある重症心身障害児（者）施設、それら関連の肢体不自

由施設、通所施設等で構成される部会である。 

会員数 14（内訳：入所施設９、通所施設・肢体不自由５） 

活動の詳細 障害児福祉部会の入所施設は、医療法に基づく病院機能と、児童福

祉法、障害者総合支援法に基づく福祉施設としての二つの機能を併

せ持ち、在宅で生活する重症児(者）や肢体不自由児など、医療ケ

アが必要とする方々が暮らしていけるよう幅広い支援を行ってい

る。部会では、各施設が持つ専門性を活かした地域支援の取組みを

すすめるとともに、情報交換会や施設見学会を実施し、現場の課題

を共有しながら福祉事業の質の向上に努めている。 
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活動の詳細 障害児福祉部会の入所施設は、医療法に基づく病院機能と、児童福

祉法、障害者総合支援法に基づく福祉施設としての二つの機能を併

せ持ち、在宅で生活する重症児(者）や肢体不自由児など、医療ケ

アが必要とする方々が暮らしていけるよう幅広い支援を行ってい

る。部会では、各施設が持つ専門性を活かした地域支援の取組みを

すすめるとともに、情報交換会や施設見学会を実施し、現場の課題

を共有しながら福祉事業の質の向上に努めている。 

 

 

 

 

 

 

提言 1 
子どもの生命と健康・安全を守るため、環境の維

持・改善に向けた支援が必要 

提言先 

東京都・

区市町村 

（理由）気候変動の進行により、猛暑による熱中症や豪雨・地震などの災害への対応は、

保育現場において重要性を一層増している。子どもの命と安全を守るため、体動センサー

や見守りカメラなどの安全機器の導入はすすんでいるものの、更新や定期点検にかかる費

用を園が負担している例も少なくない。安全機器を継続的かつ安定的に活用していくため

には、現場任せにしない支援体制や財政的な仕組みの整備が求められている。 

 

提言２ 
保育の質向上を目的とした施策により生じる新

たな課題を解決するための仕組みが必要 

提言先 

東京都 

（理由）福祉サービス第三者評価は保育の質向上に一定の成果を上げてきたが、受審頻度

や補助制度の違いによる事務負担の増加など課題も生じている。一定条件を満たす保育所

については、国と受審年限を統一するなど負担軽減策が求められる。また、保育士キャリ

アアップ研修は学びの機会を広げた一方、処遇改善加算との制度上の矛盾や職員配置への

影響が顕在化している。保育現場や保育士の実情に即した研修制度へ見直すことが、真の

保育の質向上につながる。 

 

提言 3 
配置基準を上回る保育士を配置する保育所への

支援体制の構築が必要 

提言先 

東京都 

（理由）保育業務が多様化・高度化するなか、現行の加算制度のみでは現場の実情に十分

対応できていない。配置基準を上回る職員配置への加算や、保護者対応や子どもの心のケ

アを担う心理カウンセラーの配置など、保育現場の負担軽減と保育の質向上につながる新

たな加算制度の創設が必要である。実態に即した支援を行うことで、保育士が安心して専

門性を発揮できる環境整備が求められる。 

 

提言 4 
デジタル社会に対応するための継続的な支援が

必要 

提言先 

東京都 

（理由）保育現場では、オンライン配信や研修のリモート化がすすみ、時間や場所にとら

われない学びの機会が広がった。一方で、ＩＣＴ環境の整備が困難な園では、研修参加が

制限されるなど情報格差が生じている。今後の感染症流行や災害発生に備え、ＡＩやＩＣ

Ｔの活用は不可欠であるが、機器導入や更新、通信環境の整備、セキュリティ対策に伴う

コストが新たな負担となっており、継続的な支援が求められる。 
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提言５ 地域格差の是正を目的とした施策が必要 

提言先 

東京都・

区市町村 

（理由）東京都で本年度から開始された「事務負担軽減事業」は、区市町村に一定の財政

負担が求められるため、実施できる自治体とできない自治体に分かれ、地域間格差が生じ

ている。また、東京都主導の他の補助制度についても負担割合が設定されていることで、

参加が困難な自治体が存在する。こうした状況をふまえ、財政規模に左右されることなく、

すべての自治体が公平に参加できる補助制度の整備が求められる。 

 

提言６ 定員割れに対する補助制度の創設が必要 

提言先 

国 

・東京都 

（理由）東京都の保育施策は、これまで待機児童解消を中心にすすめられてきたが、少子

化の進行により定員未充足の保育所が増加している。一方、昨年度開始された保育料の第

一子無償化により、新たに待機児童が発生する地域も見られる。こうした制度や環境の急

激な変化に対応し、定員割れの状況でも地域の子育てを支える社会資源としての機能を維

持するため、職員処遇と保育の質を将来にわたり安定的に確保できる新たな補助制度の創

設が必要である。 

 

提言７ 看護師・栄養士等の専門職員の処遇改善が必要 

提言先 

東京都・

区市町村 

（理由）保育の質の向上をめざす中で、安全・健康管理や食育など、保育士以外の専門職

の役割はこれまで以上に重要となっている。誤嚥や食物アレルギーへの対応、離乳食の提

供、熱中症や感染症対策などでは、調理職員や看護師が専門性を発揮し、保育士と連携す

ることで質の高い保育が支えられている。一方で、こうした専門職員の処遇は他業種と比

べ低いとの指摘もあり、専門性と役割に見合った処遇改善が求められている。 

 

 

【保育部会とは】 

所属する施設種別 認可保育所、へき地保育所、認定こども園（保育所型・幼保連携型）、

小規模保育事業所（Ａ型） 

会員数 1,496（内訳：公営 271 民営 1,225）※令和７年 12 月末時点 

活動の詳細 施設長及び従事者によって運営され、研修会や研究会の開催、調査

研究や日頃の保育の研究発表、都内認可保育園の取組みの社会への

普及などの活動を通して、保育の更なる質の向上を図り、子どもの

健やかなる成長と発達を保障するための活動を行っている。 
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提言１ 

児童等の自立支援施策や取組みの強化・拡充し、

若年・低学歴で強いられる「自立」を解消するこ

とが必要 

提言先 

東京都 

特別区 

事業者 

（理由） 

 児童福祉法の改正により自立年齢の上限が撤廃されたが、未だに 18 歳を境に支援を打

ち切る児童相談所や施設等が少なくない。こうした場合、多くの退所者等は非常に不安定

な生活を強いられている。児童虐待をはじめ、入所等の理由は養育者の状況や行政の判断

によるものだが、施設からの自立には子ども等の自己責任が問われる状況は解消すべきで

ある。 

措置延長や児童自立生活援助事業への移行を標準とし、社会的養護自立支援拠点事業を

大幅に増設する必要がある。また、当部会による社会的養護自立支援協議会への主体的関

与をすすめ、有効に機能させることが重要である。 

 

提言２ 
児童等の意思を尊重し、権利としての社会的養護

を確立することが必要 

提言先 

東京都 

特別区 

事業者 

（理由） 

施設入所の是非やどの施設に入所するかは、児童の意思とは無関係に決定されている。

結果、施設や児童相談所ごとに受けられる支援に隔たりがある現状は看過されてはならな

い。国連・児童の権利に関する条約が定める意見表明権ですら、保障は限定的である。ま

して、18 歳は成人であり、本人不在で支援内容が決定されるのは不当である。年齢や発達

状況に応じて自己決定を支える仕組みづくりが急務である。 

また、障害のある入所者が 18 歳以降に施設を退所する際に、援護機関となる市区町村を

親の居住地に縛られず選択できることが必要である。 

 

提言３ 

児童等の多様なニーズへの対応や家庭からの分

離予防に向けて、施設の高機能化及び多機能化へ

の対応が必要 

提言先 

東京都 

特別区 

市町村 

事業者 

（理由） 

東京都には心理治療施設がなく、児童自立支援施設を含む都立施設は定員を満たしてい

ないなどの状況は民間施設の負担を大きくしている。児童等の多様なニーズに対応し得る
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よう都立施設の運営を改善し、専門機能強化型児童養護施設等を更に強化することが必要

である。 

また、虐待の早期発見・早期介入ばかりが叫ばれる中、出生数の低下には歯止めがかか

っていない。一方で、児童相談所の対応力は限界を超え、一時保護所では児童の権利が大

きく制限される状況もある。児童から家庭、学校、地域を一度に奪う社会的養護の仕組み

を改め、各施設が地域で家庭や里親を含めて児童等を支える拠点となるよう支援すること

が必要である。これに向けては児童家庭支援センター、里親支援センター、児童育成支援

拠点事業、子育て短期支援事業等の在宅支援事業の拡充が急務である。 

 

提言４ 
人材の確保・定着・育成および施設の安定した運

営に向けた支援が必要 

提言先 

東京都 

特別区 

事業者 

（理由） 

東京都は宿舎借上支援事業や奨学金返済・育成支援事業の実施によって、人材確保に成

果が顕れている。一方で、若年労働人口減少の影響も深刻である。引き続き、保育所同等

の人材確保等支援事業の実施・拡充が必要である。あわせて、財務・法務・労務をはじめ

とする各施設の経営力強化に向けて、管理職等の人材育成の体制を確立することが不可欠

である。 

 

提言５ 
災害時の事業継続、防犯体制の強化、物価高騰へ

の対応拡充が必要 

提言先 

東京都 

特別区 

事業者 

（理由） 

 気候変動や世界的に緊迫する情勢は事業継続のリスクとなる可能性をはらんでいる。防

犯機能の強化も引き続き重要な課題である。物価高騰の影響は各施設の運営のみならず、

退所者の生活や子育て家庭の負担も高めている。東京都として、これらを含めた包括的な

対策を強化・拡充することが必要である。 

 

 

【児童部会とは】 

所属する施設種別 児童福祉法に基づく児童養護施設、自立援助ホーム、ファミリーホ

ーム 

会員数 93（内訳：児童養護施設 67、自立援助ホーム 25、ファミリーホー

ム 1） 

活動の詳細 施設長及び従事者によって運営され、各施設・ホームの事業を推進

するため、各種調査・研究、研修、情報共有、行政や関係機関との

連携等の活動を行っている。 
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退所者の生活や子育て家庭の負担も高めている。東京都として、これらを含めた包括的な
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活動の詳細 施設長及び従事者によって運営され、各施設・ホームの事業を推進
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提言１ 
育児や介護等による業務軽減への補助制度の創

設が必要 

提言先 

東京都 

（理由）ローテーション勤務により 24 時間 365 日の養育・支援を担う乳児院においては、

短時間勤務や夜勤免除の職員の増加に伴い、他の職員に夜勤回数の増加等の業務負担が偏

る傾向がある。その結果、過重な負担を担う職員の心身の健康への影響や離職のリスクが

高まっている。こうした状況をふまえ、育児・介護等に伴う勤務配慮と職員全体の負担軽

減を両立するため、代替人員の確保等に係る必要な予算措置を講じることが必要である。 

 

提言２ 
心理職へのスーパービジョン体制構築への補助

制度の創設が必要  

提言先 

東京都 

区市 

（理由）東京都の乳児院は虐待通告の多さや早期介入により一時保護が急増し、短期間で

高度な判断が求められている。今後は施設のアセスメント機能の強化に伴い、心理職の負

担と責任はさらに大きくなると考えられる。このような状況では個人の力量に頼るのでは

なく、判断の質の担保や人材育成、バーンアウト予防のために、組織的なスーパービジョ

ン体制の確立が不可欠である。 
 

提言３ 
要支援家庭を対象としたショートステイ事業の

拡充と実施自治体の定員増の促進が必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由）警察からの身柄付き通告の増加等により、緊急の一時保護に係る入所調整が困難

となっている。こうした状況をふまえ、一時保護体制の整備をすすめるとともに、要支援

家庭を対象としたショートステイ事業について、実施する区市の拡大及び既存実施区市に

おける定員の増加を図る必要がある。そのため、事業の円滑な実施及び受入体制の強化に

向け、補助基準額の拡充を講じることが必要である。 

 

提言４ 
乳児院における「妊産婦等生活援助事業」の実施

個所数の増加が必要 

提言先 

東京都 

（理由）東京都が実施する妊産婦等生活援助事業は、家庭生活に支障のある特定妊婦や出

産後の母子等に対し、相談支援や生活支援、住居・食事の提供等を行う重要な施策である

が、実施拠点は限定的であり、増大する支援ニーズに十分対応できていない。支援を必要

とする妊産婦等が地域で安心して出産・子育てできる体制を構築するためには、実施事業

所数の拡充が不可欠である。あわせて、児童虐待の予防及び早期支援の観点からも、事業

の更なる充実に向けた体制整備を講じることが必要である。 
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提言５ 
社会保険労務士や弁護士等の嘱託にかかる補助

制度の創設が必要 

提言先 

東京都 

（理由）乳児院においては、職員の労務管理、ハラスメント対応、長時間労働の是正に加

え、契約や個人情報の取扱い、虐待対応に伴う法的判断など、高度な専門性を要する課題

が多岐にわたっている。これらに適切に対応するためには、社会保険労務士や弁護士等の

専門職を嘱託し、適法性と迅速性を確保することが重要である。これにより、職員の安心

と権利を守るとともに、運営上のリスク低減が図られる。安定的な施設運営と質の高い支

援の維持に向け、専門職活用に係る補助制度の整備が必要である。 
 

 

【乳児部会とは】 

所属する施設種別 乳児院 

会員数 11 施設 

活動の詳細 乳児院は、入所している乳幼児を養育し、併せて退所した者の相

談その他の援助を行うとともに、地域の子育て支援の役割を担っ

ている。乳児部会は、乳幼児福祉事業の発展向上を期するため、

連絡調整を行うとともに事業に関する調査、研究、協議を行い、

かつ、その実践を図ることを目的として活動している。 
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援の維持に向け、専門職活用に係る補助制度の整備が必要である。 
 

 

【乳児部会とは】 

所属する施設種別 乳児院 

会員数 11 施設 

活動の詳細 乳児院は、入所している乳幼児を養育し、併せて退所した者の相

談その他の援助を行うとともに、地域の子育て支援の役割を担っ

ている。乳児部会は、乳幼児福祉事業の発展向上を期するため、

連絡調整を行うとともに事業に関する調査、研究、協議を行い、
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提言１ すすみつつある広域利用のさらなる拡大が必要 

提言先 

東京都 

市区町村 

（理由） 

・ 令和５年度中新規入所の 43.6％が夫等の暴力が入所理由である。心理療法担当職員

が都内 32 施設中 28 施設（87.5％）に配置されており、面前ＤＶを受けた子、被害を

受けた母に対して心理療法を行い、入所早期に母子の精神的安定に寄与しており（令

和６年度東京都母子生活支援施設基礎調査）、どこの施設に入所しても安全な生活が

守られている。 

・ 令和３年に公立母子生活支援施設の広域利用に関しての取り決めがなされたが、公

立民間問わず、すべての区で実施されてはいない。引き続き、東京都から特別区人

事・厚生事務組合、23 区長会等との連携の下、広域利用推進をしていく必要がある。 

 

提言２ 
施設の高機能化・多機能化を促進させる職員の専

門性開発が必要 

提言先 

国 

東京都 

市区町村 

（理由） 

ひとり親世帯の複合的課題に対応するため、高機能化・多機能化が求められており、職

員の専門性向上は不可欠である。東京都および設置自治体には、既存の「児童養護施設等

の職員の資質向上のための研修事業」の充実に加え、公立・民立を問わない研修助成が求

められる。特に物価高騰が続く中、心理職（臨床心理士）の確保に向け、資格更新費用（交

通費含む）や心理療法プログラム訓練講座の参加費への助成が必要である。 

 

提言３ 
困難を抱える母子への支援を支えるサービス推

進費・努力実績加算単価の抜本的改定が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助金は、母子生活支援施設の相談体制と生活

支援を支える重要な財源であるが、平成 16 年度の創設以来 21 年間、単価が据え置かれて

いる（注１）。一方で、物価や人件費・東京都最低賃金の上昇に加え、特別援助加算と心理

ケア加算の延実施人数は増加（注２）している。これらの支援は面接・記録・関係機関連

携等に相応の時間と専門性を要するにもかかわらず、現行単価は人件費や専門職配置コス

トを賄えておらず、実態に即した抜本的な単価改定が必要である。 
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注１ 一例として、心理ケア加算については平成 19 年度に雇用形態別単価区分の新設等

により一部変更があるものの、特別援助加算については平成 16 年度以降単価の変更はな

い。 

注２ 第２回東京都ひとり親家庭自立支援計画（第５期）検討委員会資料５「都内母子生

活支援施設の現状」 P.８） 

 

提言 4 
必要な人材を配置するため「児童養護施設等職員

宿舎借り上げ支援事業」の適用が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

・ 児童養護施設、乳児院、自立援助ホームへの適用はあるが、母子生活支援施設は「職

員宿舎借り上げ支援事業」適用の対象外施設となっている。 

・ 職員確保が他種別施設と同様に難しくなっており、事業継続のために同事業を利用

した職員採用をすすめていくためにも、母子生活支援施設への適用が不可欠な事業

である。 

 

 

【母子福祉部会とは】 

所属する施設種別 母子生活支援施設 

会員数 33（内訳：32 施設、１団体） 

活動の詳細 母子福祉部会は、都内 32 の母子生活支援施設と当事者団体である

（財）東京都ひとり親家庭福祉協議会とで構成され、母子福祉の向

上に向けた研修企画・開催、単年度ごとの実態調査、区市町村への

施設周知事業の企画・開催、職員人材確保事業、東京都への予算要

望を行っている。年間の活動は『母子福祉部会紀要』として製本し、

各施設、行政等に頒布している。 
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提言１ 
「女性自立支援施設」として女性支援法の理念の

具現化に向け、東京都の基本計画に沿って取組む 

提言先 

東京都 

（理由） 

「女性自立支援施設」は法の理念に基づき「自立」とは「回復から始まる自立」とし、

利用者の意思を尊重した中長期的視野からの支援の拠点としてスタートした。 

女性自立支援施設の現場では、若年の利用者の増加が顕著で、従前の「施設ルール」

に適応できないケースが多いため、各施設でルールの見直しをすすめ、より「利用しや

すい」施設をめざしている。また、東社協を中心にこれまで取り組んで来た“三本柱”

である女性相談支援センター、女性相談支援員、女性自立支援施設に加えて、民間団体

との「協働」を更にすすめ、関係機関の連携強化に取り組み、誰もが「つながりやすい」

存在として活動をすすめる。 
 

提言２ 
女性支援の拠点施設の新規設置や居場所の提供

を検討する（通所型支援モデル事業の推進） 

提言先 

東京都 

（理由） 

 コロナ禍以降「家庭内暴力」の増加により、安心できる居場所がないと感じる方、性

暴力被害等により他者との関わりを閉ざして来た女性が増えたことに対して、安全安心

と感じられる場所と専門的長期的につながりを持てる居場所として、気軽に立ち寄り自

分の気持ちや悩みを話すことができ、必要に応じて宿泊できる場所の提供が必要になっ

ている。 
 

提言３ 
身寄り問題に対し通所型支援モデル事業と施設

機能を活用し取り組む 

提言先 

国 

（理由） 

身寄りがない方や身内を頼ることが出来ない女性が増加している一方、相談でき

る場所や社会的制度の不足課題に、女性自立支援施設として、通所型支援モデル事

業を通じて身寄り問題に取り組む。 
 

提言４ 

女性支援法施行から３年目を迎え、令和９年度の

同法見直しに向け、全国の関係機関や団体と更な

る協働に取り組む 

提言先 

国 

（理由） 

提言として挙げた３件に対しては、東京都だけで課題解決することに難しさを感

じており、全国レベルで女性支援の課題と解決策を共有し女性支援法改正に取り組

む必要に迫られている。 
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【女性支援部会とは】 

所属する施設種別 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（女性支援法）

の元、日常生活の中で心身の回復を支援し地域へ移行する施設。 

会員数 ５施設（内訳：区部３施設、市部２施設） 

活動の詳細 本部会は女性支援事業の増進や施設職員の資質向上を期するため、

調査・研究活動、各種研修会、女性相談支援員等との意見交換会、

及び部会シンポジウムの開催等の事業を行っている。また、東京都

女性相談支援センター等関係諸機関との関係強化を図り、困難な問

題を抱える女性への支援の充実に向けて活動している。 
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【女性支援部会とは】 

所属する施設種別 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（女性支援法）

の元、日常生活の中で心身の回復を支援し地域へ移行する施設。 

会員数 ５施設（内訳：区部３施設、市部２施設） 

活動の詳細 本部会は女性支援事業の増進や施設職員の資質向上を期するため、

調査・研究活動、各種研修会、女性相談支援員等との意見交換会、

及び部会シンポジウムの開催等の事業を行っている。また、東京都

女性相談支援センター等関係諸機関との関係強化を図り、困難な問

題を抱える女性への支援の充実に向けて活動している。 

 

 

 

 

 

提言 1 

国際情勢の変化等によって生じた物価高騰など、

国民の生活環境が大きく変化する状況下におい

て増加する生計困難者又は生活困窮者への無料

低額診療事業の利用による支援が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

日米を中心とした主要国間の金利差や国際情勢の変化によってもたらされた円安等

を背景に、エネルギー価格及び穀物価格の上昇に端を発した物価高騰が日本の国民生活

に甚大な影響を及ぼしているため支援の充実が必須である。 

 

提言２ 

無料低額診療事業の実施において、受診者の自己

負担額の全額を減免した場合には、全診療費の１

０％以上の減免額に到達していない場合でも無

料低額診療事業の実施実績としての算入するこ

とが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

   無料低額診療事業を実施する医療機関等にとって、全額減免であれば診療費の総額の 

10％以上に満たなくても実績に算入できるとなれば、より活発に生活困窮者を受け入れ 

ることが想定される。延いては、東京都や各自治体の公費負担や相談対応等を減少させ 

ることにもつながると考える。 

 

提言３ 

無料低額診療事業の実施における入院助産の取

り扱いについて、無料低額診療事業の実施実績と

しての評価することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

東京都は、妊娠出産全般を医療的にも福祉的にも支えるセーフティネットと考えて、

入院助産を無料低額診療事業の実績として取り扱ってきた。無料低額診療事業を行う医

療機関も、複雑な事情を持つこれらの該当者を、出産前後の相談を含めて支援してきて

おり、東京都が意図した制度の趣旨にも応えてきたと考える。現在、少子化傾向が更に

進行している中では、周産期医療、小児医療、少子化対策全般に対するセーフティネッ

トとしての重要性は高まり、福祉的意義は評価されると考える。 
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【医療部会とは】 

所属する施設種別 東京都社会福祉協議会（東社協）医療部会は、東京都内で「無料低

額診療事業」を行う病院、診療所及び「無料低額利用事業」を行う

介護老人保健施設が会員となって構成される組織である。 

会員数 44 施設（内訳：医療機関施設 32、老人保健施設 12） 

活動の詳細 医療部会は、東社協設立時より部会の一つとして活動を続けてきて

おり、医療・介護・福祉サービスの更なる質の向上と発展をめざす

他、「無料低額診療事業」の実施により、経済的理由によって適切

な医療を受けることができない人々を対象として、その負担を減免

することでより良い治療を受けさせる等、社会福祉の増進を図るこ

とを目的とする。医療部会は、医療部会委員会の他、ＭＳＷ分科会、

医事研究会及び老人保健施設分科会の３つの分科会を設置、各分科

会における研修等も活発に行い、東京都社会福祉協議会医療部会

「医療相談室」を運営している。 
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【医療部会とは】 

所属する施設種別 東京都社会福祉協議会（東社協）医療部会は、東京都内で「無料低

額診療事業」を行う病院、診療所及び「無料低額利用事業」を行う

介護老人保健施設が会員となって構成される組織である。 

会員数 44 施設（内訳：医療機関施設 32、老人保健施設 12） 

活動の詳細 医療部会は、東社協設立時より部会の一つとして活動を続けてきて

おり、医療・介護・福祉サービスの更なる質の向上と発展をめざす

他、「無料低額診療事業」の実施により、経済的理由によって適切

な医療を受けることができない人々を対象として、その負担を減免

することでより良い治療を受けさせる等、社会福祉の増進を図るこ

とを目的とする。医療部会は、医療部会委員会の他、ＭＳＷ分科会、

医事研究会及び老人保健施設分科会の３つの分科会を設置、各分科

会における研修等も活発に行い、東京都社会福祉協議会医療部会

「医療相談室」を運営している。 

 

 

 

 

 

 

提言１ 
宿所提供施設の職員配置基準に指導員の配置が

必要 

提言先 

国 

（理由） 

宿所提供施設は住宅扶助を目的とした施設であることから、職員配置基準に指導員は含

まれていない。しかし、現状は家賃滞納やＤＶ被害といった多様な課題を抱えた方が入所

し、関係機関と連携した支援が欠かせない。「指導員加算」として指導員が配置される場合

があるが、安定した支援の継続には国基準としての指導員配置が望まれる。 

 

提言２ 
更生施設も救護施設と同様な居宅生活訓練事業

を適用することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

更生施設は社会生活自立を促進するため、施設独自でアパートを借上げ、居宅生活に近

い環境を整備し、生活訓練（日常生活訓練や社会生活訓練等）を実施している。施設機能

強化推進費実施要綱第３特別事業に更生施設居宅生活訓練事業を加えることが望まれる。 

 

提言３ 
更生施設を障害者総合支援法によるサービスの

対象とすることが必要 

提言先 

国 

（理由） 

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスは、二重措置にあたることから更生施設で

は利用が認められていない。一方で、精神障害など障害を持つ更生施設の利用者は増加し

ている実態がある。「就労継続支援Ｂ型」など障害福祉サービスを更生施設入所中から利用

することで、円滑な地域移行が見込める方もいる。障害者総合支援法のサービスを更生施

設入所中から利用できることが望まれる。 

 

【更生福祉部会とは】 

所属する施設種別 生活保護法に基づく更生施設、宿所提供施設、授産施設と社会福祉

法に基づく宿泊所、生活困窮者自立支援法に基づく自立支援センタ

ー 

会員数 30（内訳：更生施設 10，宿所提供施設８，宿泊所５，自立支援セン

ター５，授産施設２） 

活動の詳細 施設長及び従事者によって運営され、施設の運営に関する連絡調整

や職員の資質向上に向けた研修の実施などを行っている。 
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提言１ 
救護施設利用者の身元保証に関する適切なルー

ル、支援策の整備が必要 

提言先 

国・都 

（理由） 

救護施設には身寄りがいない、または関係断絶状態にある利用者が多く、多岐にわたる

場面で身内の関与や身元保証を求められる。入院や特別な治療・他施設の利用契約・賃貸

住宅契約・転居・就労・法的手続きなど幅広いケースに対応する必要がある。不利益を避

けるため、やむを得ず施設長等が善意により署名・同意・代行せざるを得ない状況であり、

身元保証制度のルール整備、支援策の整備が望まれる。 

 

提言２ 
救護施設退所者の住民票の設定に関する適切な

対応策の整備が必要 

提言先 

国・都 

（理由） 

 救護施設から退所後、医療機関への住民異動が難しい場合や、退所先不明のケースなど、

さまざまな事情により長期にわたり施設所在地に住民登録が残ったままとなる利用者が続

出しているが、選挙時や税申告、年金通知、各種給付金申請などでその都度その都度対応

に苦慮している。退所後の住所設定について、法的には言わば不適切な関与をうやむやに

している状況に対し、対応策の整備が望まれる。 

 

提言３ 
要介護認定の認定期間の柔軟な対応の周知及び

認定期間の見直しが必要 

提言先 

国・都 

（理由） 

 介護保険適用除外施設における要介護認定については、３か月以内に介護施設等へ移る

予定があれば可能とされているが、実際の運用において３か月以内という予定が立たない

場合がほとんどであり、半年以上、場合によっては年単位での見通しが必要となっている。

円滑な施設移管の大きな障壁となっており、柔軟な対応を求めるだけではなく、そもそも

の認定期間の制限自体の見直しが求められる。 

 

提言４ 煩雑な措置費算定事務の簡素化・効率化が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 施設入所中の短期入院の際の措置費算定について、東京都国民健康保険団体連合会によ

る施設分精算とは別途入院分のみを福祉事務所と直接やりとりする必要があり、管理に相

救護部会 
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提言１ 
救護施設利用者の身元保証に関する適切なルー

ル、支援策の整備が必要 

提言先 

国・都 

（理由） 

救護施設には身寄りがいない、または関係断絶状態にある利用者が多く、多岐にわたる

場面で身内の関与や身元保証を求められる。入院や特別な治療・他施設の利用契約・賃貸

住宅契約・転居・就労・法的手続きなど幅広いケースに対応する必要がある。不利益を避

けるため、やむを得ず施設長等が善意により署名・同意・代行せざるを得ない状況であり、

身元保証制度のルール整備、支援策の整備が望まれる。 

 

提言２ 
救護施設退所者の住民票の設定に関する適切な

対応策の整備が必要 

提言先 

国・都 

（理由） 

 救護施設から退所後、医療機関への住民異動が難しい場合や、退所先不明のケースなど、

さまざまな事情により長期にわたり施設所在地に住民登録が残ったままとなる利用者が続

出しているが、選挙時や税申告、年金通知、各種給付金申請などでその都度その都度対応

に苦慮している。退所後の住所設定について、法的には言わば不適切な関与をうやむやに

している状況に対し、対応策の整備が望まれる。 

 

提言３ 
要介護認定の認定期間の柔軟な対応の周知及び

認定期間の見直しが必要 

提言先 

国・都 

（理由） 

 介護保険適用除外施設における要介護認定については、３か月以内に介護施設等へ移る

予定があれば可能とされているが、実際の運用において３か月以内という予定が立たない

場合がほとんどであり、半年以上、場合によっては年単位での見通しが必要となっている。

円滑な施設移管の大きな障壁となっており、柔軟な対応を求めるだけではなく、そもそも

の認定期間の制限自体の見直しが求められる。 

 

提言４ 煩雑な措置費算定事務の簡素化・効率化が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

 施設入所中の短期入院の際の措置費算定について、東京都国民健康保険団体連合会によ

る施設分精算とは別途入院分のみを福祉事務所と直接やりとりする必要があり、管理に相

救護部会 
当手間を要し業務上大きな負担となっている。施設在籍中の入退院に関しては施設入所の

範疇と捉え、国保連で入院分の精算を可能とすることにより、措置費支払代行事業による

事務処理の負担の軽減効果をかなり期待できると思われる。 

  

提言５ 
個別支援計画に福祉事務所が更に関与できるよ

う、意識付けと実務体制の強化が必要 

提言先 

市区町村 

（理由） 

 令和６年 10 月１日より個別支援計画作成が法的に義務化され、併せて救護施設と実施

機関との連携について、あらかじめ協議を行い支援方針について共有することとなってい

る。しかし現状としては協議や共有が十分図れているとは言い難く、双方の情報共有を図

る手順や仕組み（調整会議の開催など）、人員や実務体制の構築とその周知、事務的負担感

の軽減が重要であると考える。 

  

 

【救護部会とは】 

所属する施設種別 生活保護法第 38 条に規定された保護施設のうち、身体上又は精神

上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護者

を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする救護施設 

会員数 10（内訳：社会福祉法人 10） 

活動の詳細 原則として施設長（あるいは副施設長）で構成し８月を除く毎月開

催。救護施設の持つさまざまな機能や役割の強化・拡大、困難ケー

スや運営上の課題の共有、情報交換、職員や利用者交流等を目的に、

東京都所管課からの行政説明、施策対応・調査、勉強会・交流会の

開催、広報誌の発行及び職員研修会の企画・運営を行っている。 
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提言１ 更生保護施設に対する支援の充実が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

更生保護施設は、適当な住居がないため再犯に陥るおそれのある者を宿泊させて必要な

指導・援助を行う民間の受入れ先であるが、小規模で経営基盤がぜい弱な施設が多いため、

被保護者の処遇及び建物の維持・改修を適切に実施するために支援を更に充実させる必要

がある。都内に 18 施設あるが地域的に偏在していることから、支援に当たっては区市町村

の境界を越えて東京都全体としての取組みが求められる。 

 

提言２ 
犯罪をした者等に対して適切に行政サービスを

提供することが必要 

提言先 

区市町村 

（理由） 

犯罪をした者等の中には、地域で生活する際に自ら福祉や行政サービスの利用につなが

ることが困難であり、又は複合的な問題を抱えて専門的支援を必要とするケースが少なく

ない。これらの者が地域社会の一員として安定して生活できるよう、個人の事情をふまえ

て基礎自治体が適切に行政サービスを提供することが求められる。 

 

提言３ 保護司が安全・安心に活動できる環境整備が必要 

提言先 

国 

（理由） 

保護司が保護観察対象者等と面接するのに適当な場所を確保するなど、保護司が安全に

かつ安心してその職務を円滑かつ効果的に行うことができるように保護司への支援体制を

整備する必要がある。（令和７年改正保護司法による。） 

 

提言４ 
保護司及び保護司組織の活動に対する協力が必

要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

 地方公共団体は、保護司及び保護司組織の活動が、犯罪をした者等の改善更生を助ける

とともに犯罪を予防し、地域社会の安全及び住民福祉の向上に寄与するものであることに

鑑み、その地域の状況に応じ、保護司及び保護司組織の活動に対して必要な協力をするよ

う努めなければならない。（令和７年改正保護司法による。） 
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提言１ 更生保護施設に対する支援の充実が必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

更生保護施設は、適当な住居がないため再犯に陥るおそれのある者を宿泊させて必要な

指導・援助を行う民間の受入れ先であるが、小規模で経営基盤がぜい弱な施設が多いため、

被保護者の処遇及び建物の維持・改修を適切に実施するために支援を更に充実させる必要

がある。都内に 18 施設あるが地域的に偏在していることから、支援に当たっては区市町村

の境界を越えて東京都全体としての取組みが求められる。 

 

提言２ 
犯罪をした者等に対して適切に行政サービスを

提供することが必要 

提言先 

区市町村 

（理由） 

犯罪をした者等の中には、地域で生活する際に自ら福祉や行政サービスの利用につなが

ることが困難であり、又は複合的な問題を抱えて専門的支援を必要とするケースが少なく

ない。これらの者が地域社会の一員として安定して生活できるよう、個人の事情をふまえ

て基礎自治体が適切に行政サービスを提供することが求められる。 

 

提言３ 保護司が安全・安心に活動できる環境整備が必要 

提言先 

国 

（理由） 

保護司が保護観察対象者等と面接するのに適当な場所を確保するなど、保護司が安全に

かつ安心してその職務を円滑かつ効果的に行うことができるように保護司への支援体制を

整備する必要がある。（令和７年改正保護司法による。） 

 

提言４ 
保護司及び保護司組織の活動に対する協力が必

要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

 地方公共団体は、保護司及び保護司組織の活動が、犯罪をした者等の改善更生を助ける

とともに犯罪を予防し、地域社会の安全及び住民福祉の向上に寄与するものであることに

鑑み、その地域の状況に応じ、保護司及び保護司組織の活動に対して必要な協力をするよ

う努めなければならない。（令和７年改正保護司法による。） 

 

更生保護部会 提言５ 
民間の団体等による自発的な更生保護活動（以下

「民間活動」）に対する協力が必要 

提言先 

東京都 

区市町村 

（理由） 

 地方公共団体は、民間活動が地域社会の安全及び住民福祉の向上に寄与するものである

ことに鑑み、その地域の状況に応じ、民間活動に対して必要な協力をするよう努めなけれ

ばならない。（令和７年改正更生保護法による。） 

 

提言６ 
民間活動の促進及び民間活動に対する地方公共

団体の施策への支援が必要 

提言先 

国 

（理由） 

 国は、民間活動を促進し、地方公共団体の施策を支援し、民間活動を行う者と連携協力

するとともに、更生保護に対する国民の理解を深め、その協力を得るように努めなければ

ならない。（令和７年改正更生保護法による。） 

 

 

【更生保護部会とは】 

所属する施設種別 保護司法、更生保護法及び更生保護事業法に基づく法定組織等 

会員数 ５団体 109 地区会等（内訳：東京都保護司会連合会 33 保護司会、

東京更生保護施設連盟 18 施設、東京更生保護女性連盟 34 地区会、

東京都ＢＢＳ連盟 23 地区会、東京都更生保護協会本部）会員は団

体として所属 

活動の詳細 地域における行政や社会福祉関係団体等と連携して、犯罪・非行予

防活動、青少年健全育成活動を行うとともに、犯罪をした者や非行

のある少年の社会復帰に取り組み、安全・安心なまちづくりに努め

ている。部会事務局を担当する東京都更生保護協会は、東京都から

の補助金や篤志家からの寄附金を受け、都内の更生保護に関する事

業の支援、各団体の連絡調整等を行っている。 
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提言１ 

各自治体が住民参加型たすけあい活動実施団体

への運営支援や連携を促進させるために補助・助

成制度に関する共通の指針を提示することが必

要 

提言先 

東京都 

（理由） 

住民参加型たすけあい活動は、公的サービスでは対応しきれない生活課題を補完し、地

域における支え合いの基盤を担う重要な役割を果たしている。しかしながら、各区市町村

における補助・助成制度の考え方や支援内容には大きな差があり、活動団体の運営の安定

性や、地域間での取組みの広がりにばらつきが生じている。 

このため、東京都が補助・助成支援に関する共通の指針を示すことにより、区市町村に

よる支援の底上げと平準化を図るとともに、住民参加型たすけあい活動実施団体への継続

的な運営支援や、行政・関係機関との連携を一層促進することが期待される。 

 

提言２ 

住民参加型在宅福祉サービス、とりわけ有償家事

サービスを、孤独・孤立対策推進法の理念に資す

る地域資源として明確に位置づけ、その重要性を

東京都名で表明することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

住民参加型在宅福祉サービスは、日常的な関わりを通じて人とのつながりを生み出し、

孤独・孤立対策推進法第２条に示される基本理念の実現に資する重要な取組みである。有

償家事サービスは、公的サービスでは対応が困難な生活上の「狭間」を担う地域資源とし

て機能しているが、その位置づけが不明確なため、担い手確保や行政との連携がすすみに

くい状況にある。 

東京都がその重要性を明確に示し、都名で声明を発出することで、区市町村や関係機関

の理解と支援を促し、住民参加型在宅福祉サービスの普及・定着と孤独・孤立の予防につ

ながることが期待される。 

 

提言３ 

住民参加型在宅福祉サービス活動を活用した孤

独・孤立対策や重層的支援体制整備事業の連携事

例を市区町村へ共有するとともに、取組みの継

続・発展に向けた財政的支援を行うことが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

住民参加型在宅福祉サービス活動は、孤独・孤立の予防や早期発見に寄与するとともに、

制度の狭間にある複合的な課題に柔軟に対応できる取組みである。しかし、こうした取組
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提言１ 

各自治体が住民参加型たすけあい活動実施団体

への運営支援や連携を促進させるために補助・助

成制度に関する共通の指針を提示することが必

要 

提言先 

東京都 

（理由） 

住民参加型たすけあい活動は、公的サービスでは対応しきれない生活課題を補完し、地

域における支え合いの基盤を担う重要な役割を果たしている。しかしながら、各区市町村

における補助・助成制度の考え方や支援内容には大きな差があり、活動団体の運営の安定

性や、地域間での取組みの広がりにばらつきが生じている。 

このため、東京都が補助・助成支援に関する共通の指針を示すことにより、区市町村に

よる支援の底上げと平準化を図るとともに、住民参加型たすけあい活動実施団体への継続

的な運営支援や、行政・関係機関との連携を一層促進することが期待される。 

 

提言２ 

住民参加型在宅福祉サービス、とりわけ有償家事

サービスを、孤独・孤立対策推進法の理念に資す

る地域資源として明確に位置づけ、その重要性を

東京都名で表明することが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

住民参加型在宅福祉サービスは、日常的な関わりを通じて人とのつながりを生み出し、

孤独・孤立対策推進法第２条に示される基本理念の実現に資する重要な取組みである。有

償家事サービスは、公的サービスでは対応が困難な生活上の「狭間」を担う地域資源とし

て機能しているが、その位置づけが不明確なため、担い手確保や行政との連携がすすみに

くい状況にある。 

東京都がその重要性を明確に示し、都名で声明を発出することで、区市町村や関係機関

の理解と支援を促し、住民参加型在宅福祉サービスの普及・定着と孤独・孤立の予防につ

ながることが期待される。 

 

提言３ 

住民参加型在宅福祉サービス活動を活用した孤

独・孤立対策や重層的支援体制整備事業の連携事

例を市区町村へ共有するとともに、取組みの継

続・発展に向けた財政的支援を行うことが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

住民参加型在宅福祉サービス活動は、孤独・孤立の予防や早期発見に寄与するとともに、

制度の狭間にある複合的な課題に柔軟に対応できる取組みである。しかし、こうした取組

住民参加型たすけあい活動部会 

 
 

みの実践や連携の在り方は市区町村ごとに異なり、効果的な事例が十分に共有されていな

いのが現状である。 

東京都が連携事例を整理・共有することで、市区町村における取組みの質の向上と横展

開が期待されるとともに、財政的支援を通じて活動の継続性を高めることが、孤独・孤立

対策および重層的支援体制整備事業の実効性向上につながる。 

 

提言４ 

企業・団体からの食料寄附を円滑に活用するた

め、各自治体にロジスティクス拠点を整備し、運

営費の支援と、会食やフードパントリー等を担う

コーディネーター配置を含む運営支援を行うこ

とが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

近年、物価高騰や生活困窮の深刻化により、食料や生活物資の確保が困難な世帯が増加

しており、安定的かつ継続的な食料支援体制の構築が強く求められている。企業や団体か

らの食料寄附は重要な資源である一方、保管・仕分け・配送を担う拠点や運営体制が十分

に整っていない地域も多く、支援の継続性や即応性に課題がある。 

東京都が各自治体にロジ拠点の整備と運営支援を行うことで、平時における食料支援の

効率化と安定化が図られるとともに、会食やフードパントリー等を通じた見守りやつなが

りづくりにも寄与する。また、災害等の緊急時には、迅速な食料供給を可能とする地域の

拠点として機能することが期待され、日常支援と非常時対応の双方を見据えた持続的な支

援体制の構築につながる。 

 

提言５ 

住民参加による地域福祉コミュニティ育成のた

め、住民参加やボランティアの意義について都民

の理解を深める社会教育と広報を充実させるこ

とが必要 

提言先 

東京都 

（理由） 

地域福祉コミュニティの基盤となる住民参加やボランティア活動は、地域の支え合いや

孤独・孤立の予防に不可欠である。しかし、その意義や役割について十分に理解されてお

らず、参加のきっかけが得られにくいことが、担い手不足や活動の継続性に影響している。 

東京都が社会教育や広報を通じて、住民参加やボランティアの価値を分かりやすく発信

することで、幅広い世代の関心と参加を促し、持続可能な地域福祉コミュニティの育成に

つながることが期待される。 
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提言６ 

物価高騰や介護保険生活援助の見直しをふまえ、

住民参加型生活支援活動の継続に向けた安定的

な財源確保と支援策を強化するとともに、税制上

の優遇措置について国へ働きかけることが必要 

提言先 

東京都 

 

（理由） 

物価高騰や人件費の上昇により、住民参加型で行われている生活支援活動は、収益性の

低さと運営コストの増加という二重の課題に直面しており、活動の継続が困難となる事例

が増えている。これらの活動は、介護保険サービスでは対応が難しい生活上の「狭間」を

支える重要な役割を担っており、今後、介護保険における生活援助の対象縮小がすすめば、

その重要性は一層高まる。 

東京都が安定的な財源確保と支援策の強化を行うことで、地域住民による支え合いの仕

組みを維持し、生活課題の深刻化や孤独・孤立の拡大を防ぐことが可能となる。また、税

制上の優遇措置について国に働きかけることは、利用促進と団体の運営基盤強化の両立に

つながり、循環型地域生活支援活動を持続可能な地域資源として定着させる上で有効であ

る。 

 

 

【住民参加型たすけあい活動部会とは】 

所属する施設種別 家事援助サービス・介護サービス等を行う非営利団体 

会員数 41 団体 

活動の詳細 非営利有償家事援助サービス等を行う 41 の非営利団体で構成さ

れ、住民参加を基本とした家事援助や介護サービスを提供してい

る。多様な運営主体（住民互助型、社協運営型、生活協同組合型等）

のもと、情報共有や研修等を通じて活動の質向上を図り、地域に根

ざした福祉とセーフティーネットの構築を目的としている。 
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の優遇措置について国へ働きかけることが必要 
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物価高騰や人件費の上昇により、住民参加型で行われている生活支援活動は、収益性の

低さと運営コストの増加という二重の課題に直面しており、活動の継続が困難となる事例

が増えている。これらの活動は、介護保険サービスでは対応が難しい生活上の「狭間」を

支える重要な役割を担っており、今後、介護保険における生活援助の対象縮小がすすめば、

その重要性は一層高まる。 

東京都が安定的な財源確保と支援策の強化を行うことで、地域住民による支え合いの仕

組みを維持し、生活課題の深刻化や孤独・孤立の拡大を防ぐことが可能となる。また、税

制上の優遇措置について国に働きかけることは、利用促進と団体の運営基盤強化の両立に

つながり、循環型地域生活支援活動を持続可能な地域資源として定着させる上で有効であ

る。 

 

 

【住民参加型たすけあい活動部会とは】 

所属する施設種別 家事援助サービス・介護サービス等を行う非営利団体 

会員数 41 団体 

活動の詳細 非営利有償家事援助サービス等を行う 41 の非営利団体で構成さ

れ、住民参加を基本とした家事援助や介護サービスを提供してい

る。多様な運営主体（住民互助型、社協運営型、生活協同組合型等）

のもと、情報共有や研修等を通じて活動の質向上を図り、地域に根

ざした福祉とセーフティーネットの構築を目的としている。 
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社会福祉法人東京都社会福祉協議会地域福祉推進委員会規程 

 
（目的） 
第１条 定款第２条（３）に基づく社会福祉の推進に関する提言を広く行うため、地域福

祉推進委員会（以下、「委員会」という。）を設置する。 
（性格） 
第２条 委員会は、定款第４１条に基づき設置される委員会とする。 
（事業） 
第３条 委員会は、次の事業を行うものとする。 
 一 連絡協議会における調査研究、検討をふまえた制度施策及び福祉サービス事業者の

取組みのあり方に関する提言の検討 
 二 行政や社会全般、福祉サービス事業者に向けた提言 
 三 全国における社会福祉制度・予算対策活動との連携 
（委員） 
第４条 委員会の委員は、次のうちから会長が委嘱するものとする。 
一 業種別部会連絡協議会から推薦された者          ２５名以内  
二 学識経験者、関係団体役職員等のうちから会長の推薦による者  若干名 
２ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げないものとする。 
３ 委員に欠員を生じた場合の後任委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 委員会は、必要に応じて臨時委員を委嘱することができる。 
（役員） 
第５条 委員会に、委員長および副委員長を置く。 
２ 正副委員長は、委員の互選により選出する。 
３ 委員長は、委員会を代表し主宰する。 
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは委員長を代行する。 
（会議） 
第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 
２ 委員会は、必要に応じて専門委員会を置くことができる。 
（連携） 
第７条 委員会は、その目的を達成するため、総合企画委員会、連絡協議会との連携を行

うものとする。 
 
付則 
１ この規程の制定とともに社会福祉法人東京都社会福祉協議会予算対策委員会規程は廃

止する。 
２ この規程は、平成１４年４月１日から施行する。 
３ 第４条第２項の規定にかかわらず、設置当初の任期を平成１５年３月末までとする。 
４ この改正規定は、次期以降の委員（平成１９年４月１日から）の選任に関し適用する。 
 
平成１４年 ３月２８日 制  定 
平成１４年 ５月３０日 一部改正 
平成１８年１０月３１日 一部改正 
平成２４年１０月２６日 一部改正 
平成２８年１０月２７日 一部改正 
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任期：令和７年４月１日～令和９年３月３１日
NNoo.. 氏氏名名 所所属属 備備考考 区区分分

1 ○音村　昭人 八王子市社会福祉協議会 区市町村社協部会

2 ○小林　美穂 小川ホーム 東京都高齢者福祉施設協議会

3 　町田　洋治 東京都済生会中央病院 医療部会

4 　駒野目　卓 更生施設　千駄ヶ谷荘 更生福祉部会

5 　池島　祐二 あかつき 救護部会

6 　熊田　栄一 救世軍新生寮 女性支援部会

7 　柳瀬　達夫 楽 身体障害者福祉部会

8 　竹内　純 すみれ保育園 保育部会

9 　早川　悟司 子供の家 児童部会

10 　伊丹　桂 母子生活支援施設ベタニヤホーム 母子福祉部会

11 　黒田　邦夫 愛恵会乳児院 乳児部会

12 　小池　朗 板橋区立赤塚福祉園 知的発達障害部会

13 　森久保　真由美 島田療育センター 障害児福祉部会

14 　齋場　昌宏 東京都更生保護協会 更生保護部会

15 　平野　覚治 老人給食協力会ふきのとう 住民参加型たすけあい活動部会

16 　近江　信孝 東京都共同募金会 民間助成団体部会

17 　田中　雅英 三交会／大三島育徳会 社会福祉法人経営者協議会

18 　小田　秀樹
株式会社グッドライフケアホール
ディングス

介護保険居宅事業者連絡会

19 　上田　広美
精神障害者地域生活支援とうきょ
う会議

東京都精神保健福祉連絡会

20 　黒川　晴美 東京都民生児童委員連合会 東京都民生児童委員連合会

21 ◎諏訪　徹

22 　吉井　栄一郎

23 　河津　英彦

24 　立原　麻里子

25 　近藤　章夫

26 ○鳥田　浩平

◎委員長、○副委員長

東社協「地域福祉推進委員会」委員名簿

業
種
別
部
会
連
絡
協
議
会

日本大学文理学部社会福祉学科　教授

会
長
推
薦

東京都老人クラブ連合会　常務理事・事務局長

子どもの虐待防止センター　副理事長

東京都手をつなぐ育成会　理事長

東京都セルプセンター　運営委員長

東京都社会福祉協議会　副会長
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地域福祉推進委員会の「年度別の提言内容」一覧 

 
 
◎高齢福祉 ○障害福祉 ●児童・女性福祉 □地域福祉・生活福祉 
 

２２００００２２（（平平成成１１４４））年年度度  ２２００００３３（（平平成成１１５５））年年度度  
 

「提言２００３」  15.5提出 
 

□ 地域生活を支える福祉サービスのあ 
り方 
①地域におけるきめ細かな相談機能 
の確立 

  ②在宅生活を支えるショートステイ 
機能の強化 

  ③多様なグループホーム機能の推進 
と拡充 

● 児童虐待、ドメスティック・バイオ 
レンス等の家庭内における暴力を防 
止する支援機能のあり方 

□ 「利用者本位の経営改革」の推進と基盤整備

のあり方 

 
「提言２００４」  16.6提出 

 
◎ 高齢者の地域生活を支援する地域ケア 

マネジメント機能の強化 
○ 障害をもつ人の地域生活を支える相談 

機能、情報提供活動の充実 
○ 障害をもつ人の地域生活への移行支援 

の推進 
● 次世代育成支援対策推進法を受けた子 

育て支援の推進 
□ 社会福祉法人の役割と機能の強化 

２２００００４４（（平平成成１１６６））年年度度  ２２００００５５（（平平成成１１７７））年年度度  
 

「提言２００５」   17.7提出 

 

第１部(全体提言) 

◎ 要支援・軽度の要介護者に必要な介護サー

ビスに関する施策等の取り組み方策 
○ 障害のある人のライフステージを見据えた

支援～縦のケアマネジメントの確立～ 
● 暴力・虐待を受けた子ども、女性の地域生活

を支援するための施設等による取り組み方

策 
□ 相談活動の充実と寄せられたニーズの社会

化に向けた提言 
◎ 要支援・軽度の要介護者に必要な介護等サ

ービスに関する本人アンケート 
○ 身体障害、知的障害、精神障害の枠を超えた

当事者と支援者から成る意見交換会 
● 子ども家庭福祉連絡会 
□ 都内民間相談団体実態調査 
 

 

「提言２００６」   18.6提出 

 

第１部(全体提言) 

□ 地域福祉権利擁護事業と地域福祉活動との

連携に関する取り組み方策 
○ 障害のある人の多様な就労を実現するため

の支援 
● 区市町村における児童虐待対応および防止

機能の充実に向けた支援方策 
○ 障害保健福祉連絡会 
○ 障害のある人の多様な就労支援活動に関す

る意見交換会 
● 養護児童・女性関連部会の情報交換会 
□ セルフヘルプグループ活動実態調査 
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２２００００６６（（平平成成１１８８））年年度度  ２２００００７７（（平平成成１１９９））年年度度  
 

「提言２００７」   19.6提出 

 

第１部(委員会からの提言) 

□ 社会福祉施設における人材確保と育成に関

する提言 

□ 食の福祉的支援に関する提言 

○ 障害のある人の自立支援の推進に関する提 

言～障害者自立支援法への要望について～ 

 

 

「提言２００８」   20.6提出 

 

第１部(委員会からの提言) 

□ 社会福祉施設における人材確保と定着化に 

関する提言 

□ 判断能力が不十分な方の地域生活支援の 

あり方に関する提言 

○ 福祉、教育の連携による知的障害者の 

就業・生活支援に関する提言 

２２００００８８（（平平成成２２００））年年度度  ２２００００９９（（平平成成２２１１））年年度度  
 

「提言２００９」   21.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 福祉人材確保の促進に関する提言 
□ 障害福祉サービスの利用困難・提供困難に 

関する提言 
□ 指定管理者制度の運用に関する提言 
□ 子どもの育ちを地域社会から支援するため 

の提言 
 

 

「提言２０１０」   22.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 福祉施設におけるキャリアパスおよび人材 
育成に関する提言 

□ 福祉職場における障害福祉雇用の推進に関 
する提言 

□ 性的虐待・性暴力被害者の支援に関する 
提言 

□ 介護保険制度のあり方と高齢者の居住問題 
に関する提言 

２２００１１００（（平平成成２２２２））年年度度  ２２００１１１１（（平平成成２２３３））年年度度  
 

「提言２０１１」   23.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 東日本大震災に関する緊急提言 
□ 退院後、行き場をみつけづらい高齢者への 

支援の構築 
□ 保育所待機児問題対策について 
□ 社会福祉法人次世代リーダー役職員の育成 

支援に関する提言 
□ 区市町村社協における地域福祉コーディネ 

ーターの必要性と養成に関する提言 

 

「提言２０１２」   24.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 災害時における社会福祉施設の役割に 
ついて 

□ 老朽化した社会福祉施設の建て替え問題に 
関する提言 

□ 保育所待機児問題の対応における分園の 
設置促進について 

□ 社会的養護を離れた若者への支援について 
□ 福祉職場における障害者の職場体験・ 

インターンシップの促進について 

 
２２００１１２２（（平平成成２２４４））年年度度  

 

「提言２０１３」   25.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 災害発生時の福祉施設における要援護者支援の構築 
□ 住み慣れた地域で住み続けられるための施設設備の充実 
□ 児童虐待の未然防止、早期発見、再発防止に関する提言 
□ 退院後、行き場を見つけづらい高齢者への退院支援について 
□ 認可保育所と認証保育所等の交流・連係の促進について 
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２２００１１３３（（平平成成２２５５））年年度度  
 

「提言２０１４」   26.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 子ども・子育て支援新制度「利用者支援事業」の実施に向けて 
□ 暴力・虐待を未然に防ぐ地域社会の構築に向けて 
□ 都市部の高齢化対策を推進するために 
□ 障害者の地域生活支援に関する提言 
□ 生活困窮者自立支援法の施行に向けた提言 
 

２２００１１４４（（平平成成２２６６））年年度度  
 

「提言２０１５」   27.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 就学前から学齢期へ切れ目のない子ども・子育て支援の構築 
□ 障害者グループホームにおける利用者支援の充実に向けた体制整備について 
□ 地域包括ケアの実現と地域福祉コーディネーターの配置促進について 
 

２２００１１５５（（平平成成２２７７））年年度度  
 

「提言２０１６」   28.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 質と量の好循環をめざした福祉人材の確保・定着・育成の促進 
□ 社会福祉法人の連携による地域公益活動の推進に関する提言 
 

２２００１１６６（（平平成成２２８８））年年度度  
 

「提言２０１７」   29.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 質と量の好循環をめざした福祉人材の確保・定着・育成の促進 
□ 生活困窮者自立支援法における地域のネットワークの活用に関する提言 
 

２２００１１７７（（平平成成２２９９））年年度度  
 

「提言２０１８」   30.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 東京らしい“地域共生社会づくり”のあり方について（中間まとめ） 
□ 魅力ある職場づくりの進め方 
□ 東京における災害時要配慮者支援の整備促進に向けて 
 
第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 地域共生社会を実現するための社会福祉法人の基盤強化（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ総合力を活用すること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査に基づく人件費率に見直しすること（高齢） 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 
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◎ 施設サービスの人員配置基準について、実体に合わせた見直しを進めるとともに配置に応じた報

酬にすること（高齢） 

◎ 東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助について、養護老人ホーム・軽費老人ホームの実態

に応じた見直しを図ること（高齢） 

◎ 養護老人ホーム保護措置費の消費税増税に見合う改定を適切に行うこと（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの機能強化を図るために必要な措置を講じること（高齢） 

◎ 介護予防・日常生活支援総合事業の評価・点検と持続性のある在宅介護サービス提供の体制づく

り（事業者連） 

◎ 介護福祉人材の確保・定着・育成について（事業者連） 

◎ 災害時における介護保険事業所の役割について（事業者連） 

○ 就労支援において、個々の障害の状態や状況に合わせて、継続的な支援が取組めるようにしくみ

の見直しが必要（身体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎のし

くみが必要（身体） 
○ 短期入所やグループホームの期間や評価の見直しで、利用しにくい障害者が現れないよう方策の

検討が必要（身障） 
○ 障害福祉分野における人材確保に対する取組みがさらに必要である（身障） 

○ 障害を持って生活する方が、65 歳を超えても現在の制度が保証され、安心して生活できる地域を

実現（身障） 

○ 福祉人材確保への取組み（知的） 

○ 差別解消法への取り組み（知的） 

○ 住まいの場の確保への取り組み（知的） 

○ 児童入所施設の取組み（知的） 

○ 精神障害者が、障害のない人が保障されることが予定されている人権と同等の人権を保障される

ための、東京都における地域生活支援体制及び質の高い精神科医療の確保と充実（精神連） 

● 保育士等キャリアアップ研修に関連する諸問題の現状の把握と対応について（保育） 

● 奨学金を返済している保育士への負担軽減について（保育） 
● 事務職員を正規で配置できる加算の創設について（保育） 
● 都内全域の保育の質を均等にするために国の保育施策を受けられるよう、自治体負担金に対する

補助の実施について（保育） 
● 定員割れを起こしている保育所における定員定額制などの新たな補助制度の創設について（保育） 
● 児童養護施設の一層の高機能化および多機能化の促進（児童） 
● 区立児童相談所設置後も、社会的養護のもとで暮らす子どもたちの生活の質を低下させないよう

にすること（児童） 
● 乳幼児及び保護者に対し適切な支援を行うために必要な職員体制の充実（乳児） 
● 緊急入所児や増加する病虚弱児、障害児等に対応できる医療体制の強化と予防接種費用の加算及

び入所年齢超過になってしまいがちな児童に対する適切な支援施設の確保（乳児） 
● 母子生活支援施設の機能強化と地域支援の取組み推進（母子） 

● 母子生活支援施設の積極的な活用のための機能強化と情報発信（母子） 

● 施設機能の充実のための人材確保・育成・定着のしくみの構築（母子） 

● 「居所を失った若年女性に対する支援の充実」（婦人） 

● 「性暴力被害者回復支援センター」の設立（婦人） 

● 退所者支援の充実（婦人） 

● 婦人保護施設に入所する子どもたちへの支援の充実（婦人） 

□ 無料低額診療事業の実施において、受診者の自己負担額の全額を減免した場合には、例え全診療

費の 10％以上の減免額に到達していなくても無料低額診療事業の実施実績への算入を可能とする

こと。（医療） 

□ 更生施設及び宿所提供施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。実態に即した 

見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設で実施している保護施設通所事業の定員枠を増員すること。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障害者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 救護施設から地域移行・他法施設への措置変更等による循環型セーフティネット施設としての機 
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能推進を図るために（救護） 

□ 福祉人材の安定的確保のために（救護） 

□ 福祉機関が司法機関と連携し再犯防止に貢献する（更生保護） 

□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、コミュニティカ

フェ等）活動に対して、行政の支援を充実させることが必要である。（住参型） 

 

２２００１１８８（（平平成成３３００））年年度度  
 

「提言２０１９」   令和元.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 東京らしい“地域共生社会づくり”のあり方について（最終まとめ） 
□ 福祉人材の確保・定着・育成に関する提言 
□ 福祉施設における災害時の利用者と地域の高齢者・障害者・子どもたちへの支援の構築 
  ～「災害に強い福祉」の推進～ 
□ 「地域と家庭裁判所の連携による成年後見制度の新たな選任・利用支援のしくみ」の推進につい 
  て 
 
第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 社会福祉法人等に対する人材確保・育成・定着の支援（経営協） 

□ 地域における公益的な取組の推進（経営協） 

□ 災害対策（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ総合力を活用すること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査結果に基づく人件費率に見直しする（高齢） 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 

◎ 施設サービスの人員配置基準について、実体に合わせた見直しを進めるとともに配置に応じた報

酬にすること（高齢） 

◎ 東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助について、養護老人ホーム・軽費老人ホームの実態

に応じた見直しを図ること（高齢） 

◎ 養護老人ホームの老人保護措置費の消費税増税に見合う改定を適切に行うこと（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの機能強化を図るために必要な措置を講じること（高齢） 

◎ 介護予防・日常生活支援総合事業の持続性のある在宅介護サービス提供の体制づくり（事業者連） 

◎ 主任介護支援専門員の居宅介護支援事業所管理者要件について（事業者連） 

◎ 介護福祉人材の確保について（事業者連） 

◎ 訪問介護の特定事業所加算における区分支給限度額の管理対象外への見直し（事業者連） 

○ 障害の程度（支援区分）に影響されずに地域での生活が継続できるよう、グループホームでの支 

援が充実することが必要 

○ 就労支援において、個々の障害の状態や状況に合わせて、継続的な支援が取り組めるようにしく

みの見直しが必要（身体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎のし

くみが必要（身体） 
○ 短期入所事業を開設しやすいしくみが必要（身障） 
○ 相談支援事業は安定して運営できる取組みが必要である（身障） 
○ 障害福祉分野における人材確保に対する取組みがさらに必要である（身障） 

○ 障害を持って生活する方が、65 歳を超えても現在の制度が保証され、安心して生活できる地域を

実現（身障） 

○ 福祉人材確保への取組み（知的） 

○ 差別解消法への取り組み（知的） 

○ 住まいの場の確保への取り組み（知的） 

○ 児童相談所との連携強化と心理的支援・家庭支援の充実（知的） 

○ 医療的ケアを要する利用者に対する取組み（知的） 

○ 相談支援事業所に対する取組み（知的） 
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○ オリンピック・パラリンピックに対する取組み（知的） 

○ 精神障害者が、障害のない人が保障されることが予定されている人権と同等の人権を保障され、

充実した生活をおくるための、東京都における地域生活支援体制及び質の高い精神科医療の確保

と充実（精神連） 

● 事務職員を常勤職員として配置できる加算の創設について（保育） 

● 幼児教育無償化に伴う食材料費における従来通りの保護者負担金補助について（保育） 

● 保育の質の向上と保育士のワークライフバランスの実現に向けた職員の確保について（保育） 

● 定員割れを起こしている保育所における定員定額制などの新たな補助制度の創設について（保育） 

● 保育園における保育士の人材確保に向けた取組みについて（保育） 
● 関係者間の集中的な討議による「都道府県社会的養育推進計画」の策定と実施（児童） 

● 特別区児童相談所設置に伴う施設運営の混乱防止および児童の生活支援・自立支援の維持・向上

（児童） 
● 児童支援の水準維持・向上に向けた各施設の人材の確保・定着・育成の支援（児童） 
● 虐待等による緊急一時保護受入れへ対応するための体制の充実（乳児） 
● 里親支援制度を拡充し、交流における寄り添い支援等きめ細かい支援、入所児の里親委託の推進

を図る（乳児） 

● 母子生活支援施設の効果的な利用促進のための施設機能の「見える化」推進（母子） 

● 母子生活支援施設の積極的な活用のための人的配置加算（母子） 

● 施設機能の充実のための人材確保・育成・定着のしくみの構築（母子） 

● 困難な問題を抱える女性への支援について（婦人） 

● 「性暴力被害者回復支援センター」の設立（婦人） 

□ 無料低額診療事業の実施において、受診者の自己負担額の全額を減免した場合には、例え全診療

費の 10％以上の減免額に到達していなくても無料低額診療事業の実施実績への算入を可能とする

こと。（医療） 

□ 更生施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。また、宿所提供施設の職員配置基 

準には指導員が含まれていない。実態に即した見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設で実施している保護施設通所事業の定員枠を増員すること。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅生活訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障害者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 利用者の身元保証に関する問題について（救護） 

□ 利用者退所後の住民票異動に関する問題について（救護） 

□ 地方再犯防止推進計画の早期策定（更生保護） 

□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、子ども食堂、コ

ミュニティカフェ等）活動に対して、行政の支援を充実させることが必要である。（住参型） 

 

２２００１１９９（（令令和和元元））年年度度  
 

「提言２０２０」   令和 2.8提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 新型コロナウイルス感染症に関する福祉施設・事業所等への支援について 

□ ウィズコロナ・アフターコロナにおける地域福祉の推進について 

 

第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 社会福祉法人等に対する人材確保・育成・定着の支援（経営協） 

□ 地域における公益的な取組の推進（経営協） 

□ 社会福祉法人の施設や事業における様々な危機への対策の推進（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ総合力を活用すること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査結果に基づく人件費率に見直しする（高齢） 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 

◎ 施設サービスの人員配置基準について、実態に合わせた見直しを進めるとともに配置に応じた報

酬にすること（高齢） 
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◎ 東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助について、養護老人ホーム・軽費老人ホームの実態

に応じた見直しを図ること（高齢） 

◎ 養護老人ホームの老人保護措置費の消費税増税に見合う改定を適切に行うこと（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの機能強化を図るために必要な措置を講じること（高齢） 

◎ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う高齢者福祉施設等に対する支援について（高齢） 

◎ 災害時・非常時における介護保険事業所の役割について（事業者連） 

◎ 介護予防・日常生活支援総合事業の持続性のある在宅介護サービス提供の体制づくり（事業者

連） 

◎ 主任介護支援専門員の居宅介護支援事業所管理者要件について（事業者連） 

◎ 介護福祉人材の確保について（事業者連） 

◎ 訪問介護の特定事業所加算における区分支給限度額の管理対象外への見直し（事業者連） 

○ 障害の程度（支援区分）に影響されずに地域での生活が継続されるよう、グループホームでの支 

援が充実することが必要（身体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎のし

くみが必要（身体） 

○ 短期入所事業を開設しやすいしくみが必要（身体） 

○ 相談支援事業が安定して運営できる取組みが必要（身体） 

○ 災害対策の職員確保に向けた職員宿舎借り上げ支援事業について（身体） 

○ 福祉人材確保・育成・定着への取組み（知的） 

○ 差別解消法への取組み（知的） 

○ 災害対策（知的） 

○ 住まいの場の確保への取組み（知的） 

○ 児童相談所との連携強化と心理的支援・家庭支援の充実（知的） 

○ 医療的ケアを要する利用者に対する取組み（知的） 

○ 相談支援事業所に対する取組み（知的） 

○ 効率的かつ効果的な地域移行支援及び、退院後の地域生活支援体制の整備と充実に資する、入院

者の入院前居住地ごとの入院先の精神科病床を有する病院における入院状況に関する実態を把握

し公表すること（精神連） 

○ 精神科病床を有する病院における入院者のより一層の地域移行促進に取組むこと（精神連） 

○ 隔離・身体拘束をしない良質な精神科医療を提供する手法の構築と実践をすること（精神連） 

○ 精神科病床を有する病院における虐待防止策を講じると共に、虐待被害者救済制度を整備するこ

と（精神連） 

○ 「医療保護入院」の適用が適正に行われない要因を調査し、医療保護入院が真に必要な状況に限

って適用されるよう徹底すること（精神連） 

○ 東京都における精神科病床の地域遍在を解消すること（精神連） 

○ 家族と同居の精神障害者及びその同居家族に対する支援体制の整備をすること（精神連） 

○ 精神障害者への公共交通機関運賃の障害者割引の今一歩の適用拡大のため、東京都からも公共交

通機関各社に対して精神障害者に関する理解促進の働きかけをすること（精神連） 

○ 区市町村に対して、精神障害者特有の移動支援利用の必要性と支援の手法に関する理解と利用促

進の働きかけをすること（精神連） 

○ 精神障害者が、刑事事件の加害者として刑事司法手続を受ける過程及びその後に必要な社会福祉

的支援と、「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（医

療観察法）」の処遇決定を受けた人に必要な支援の検討と支援体制の整備を促進すること（精神

連） 

○ 多様性を認め合い包摂する社会の実現をめざし、幼少期から多種多様な人々が共に地域で暮らす

社会の構築と人権教育を推進すること（精神連） 

○ 精神障害者等が住まいを確保しやすくする社会環境の整備を行うこと（精神連） 

○ 向精神薬による薬害の実態を調査し、薬害で苦しむ人に対する支援策を講じること（精神連） 

● 保育の質を向上させるための保育士の人材確保施策の強化（保育） 

● 大規模自然災害や感染症大流行時の対応方法について（保育） 

● 保育の安全を確保し、事故や犯罪に巻き込まれないための環境整備（保育） 

● 定員割れを起こしている保育所における定員定額制などの新たな補助制度の創設について（保

育） 
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● 乳児保育の質を向上させるための適切な配置基準について（保育） 

● 「東京都社会的養育推進計画」の適正な実施および継続的な点検と見直し（児童） 

● 特別区児童相談所設置に伴う施設運営の混乱防止および児童の生活支援・自立支援の維持・向上

（児童） 

● 児童支援の水準維持・向上に向けた各施設の人材の確保・定着・育成の支援（児童） 

● 虐待等による緊急一時保護受入れへ対応するための体制の充実（乳児） 

● 東京都社会的養育推進計画に基づいた乳児院の整備計画を実情を踏まえて作成する（乳児） 

● 産前産後支援に係る要望（母子） 

● アフターケア加算（サービス推進費補助）の適正化に関する要望（母子） 

● 緊急一時保護単価の改善要望（母子） 

● 借り上げ住宅制度の母子生活支援施設への適用（母子） 

● 事務員の加算配置（母子） 

● 区立児童相談所設置に伴う母子生活支援施設との連携（母子） 

● 困難な問題を抱える女性への支援について（婦人） 

● 「性暴力被害者回復支援センター」の設立（婦人） 

□ 無料低額診療事業の実施において、受診者の自己負担額の全額を減免した場合には、全診療費の

10％以上の減免額に到達していない場合でも無料低額診療事業の実施実績としての算入を可能と

すること。（医療） 

□ 更生施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。また、宿所提供施設の職員配置

基準には指導員が含まれていない。実態に即した見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設で実施している保護施設通所事業の定員枠を増員すること。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅生活訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障害者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 東京都は、国の新たな保護施設再編計画に対し、東京という都市において果してきた保護施設の

役割と機能を継続することを前提に、国に具申を行うこと。（更生） 

□ 利用者の身元保証に関する問題について（救護） 

□ 利用者退所後の住民票異動に関する問題について（救護） 

□ 区市町村における地方再犯防止推進計画の早期策定（更生保護） 

□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、子ども食堂、コ

ミュニティカフェ等）活動に対して、行政の支援を充実させることが必要である。（住参型） 

 

２２００２２００（（令令和和２２））年年度度  
 

「提言２０２１」   令和 3.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 「東京らしい 包摂・共生型の地域社会づくり」をめざして  

～生きづらさや孤立に苦しむ人たちを包摂する地域社会のあり方～ 

□ 感染症対策や水害対策をふまえた福祉避難所の円滑な設置・運営に向けて 

 

第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 地域福祉を推進する人材の確保・育成・定着の支援（経営協） 

□ 地域における公益的な取組みの推進（経営協） 

□ 社会福祉法人の施設や事業における、新型コロナウイルス感染対策を含めた大規模災害対策の推

進（ＢＣＰ、ＢＣＭ、地域連携、法人連携）（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ総合力を活用すること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査結果に基づく人件費率に見直しする（高齢） 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 

◎ 施設サービスの人員配置基準について、実態に合わせた見直しを進めるとともに配置に応じた報

酬にすること（高齢） 

◎ 東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助について、養護老人ホーム・軽費老人ホームの実態

に応じた見直しを図ること（高齢） 
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◎ 養護老人ホームの老人保護措置費の消費税増税に見合う改定を適切に行うこと（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの業務実態に合わせた運営体制が確保できるよう、区市町村に、体制整備

のための支援を行うこと（高齢） 

◎ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う高齢者福祉施設等に対する支援について（高齢） 

◎ 災害時・非常時における介護保険事業所の役割について（事業者連） 

◎ 介護予防・日常生活支援総合事業の持続性のある在宅介護サービス提供の体制づくり（事業者

連） 

◎ 主任介護支援専門員の居宅介護支援事業所管理者要件について（事業者連） 

◎ 介護福祉人材の確保について（事業者連） 

◎ 訪問介護の特定事業所加算における区分支給限度額の管理対象外への見直し（事業者連） 

○ 障害の程度（支援区分）に影響されずに地域での生活が継続されるよう、グループホームでの支 

援が充実することが必要（身体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎のし

くみが必要（身体） 

○ 短期入所事業を開設しやすいしくみが必要（身体） 

○ 相談支援事業が安定して運営できる取組みが必要（身体） 

○ 災害対策の職員確保に向けた職員宿舎借り上げ支援事業について（身体） 

○ 福祉人材確保・育成・定着への取組み（知的） 

○ 差別解消法への取組み（知的） 

○ 災害対策への取組み（知的） 

○ 住まいの場の確保への取組み（知的） 

○ 児童相談所との連携強化と心理的支援・家庭支援の充実（知的） 

○ 医療的ケアを要する利用者に対する取組み（知的） 

○ 相談支援事業所に対する取組み（知的） 

○ 精神疾患の早期発見・早期治療について（精神連） 

○ 「障害者雇用ビジネス」についての対応を実施すること（精神連） 

○ 高齢障害者の就業促進策について（精神連） 

○ 就労継続支援 B 型事業所の報酬体系の改善と一般就労の促進を行うこと（精神連） 

○ 東京都における障害者雇用のさらなる拡充について（精神連） 

○ 東京しごと財団のジョブコーチ制度について（精神連） 

○ 区市町村障害者就労支援センターの機能強化について（精神連） 

● 保育の質を向上させるための保育士の人材確保施策の強化（保育） 

● 保育の質を向上させるための配置基準の検討（保育） 

● 定員割れを起こしている保育所における定員定額制などの新たな補助制度の検討（保育） 

● 保育業務の軽減とデジタル社会に向かう中での保育の在り方の検討（保育） 

● 「東京都社会的養育推進計画」の適正な実施および継続的な点検と見直し（児童） 

● 特別区児童相談所開設に伴う施設運営の混乱防止および児童の生活支援・自立支援の維持・向上

（児童） 

● 児童支援の水準維持・向上に向けた各施設の人材の確保・定着・育成の支援（児童） 

● 乳児院における地域分散化・グループホーム開設への支援制度の創設（乳児） 

● 乳児院等多機能化推進事業において「産前・産後母子支援事業」の実施促進（乳児） 

● 親族里親制度の積極的活用（乳児） 

● 乳児ショートステイの委託費の定額分の増額（乳児） 

● 産前産後支援に係る要望（母子） 

● アフターケア加算（サービス推進費補助）の適正化に関する要望（母子） 

● 緊急一時保護単価の改善要望（母子） 

● 借り上げ住宅制度の母子生活支援施設への適用（母子） 

● 事務員の加算配置（母子） 

● 区立児童相談所設置に伴う母子生活支援施設との連携（母子） 

● 困難な問題を抱える女性への支援について（婦人） 

● 「性暴力被害者回復支援センター」の設立（婦人） 

□ 長期化するコロナウィルス感染症流行下において増加する生計困難者又は生活困難者への無料低

額診療事業の利用（医療） 

− 79 −

資
料



□ 無料低額診療事業の実施において、受診者の自己負担額の全額を減免した場合には、全診療費の

10％以上の減免額に到達していない場合でも無料低額診療事業の実施実績としての算入を可能と

すること。（医療） 

□ 無料低額診療事業の実施における入院助産の取り扱いについて、無料低額診療事業の実施実績と

しての評価（医療） 

□ 更生施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。また、宿所提供施設の職員配置

基準には指導員が含まれていない。実態に即した見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅生活訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障害者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 施設機能強化推進費に感染症予防対策事業を加えること。（更生） 

□ 東京都は、国の新たな保護施設再編計画に対し、東京という都市において果してきた保護施設の

役割と機能を継続することを前提に、国に具申を行うこと。（更生） 

□ 利用者の身元保証に関する問題について（救護） 

□ 利用者退所後の住民票異動に関する問題について（救護） 

□ 区市町村における地方再犯防止推進（更生保護） 

□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、子ども食堂、コ

ミュニティカフェ等）活動に対して、行政の支援を充実させることが必要である。（住参型） 

 

２２００２２１１（（令令和和３３））年年度度  
 

「提言２０２２」   令和 4.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ コロナ禍で顕在化した地域課題への対応  

～重層的支援体制整備事業や社会福祉法人の地域公益活動の活用～ 

□ 実習や体験機会の減少による福祉人材確保・育成への影響 

～福祉職場への就職後に経験の不足を補うための支援と 

コロナ禍の経験をふまえた新たな取組みに向けて～ 

 

第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 地域福祉を推進する人材の確保・育成・定着の支援（経営協） 

□ 地域における公益的な取組の推進（経営協） 

□ 社会福祉法人の施設や事業における、新型コロナウイルス感染対策を含めた大規模災害対策の推

進（ＢＣＰ、ＢＣＭ、地域連携、法人連携）（経営協） 

□  社会福祉法人の本部経費等の繰入について（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ社会福祉の総合力を活用すること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査結果に基づく人件費率に見直しすること（高

齢） 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 

◎ 施設サービスの人員配置基準について、実態に合わせた見直しを進めるとともに配置に応じた報

酬にすること（高齢） 

◎ 東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助について、養護老人ホーム・軽費老人ホームの実態

に応じた見直しを図ること（高齢） 

◎ 養護老人ホームの老人保護措置費の消費税増税や職員の処遇改善に見合う改定を適切に行うこと

（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの入所申込の実態把握（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの入所待機者の実態把握（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの業務実態に合わせた運営体制が確保できるよう、市区町村に、体制整備

のための支援を行うこと（高齢） 

◎ 新型コロナウイルス感染拡大に伴う高齢者福祉施設等に対する支援（高齢） 

◎ 災害時・非常時における介護保険事業所の役割への支援（事業者連） 

◎ 特定事業所加算・介護職員処遇改善加算等の支給限度額への影響および事務手続きの軽減につい    
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  て（事業者連） 

◎ 介護福祉人材の確保について（事業者連） 

◎ 主任介護支援専門員の居宅介護支援事業所管理者要件について（事業者連） 

○ 重度身体障害者、グループホームや入所施設で支える仕組みがさらに充実することが必要（身

体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎の仕

組みが必要（身体） 

○ 就労支援事業所に対する支援の強化（身体） 

○ 短期入所事業へ開設しやすい仕組みと新型コロナウイルス感染対応が必要（身体） 

○ 相談支援事業が安定して運営できる取り組みが必要（身体） 

○ 国の報酬制度である食事提供加算や送迎加算は継続かつ、引き上げが必要（身体） 

○ 感染症対策への取組み（知的） 

○ 福祉人材確保・育成・定着への取組み（知的） 

○ 差別解消法への取組み（知的） 

○ 災害対策への取組み（知的） 

○ 住まいの場の確保への取組み（知的） 

○ 児童相談所との連携強化と心理的支援・家庭支援の充実（知的） 

○ 医療的ケアを要する利用者に対する取組みと医療連携の拡充（知的） 

○ 相談支援事業所に対する取組み（知的） 

○ 精神疾患の早期発見・早期治療について（精神連） 

○ 「障害者雇用ビジネス」についての対応を実施すること（精神連） 

○ 東京都の精神障害者グループホームの状況について（精神連） 

○ 高齢障害者の就業促進策について（精神連） 

○ 就労継続支援 B 型事業所の報酬体系の改善と一般就労の促進を行うこと（精神連） 

○ 東京都における障害者雇用のさらなる拡充について（精神連） 

○ 精神科医療についての知識向上を図ること（精神連） 
○ 区市町村障害者就労支援センターの機能強化について（精神連） 

● 保育の質を向上させるための配置基準の検討（保育） 

● 定員割れを起こしている保育所における定員定額制など新たな補助制度の検討（保育） 

● 保育の質を向上させるための保育士の人材確保施策の強化（保育） 

● 保育業務の軽減とデジタル社会に向かう中での保育の在り方の検討（保育） 

● 「東京都社会的養育推進計画」の適正な実施および継続的な点検と見直し（児童） 

● 特別区児童相談所開設に伴う施設運営の混乱防止および児童の生活支援・自立支援の維持・向上

（児童） 

● 児童支援の水準維持・向上に向けた各施設の人材の確保・定着・育成の支援（児童） 

● 人材確保・育成等に対する支援の一層の充実を図るとともに、多様な専門職や専門性の高い職員

を継続的に配置できるよう児童養護施設等職員宿舎借り上げ支援事業を、事業者負担率を 1/8 に

軽減する、利用期間の制限廃止する、対象職員を拡大するなど充実すること（乳児） 

● 施設の高機能化を目指すにあたり、ケアニーズの高い児童等が施設におけるケアを適切に受ける

ことができる環境を整備し、職員の過酷な労働環境を緩和するため、体制強化への支援を行うこ

と（乳児） 
● コロナ禍において都内乳児院への入所児童数が急激に減少しており、国は特例措置を行っている

が、引き続き都内の乳児院が安定的に事業継続できる施策を実施すること（乳児） 

● 都立児童相談所の管轄人口を、当面は 100 万人以下にすること  さらに、50 万人以下にする計

画を立て整備を進めること（乳児） 

● 産前産後支援、及び親子支援に係る要望（母子） 

● アフターケア加算（サービス推進費補助）の適正化に関する要望（母子） 

● 緊急一時保護単価の改善要望（母子） 

● 事務員の加算配置（母子） 

● 利用促進に向けた区市町村との連携強化（母子） 

● 女性支援法（仮称）制定にむけて～困難な問題を抱える女性支援の向上（婦人） 

● 「性暴力被害者回復支援センター」の設立（婦人） 

□ 長期化するコロナウィルス感染症流行下において増加する生計困難者又は生活困窮者への無料低
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額診療事業の利用（医療） 

□ 無料低額診療事業の実施において、受診者の自己負担額の全額を減免した場合には、全診療費の

10％以上の減免額に到達していない場合でも無料低額診療事業の実施実績としての算入を可能と

すること。（医療） 

□ 無料低額診療事業の実施における入院助産の取り扱いについて、無料低額診療事業の実施実績と

しての評価（医療） 

□ 更生施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。また、宿所提供施設の職員配置

基準には指導員が含まれていない。実態に即した見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅生活訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障害者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 施設機能強化推進費に感染症予防対策事業を加えること。（更生） 

□ 東京都は、国の新たな保護施設再編計画に対し、東京という都市において果してきた保護施設の

役割と機能を継続することを前提に、国に具申を行うこと。（更生） 

□ 利用者の身元保証に関する問題について（救護） 

□ 利用者退所後の住民票異動に関する問題について（救護） 

□ 救護施設から他法施設へのフォーマルな出の仕組みの整備について ～循環型セーフティネット

施設としての機能推進を図るために～（救護） 
□ 扶助費算定事務の簡素化について（救護） 

□ 区市町村における地方再犯防止推進（更生保護） 

□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、子ども食堂、コ

ミュニティカフェ等）活動に対して、行政の支援を充実させることが必要である。（住参型） 

 

２２００２２２２（（令令和和４４））年年度度  
 

「提言２０２３」   令和 5.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 福祉人材の確保・定着・育成の促進 

□ コロナ禍に顕在化した地域課題と重層的支援体制整備事業 

 

第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 地域福祉を推進する人材の確保・育成・定着の支援（経営協） 

□ 地域における公益的な取組の推進（経営協） 

□ 社会福祉法人の施設や事業における、新型コロナウイルス感染対策を含めた大規模災害対策の推

進（ＢＣＰ、ＢＣＭ、地域連携、法人連携）（経営協） 

□ 今後の事業展開を推進するための本部職員の配置加算や規制緩和（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ社会福祉の総合力を活用すること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査結果に基づく人件費率に見直しすること 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 

◎ 施設サービスの人員配置基準について、実態に合わせた見直しを進めるとともに配置に応じた報

酬にすること（高齢） 

◎ 東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助について、養護老人ホーム・軽費老人ホームの実態

に応じた見直しを図ること（高齢） 

◎ 養護老人ホームの老人保護措置費、軽費老人ホームの運営費補助金について、消費税増税や職員

の処遇改善に見合う改定を適切に行うこと（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの入所申込の実態を把握し改善すること（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの入所待機者の実態把握をすること（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの業務実態に合わせた運営体制が確保できるよう、市区町村に、体制整備

のための支援を行うこと（高齢） 

◎ 新型コロナウイルス感染拡大にかかわる伴う高齢者福祉施設等に対する支援を行うこと（高齢） 

◎ 物価高騰により、利用者負担への転嫁が困難な社会福祉施設の運営に影響が生じないよう財政的

支援をすること（高齢） 
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◎ 被災時に助けてもらう高齢者福祉事業所から、人を助けられる高齢者福祉事業所としての役割を

担えること（高齢） 

◎ 災害時・非常時における介護保険事業所の役割への支援災害時・非常時における介護保険事業

所の役割への支援（事業者連） 

◎ 特定事業所加算・介護職員処遇改善加算等の支給限度額への影響および事務手続きの軽減に

ついて（事業者連） 

◎ 介護福祉人材の確保について（事業者連） 

◎ 主任介護支援専門員の居宅介護支援事業所管理者要件について（事業者連） 

○ 重度身体障害者、グループホームや入所施設で支える仕組みがさらに充実することが必要（身

体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎の仕

組みが必要（身体） 

○ 就労支援事業所に対する支援の強化（身体） 

○ 短期入所事業へ開設しやすい仕組みと新型コロナウイルス感染対応が必要（身体） 

○ 相談支援事業が安定して運営できる取組みが必要（身体） 

○ 国の報酬制度である食事提供加算や送迎加算は継続かつ、引き上げが必要（身体） 

○ 福祉人材確保・育成・定着への取組み（知的） 

○ 権利擁護・差別解消への取組み（知的） 

○ 感染症対策への取組み（知的） 

○ 災害対策への取組み（知的） 

○ 住まいの場の確保への取組み（知的） 

○ 子ども施策の中での障害児支援の確立（知的） 

○ 医療的ケアを要する利用者に対する取り組みと医療連携の拡充（知的） 

○ 相談支援事業所に対する取組み（知的） 

○ 精神疾患の早期発見・早期治療について（精神連） 

○ 「障害者雇用代行ビジネス」についての対応を実施すること（精神連） 

○ 東京都の精神障害者グループホームの現状把握、研究等行い、利用者支援の質の向上を図るため

の対策を早急に講じる必要がある（精神連） 

○ 精神科医療の適切な提供について（精神連） 

○ 精神科病院からの地域移行について（精神連） 

○ 高齢障害者の就業促進策について（精神連） 

○ 就労継続支援 B 型事業所の報酬体系の改善と一般就労の促進を行うこと（精神連） 

○ 区市町村障害者就労支援センターの機能強化について（精神連） 

○ 新型コロナウイルス感染症関連（障害児） 

○ 短期入所について（障害児） 

○ 施設整備について（障害児） 

○ 医療・福祉人材の確保・育成・定着について（障害児） 

○ 物価高騰対策について（障害児） 

● 少子社会を見据えての保育所における新たな補助制度の検討（保育） 

● 基準以上に保育者を雇用する保育所への支援（保育） 

● 保育の質を向上させるために保育士の雇用、育成を積極的に行う保育所への支援（保育） 

● 保育業務の軽減とデジタル社会に向かう中での保育の在り方の検討（保育） 

● こども基本法および改正児童福祉法施行への適切な対応および子どもの権利としての社会的養護

の実現（児童） 

● 児童虐待の予防と地域における子ども家庭支援の拡充も視野に入れた施設の高機能化・多機能化

（児童） 

● 児童支援の水準維持・向上に向けた各施設の人材の確保・定着・育成の支援（児童） 

● 乳児院に３歳～６歳の幼児の一時保護委託を促進する仕組みの整備について（乳児） 

● 乳児院においてグループホームを開設するための制度の創設について（乳児） 

● 区市町村における乳児のショートステイの整備について（乳児） 

● 東京都社会的養育推進計画策定委員会への参画と子どもの権利擁護（母子） 

● 利用促進に向けた東京都と区市町村との連携強化（母子） 

● 利用者支援に向けた精神科医との連携（母子） 
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● 施設の高機能化・多機能化を促進するために母子生活支援施設の再評価と予算化（母子） 

● 女性支援新法施行にむけて～困難な問題を抱える女性支援の向上（女性） 

● 「性暴力被害者回復支援センター」の設立（女性） 

□ 新型コロナウィルス感染症流行及び国際情勢の緊迫化によって国民の生活環境が激変する状況下

において増加する生計困難者又は生活困窮者への無料低額診療事業の利用による支援（医療） 

□ 無料低額診療事業の実施において、受診者の自己負担額の全額を減免した場合には、全診療費の

10％以上の減免額に到達していない場合でも無料低額診療事業の実施実績としての算入を可能と

すること。（医療） 

□ 無料低額診療事業の実施における入院助産の取り扱いについて、無料低額診療事業の実施実績と

しての評価（医療） 

□ 更生施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。また、宿所提供施設の職員配置

基準には指導員が含まれていない。実態に即した見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅生活訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障害者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 施設機能強化推進費に感染症予防対策事業を加えること。（更生） 

□ 東京都は、国の新たな保護施設再編計画に対し、東京という都市において果してきた保護施設の

役割と機能を継続することを前提に、国に具申を行うこと。（更生） 

□ 利用者の身元保証に関する問題について（救護） 

□ 利用者退所後の住民票異動に関する問題について（救護） 

□ 救護施設から他法施設へのフォーマルな出のしくみの整備について～循環型セーフティネット施

設としての機能推進を図るために～（救護） 

□ 扶助費算定事務の簡素化について（救護） 

□ 個別支援計画の制度化について（救護） 

□ 都区市町村における再犯防止推進（更生保護） 

□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、子ども食堂、コ

ミュニティカフェ等）活動に対して、行政の支援を充実させることが必要である。（住参型） 

  

２２００２２３３（（令令和和５５））年年度度 

 

「提言２０２４」   令和 6.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 令和６年能登半島地震をふまえた要配慮者支援 

□ 地域における複雑化・複合化した課題への対応 

□ 権利擁護支援におけるキャッシュレス化への対応 

 

第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 地域福祉を推進する人材の確保・育成・定着の支援（経営協） 

□ 地域における公益的な取組みの推進（経営協） 

□ 社会福祉法人の施設や事業における、感染症対策を含めた大規模災害対策の推進（ＢＣＰ、ＢＣ

Ｍ、地域連携、法人連携）（経営協） 

□ 今後の事業展開の推進に必要な本部機能を強化するための規制緩和（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ社会福祉の総合力を活用できるよう支援すること

（高齢） 

◎ 物価高騰により、利用者負担への転嫁が困難な社会福祉施設の運営に影響が生じないよう財政的

支援をすること（高齢） 

◎ 災害時に助けてもらう高齢者福祉事業所から、人を助けられる高齢者福祉施設事業所としての役

割を担えること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査結果に基づく人件費率に見直しすること（高

齢） 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの人員配置基準について、実態に合わせた見直しを進めるとともに配置に応
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じた報酬にすること（高齢） 

◎ 養護老人ホームにおける機能の強化及び、措置費の改定、人員配置基準の見直しを行うこと（高

齢） 

◎ 軽費老人ホームの実情に応じた人員配置・運営費補助の支援を行うこと（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの入所申込及び入所待機者の実態を把握し改善すること（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの業務実態に合わせた運営体制が確保できるよう、市区町村に、体制整備

のための支援を行うこと（高齢） 

◎ 要介護１・２の方への通所介護を介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事業」とい

う）に移行させないこと（高齢） 

◎ 介護報酬の充実と在宅介護人材の確保（事業者連） 

◎ 介護支援専門員の増員及び主任介護支援専門員育成への対策（事業者連） 

◎ ケアプランデータ連携の普及と在宅介護の DX 化推進支援（事業者連） 

◎ 地域包括支援センターが役割を発揮できる整備の推進（事業者連） 

◎ 減災・防災対策への支援（事業者連） 

○ 物価高騰、特に光熱費の高騰への継続した支援が必要（身体） 

○ 今後起こりうる新興感染症に対する障害者への対応の強化（身体） 

○ 重度身体障害者をグループホームで支える仕組みをさらに充実することが必要（身体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎の仕

組みが必要（身体） 

○ 就労支援事業所に対する支援の強化（身体） 

○ 短期入所事業へ開設しやすい仕組みが必要（身体） 

○ 国の報酬制度である食事提供加算や送迎加算は継続かつ、引き上げが必要（身体） 

○ 福祉人材確保・育成・定着への取組み（知的） 

○ 権利擁護・差別解消への取組み（知的） 

○ 感染症対策への取組み（知的） 

○ 災害対策への取組み（知的） 

○ 住まいの場の確保への取組み（知的） 

○ 子ども施策の中での障害児支援の確立と支援体制の充実（知的） 

○ 医療的ケアを要する障害当事者に対する取組みと医療連携の拡充（知的） 

○ 相談支援事業に対する取組み（知的） 

○ 精神疾患の早期発見・早期治療について（精神連） 

○ 「障害者雇用代行ビジネス」についての対応を実施すること（精神連） 

○ 東京都の精神障害者グループホームの現状把握、利用者支援の質の向上について（精神連） 

○ 精神科医療の適切な提供と相談体制の充実について（精神連） 

○ 精神科病院からの地域移行について（精神連） 

○ 高齢障害者の就業促進策について（精神連） 

○ 就労継続支援 B 型事業所の報酬体系の改善と一般就労の促進を行うこと（精神連） 

○ 区市町村障害者就労支援センターの機能強化について（精神連） 

○ 精神障害者ピアサポーターの育成や活躍の場の拡大について（精神連） 

○ 人材確保への取組み（障害児） 

○ 短期入所について（障害児） 

○ 日中活動の支援（障害児） 

○ 物価高騰に対する支援（障害児） 

○ 新型コロナウイルス感染症関連（障害児） 

○ 施設整備について（障害児） 

● 少子社会を見据えての保育所における新たな補助制度の検討と配置基準以上に保育士を配置する

保育所への支援体制の構築（保育） 

● 保育業務の軽減とデジタル社会に向かう中での保育の在り方の検討（保育） 

● 改正児童福祉法施行への適切な対応および東京都社会的養育推進計画見直しによる子どもの権利

としての社会的養護の実現（児童） 

● 児童虐待の予防と地域における子ども家庭支援の拡充も視野に入れた施設の高機能化・多機能化

（児童） 

● 児童支援の水準維持・向上に向けた各施設の人材の確保・定着・育成の支援（児童） 
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● 社会的養育推進計画において、保護が必要な乳幼児の行き場がなくなることのないよう乳児院の

定員を十分に確保することが必要である（乳児） 

● 高度なケアニーズを持つ乳幼児の養育のためにさらなる機能強化を行い養育内容の高度化を進め

ることが必要である（乳児） 

● 育児・介護休業法の時短勤務・夜勤免除を実施した時に、他職員に過重な負担が生じないように

するための予算措置が必要である（乳児） 

● 「妊産婦等生活援助事業」の実施促進（乳児） 

● 東京都社会的養育推進計画策定委員会への参画と子どもの権利擁護（母子） 

● 利用促進に向けた東京都と区市町村との連携強化（母子） 

● 利用者支援に向けた精神科医との連携（母子） 

● 施設の高機能化・多機能化を促進するために母子生活支援施設の標準化（母子） 

● 入所時健診の必要項目の精査と規定化（母子） 

● 「女性自立支援施設」として女性支援新法の理念の具現化に取り組む（女性） 

● 女性支援の拠点施設の新規設置や居場所の提供を検討する（女性） 

□ 国際情勢の緊迫化等によって生じた、物価高騰などの国民の生活環境が激変する状況下において

増加する生計困難者又は生活困窮者への無料低額診療事業の利用による支援（医療） 

□ 無料低額診療事業の実施において、受診者の自己負担額の全額を減免した場合には、全診療費の

10％以上の減免額に到達していない場合でも無料低額診療事業の実施実績としての算入を可能と

すること（医療） 

□ 無料低額診療事業の実施における入院助産の取り扱いについて、無料低額診療事業の実施実績と

しての評価（医療） 

□ 更生施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。また、宿所提供施設の職員配置

基準には指導員が含まれていない。実態に即した見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅生活訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障害者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 利用者の身元保証に関する問題について（救護） 

□ 利用者退所後の住民票異動に関する問題について（救護） 

□ 救護施設から他法施設へのフォーマルな出のしくみの整備について～循環型セーフティネット施

設としての機能推進を図るために～（救護） 

□ 扶助費算定事務の簡素化について（救護） 

□ 個別支援計画の制度化について（救護） 

□ 都区市町村における再犯防止推進（更生保護） 

□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、子ども食堂、コ

ミュニティカフェ等）活動に対して、行政の支援を充実させることが必要である（住参型） 

 

２２００２２４４（（令令和和６６））年年度度 

 

「提言２０２５」   令和 7.6提出 

 

第１部（委員会からの提言） 

□ 次世代を育成するための小中学生の福祉施設・事業所における体験学習・職場体験の推進 

□ 包括的支援体制の構築に向けた重層的支援体制整備事業におけるフォーマルな機関とインフォー 

マルな地域住民の連携強化 

□ 令和６年度能登半島地震と災害関連法制の見直しをふまえた要配慮者支援 

 

第２部（部会・連絡会からの提言） 

□ 地域福祉を推進する人材の確保・育成・定着の支援（経営協） 

□ 安定的に福祉サービスを運営していくための経営基盤への支援（経営協） 

□ 社会福祉法人の持続換毛性を高める施策の推進（経営協） 

□ 地域における公益的な取組みの推進（経営協） 

□ 社会福祉法人の施設や事業における大規模災害対策の推進（経営協） 

□ 今後の事業展開の推進に必要な本部機能を強化するための規制緩和（経営協） 
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□ 建替え・大規模修繕に関する財政面等での支援（経営協） 

◎ 地域包括ケアの構築には高齢者福祉施設のもつ社会福祉の総合力を活用できるよう支援すること 

（高齢） 

◎ 物価高騰により、利用者負担への転嫁が困難な社会福祉施設の運営に影響が生じないよう財政的 

支援をすること（高齢） 

◎ 被災時に助けてもらう高齢者福祉事業所から、人を助けられる高齢者福祉事業所としての役割を 

担えること（高齢） 

◎ 介護報酬に関わる人件費率を介護事業経営実態調査結果に基づく人件費率に見直しすること（高 

齢） 

◎ 介護報酬の上乗せ割合に物価や賃借料を勘案すること（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの人員配置基準について、実態に即した見直しを行い、サービスの向上を図 

るための適切な人員配置と人材の確保・育成に十分対応できる報酬体系とすること（高齢） 

◎ 養護老人ホームにおける機能の強化及び、措置費の改定、人員配置基準の見直しを行うこと（高

齢） 

◎ 軽費老人ホームの実情に応じた人員配置・運営費補助の支援を行うこと（高齢） 

◎ 特別養護老人ホームの入所申込及び入所待機者の実態を把握すること（高齢） 

◎ 地域包括支援センターの業務実態に合わせた運営体制が確保できるよう、区市町村に、体制整備 

のための支援を行うこと（高齢） 

◎ 要介護１・２の方への通所介護を介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事業」とい 

う）に移行させないこと（高齢） 

◎ 訪問介護の役割と人材の確保（事業者連） 

◎ 介護支援専門員の増員及び主任介護支援専門員育成への対策（事業者連） 

◎ ケアプランデータ連携の普及と在宅介護の DX 化推進支援（事業者連） 

◎ 訪問看護が提供するリハビリについて（事業者連） 

◎ 東京福祉サービス第三者評価【高齢】の認知度向上（事業者連） 

○ 重度障害のある人が引き続安心して東京で暮らせる制度を構築するため検討委員会の設置が必要 

（身体） 

○ 重度身体障碍者をグループホームで支える仕組みがさらに充実することが必要（身体） 

○ 重度化および重複化する障害者の地域での生活が継続されるように、重度化に対応した送迎の仕 

組みが必要（身体） 

○ 短期入所事業へ解説しやすい仕組みが必要（身体） 

○ 物価高騰、特に光熱費の高騰への継続した支援が必要（身体） 

○ 就労支援事業書に対する支援の強化が必要（身体） 

○ 人材の確保・定着を進めるため、居住支援特別手当の見直しが必要（身体） 

○ 国の報酬制度である食事提供加算や送迎加算は継続かつ、引き上げが必要（身体） 

○ 福祉人材確保・育成・定着への取組み（知的） 

○ 権利擁護・差別解消への仕組み（知的） 

○ 感染症対策への取組み（知的） 

○ 災害対策への取組み（知的） 

○ 住まいの場の確保への取組み（知的） 

○ こども施策の中での障害児支援の確立と支援体制の充実の取組み（知的） 

○ 医療的ケアを要する障害当事者に対する支援と医療連携拡充の取組み（知的） 

○ 相談支援事業に対する取組み（知的） 

○ 精神疾患の早期発見・早期治療について（精神連） 

○ 「障害者雇用代行ビジネス」についての対応を実施すること（精神連） 

○ 東京都の精神障碍者グループホームの現状把握、利用者支援の質の向上について（精神連） 

○ 精神科医療の適切な提供について（精神連） 

○ 精神科病院からの地域移行について（精神連） 

○ 高齢障害者の就労促進策について（精神連） 

○ 就労継続支援Ｂ型事業所の報酬体系の改善と一般就労の促進を行うこと（精神連） 

○ 区市町村障害者就労支援センターの機能強化について（精神連） 

○ 精神障碍者ピアサポーターの育成や活躍の場の拡大について（精神連） 

○ 「超短時間雇用制度」の推進について（精神連） 
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○ 人材確保への取組み（障害児） 

○ 短期入所について（障害児） 

○ 物価高騰（障害児） 

○ 施設設備について（障害児） 

○ 入所支援（障害児） 

● 少子社会を見据えての保育所における新たな補助制度の検討と配置基準以上に保育士を配置する 

保育所への支援体制の構築（保育） 

● 保育業務の軽減とデジタル社会に向かう中での保育の在り方の検討（保育） 

● 子どもの健康と安全を守るための課題解決への支援（保育） 

● 保育の質を向上させるための施策による新たな課題の解決に向けて（保育） 

● 改正児童福祉方施策への適切な対応および東京都・特別区社会的養育推進計画見直しによる子ど 

もの権利としての社会的擁護の実現（児童） 

● 児童虐待の予防と地域における子ども家庭支援の拡充も視野に入れた施設の高機能化・多機能化 

（児童） 

● 児童支援の水準維持・向上に向けた各施設の人材の確保・定着・育成の支援（児童） 

● 育児・介護休業法の時短勤務・夜勤免除を実施した時に、他職員に過重な負担が生じないように 

するための予算措置が必要である。（乳児） 

● 都内で妊娠 SOS 相談、内密出産、新生児等の匿名預かり（いのちのバスケット）が開設された

が、乳児院の新生児および乳児の受け入れ枠がひっ迫している状況にあり、受け入れ枠の整備が

急務となっている。（乳児） 

● 都内で妊娠 SOS 相談、内密出産、新生児等の匿名預かり（いのちのバスケット）の整備は、新生

児の虐待死及び乳児の虐待の予防に重要な役割を果たすことから公的な支援が必要である。（乳

児） 

● 乳児院における深夜の夜勤体制のリスクから子どもたちの命と健康を守るために、乳児院の深夜

早朝の職員を増員すること、児童相談所に深夜早朝の乳児の緊急一時保護の受け入れ態勢を整備

することが急務である。（乳児） 

● 児童相談所および区市福祉事務所・子ども家庭支援センターとの連携による施設活用の促進（母

子） 

● 利用者の安全・安心を担う広域利用の促進（母子） 

● 地域を支えるひとり親支援拠点を目指した、施設の高機能化・多機能化推進（母子） 

● 職員の確保・育成・定着のための家賃補助の拡大（母子） 

● 入所時健診の必要項目の精査と規定化（母子） 

● 「女性自立支援施設」として女性支援法の理念の具体化に向け、東京都の基本計画に沿って取り

組む（女性） 

● 女性支援の拠点施設の新規設置や居場所の提供を検討する（通所事業の推進）（女性） 

□ 国際情勢の変化等によって生じた物価高騰など、国民の生活環境が大きく変化する状況下におい 

  て増加する生計困難者又は生活困窮者への無料定額診療事業の利用による支援の充実（医療） 

□ 無料定額診療事業の実施において、受信者の自己負担額の全額を減免した場合には、全診療費の 

10%以上の減免額に到達していない場合でも無料定額診療事業の実施実績としての参入を可能と 

すること。（医療） 

□ 無料定額診療事業の実施における入院助産の取り扱いについて、無料定額診療事業の実施実績と

しての評価（医療） 

□ 更生施設の職員配置基準は、昭和 56 年以降変更されていない。また、宿所提供施設の職員配置 

基準には指導員が含まれていない。実態に即した見直しを行うこと。（更生） 

□ 更生施設についても救護施設と同様に居宅生活訓練事業を適用すること。（更生） 

□ 更生施設を介護保険法及び障碍者総合支援法によるサービスの対象とすること。（更生） 

□ 利用者の身元保証に関する問題について（救護） 

□ 利用者退所後の住民表異動に関する問題について（救護） 

□ 救護施設から他法施設へのフォーマルな出の仕組みの整備について 

   ～循環型セーフティネット施設としての機能推進を図るために～（救護） 

□ 扶助費算定事務の簡素化について（救護） 

□ 個別支援計画の制度化について（救護） 

□ 都区市町村における再犯防止推進（更生保護） 
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□ 住民参加による循環型地域生活支援（移送サービス、家事援助、食事サービス、子ども食堂、食

料支援、コミュニティカフェ等）活動に対して、以下の支援を充実されたい。 
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